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第２期　総合戦略　二次評価抜粋（令和２年度末）
Ｃ 重要業績評価指標

（分析・評価） 補足コメント 目標値 R2年度

施策1 観光施設の
活用による
消費の拡大

基本目標１
地域資源を生かし
た活力ある産業・
しごとづくり

①地域資源を生か
した既存産業と、
新たな「しごと」
によるライフスタ
イルの実現

道の駅はしかみやフォレスト
ピア階上、わっせ交流セン
ター、はしかみハマの駅ある
でぃ～ば等を活用し、消費の
拡大を図ります。

R2 ・コロナへの感染対策の徹底やイベント等の効
果により客数の大幅な減少にはならなかった。
・町外でのＰＲ活動は実施できなかったが、計
画どおり進捗した。
・特産品セットの充実が図られ、施設間の連携
強化となった。

・コロナ禍ではあったが、観光施設の売上全体
は堅調を維持した。施設同士の連携強化を図り
特産品を今後ＰＲしていく。
・コロナの影響によりはしかみ臥牛山まつりや
はしかみいちご煮祭りが中止となり、イベント
の観光客数は減少していることから、ＰＲ強化
への取組が必要となる。

観光施設の合計売
上額：計画期間
中、毎年345百万
円

429百万円

道の駅 244百万円
わっせ 35百万円
フォレスト 10百万円

あるでぃ～ば 140百万円

（産業振興課）

施策2 起業支援 基本目標１
地域資源を生かし
た活力ある産業・
しごとづくり

①地域資源を生か
した既存産業と、
新たな「しごと」
によるライフスタ
イルの実現

多種多様な働き方に対応する
ため、国や県と連携し、町内
での起業を支援します。

R2 ・補助制度は利用申込みがない状況だった。
・相談の利用実績はあるが、相談に対応しつ
つ、起業しやすい環境を整える必要がある。

・相談はあったものの、起業件数は0件であっ
た。補助制度の活用実績もなかった。
・コロナ禍で地方への移住希望者も増加傾向に
あることから、起業情報の提供、活用しやすい
制度の創設や見直しが必要となっている。

起業件数：計画期
間中計5件

0件（計0件）

（産業振興課）

新規農業就業者
数：計画期間中計
5件

0件（計0件）

（産業振興課）

新規漁業就業者
数：計画期間中計
2件

0件（計0件）

（産業振興課）

農家民泊者数：計
画期間中計250人

0人（計0人）
（産業振興課）

ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ数：計画
期間中計500人

34人（計34人）
（産業振興課）

一斉清掃参加者
数：令和6年650人

500人
（産業振興課）

ガイド数：令和6
年15人

9人

（産業振興課）

観光イベント等参
加者数：計画期間
中計350人

2人（計2人）

（産業振興課）

施策6 移住・定住
の促進

基本目標２
ひととのつながり
を築き新しいひと
の流れをつくる

⑤移住・定住を促
進するライフスタ
イルの実現

移住・定住、ＵＩＪターン向
けに情報提供や相談サポート
を実施し、首都圏からの移住
や地方や首都圏の大学に進学
した学生のＵＩＪターンを促
進します。

R2 ・ふるさとはしかみ会による首都圏内での町の
情報発信につながった。
・コロナ禍で直接応対する移住イベントの開催
はできなかったが、電話等の相談は増加した。
・奨学金返還者の定住促進につながった。

・補助制度を活用した東京圏からの移住就業者
はなかったが、新築応援事業や奨学生定住事業
の補助制度の活用があり、移住や定住が促進さ
れた。
・移住の相談は増加傾向にあり、相談者への支
援制度の説明や県の相談窓口での情報提供を充
実させていく。

移住者及びＵＩＪ
ターン者数：計画
期間中計3人

0人（計0人）

（総合政策課）

婚姻件数：令和6
年現状維持
(H30:71件)

34件

（すこやか健康課）

出生数：令和6年
現状維持
(H30:85人)

60人

（すこやか健康課）

施策8 教育環境の
充実

基本目標３
結婚・出産・子育
て支援と健康づく
り

⑥安心して子ども
を産み育てられる
ライフスタイルの
実現

小中学校において学習の高度
化や学生生活の充実、心身の
成長などを図るため、教育環
境の充実に取り組みます。

R2 ・学年が上がるにつれ、検定への意欲が向上し
ている。
・遠距離通学の交通手段の確保ができた。
・経済的負担の軽減と支援員による学習支援に
より学習の定着につながった。
・端末活用の手法を学校と調整する。

・令和2年度は、コロナで全国学力・学習状況調査が中
止となった。
・検定への補助制度の利用率が低いので、活用を促進す
る取組が必要。
・ＧＩＧＡスクール構想で端末の導入、新たな生活様式
として普通教室にエアコンの整備を行う等ハード面の充
実が図られたが、その活用を検討する必要がある。

全国学力・学習状況調
査正答率：令和6年
国語A79％国語B63％数
学A68％数学B50％
(なお令和元年度以降
AB区分廃止)

コロナウイルスで
調査中止

（教育課）

基本目標２
ひととのつながり
を築き新しいひと
の流れをつくる

③山・里・海の
フィールドを生か
したライフスタイ
ルの実現

観光客、トレイル利用者等が
安全で気持ちよく町内を周遊
できるよう、おもてなしの整
備に努めます。

Ｐ（計画）

施策3 農林水産業
の担い手の
確保

基本目標１
地域資源を生かし
た活力ある産業・
しごとづくり

②「ひと」と「し
ごと」のマッチン
グによる働き続け
られるライフスタ
イルの実現

農林水産業関係者と連携のも
とで、後継者・担い手のマッ
チングを支援します。

施策7 安心して産
み育てられ
る環境の整
備

基本目標３
結婚・出産・子育
て支援と健康づく
り

⑥安心して子ども
を産み育てられる
ライフスタイルの
実現

施策 施策名 基本目標 プロジェクト

施策4 観光客への
おもてなし
環境の整備

出産に対して、産前・産後の
サポートによる安心して産め
る環境に取り組みます。

歩く観光の推進や自然体験を
通して、山・里・海に根付い
た魅力の再確認と掘り起こし
を実施し、着地型観光素材の
開発に取り組みます。

施策5 地域資源の
再認識と掘
り起こし

基本目標２
ひととのつながり
を築き新しいひと
の流れをつくる

④「山・里・海」
の「ひと・もの・
こと」を生かした
ライフスタイルの
実現

年度

R2

・コロナで一斉清掃の日程を延期して実施し、
官民一体となった作業でおもてなしを考える
きっかけを作った。
・ＰＲによる町の認知度を高めた。
・階上岳の冬季のトイレ管理は登山者の協力に
より実施できた。

・まちあるきツアーを1回開催したが、コロナ禍
で参加は2人となった。
・ポータルサイト等の追加で寄付件数及び金額
が増加し、町のＰＲにつながった。
・キャンパス等は、回数や規模を縮小し、新た
な開催様式で実施し、学習機会を提供できた。

R2

・新規就農者の予定者(2人)がいたが、転出し確
保できなかった。
・農園の利用で農業への関心が深まった
・森林環境譲与税の事業実施がなかったため、
基金へ積立てた。
・新規漁業者の確保はできなかった。

・妊婦健診は全員受診。乳幼児健診は、全員受診では
ないが、概ね健康状況を把握できている。
・一時金や医療費助成により経済的負担の軽減につな
がった。
・個別支援で子育て不安の解消につながった。
・子ども園等への委託での特別保育学童ｸﾗﾌﾞ等の実施
は、子育て環境の整備につながっている。

・事業は計画した内容で実施したが、新規漁業
者は確保できず、新規就農者は予定者が残念な
がら転出したため確保できなかった。
・農業や漁業の担い手の確保は、支援制度の効
果的な周知方法が必要であり、県や他自治体と
の連携により周知の強化を図る。

・コロナの影響により、修学旅行の中止や外国
人の日本への渡航の制限で民泊やインバウンド
の実績は少なかった。清掃の参加者数は日程変
更があったが、町民の参加をいただくことがで
きた。
・今後も官民一体の環境整備を継続し、コロナ
収束後の受入体制の構築を目指す。

・コロナで婚姻件数と出生数は全国的にも減少
していると報道されている。
・各事業を計画どおり実施し環境を整備した
が、その効果が婚姻件数や出生数に現れていな
いため、妊娠から子育てまでの不安を相談等で
把握し、さらなる制度活用とＰＲにつなげる。

・コロナの影響でガイド養成講座を実施できず
ガイドの担い手確保はできなかった。観光イベ
ントも中止が多く参加者数は僅かであった。
・そば提供店を発着とするまちあるき3コースの
ガイドマップを作成するなど、地域資源を観
光、地域づくり、学習等の多面的なアプローチ
でＰＲする。

R2

R2
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第２期　総合戦略　二次評価抜粋（令和２年度末）
Ｃ 重要業績評価指標

（分析・評価） 補足コメント 目標値 R2年度
Ｐ（計画）施策 施策名 基本目標 プロジェクト 年度

施策9 自然の中で
学ぶプログ
ラムの推進

基本目標３
結婚・出産・子育
て支援と健康づく
り

⑥安心して子ども
を産み育てられる
ライフスタイルの
実現

自然豊かな本町の特色を生か
し、自然体験を通じた環境教
育を促進します。

R2 ・ＳＵＰ体験を小学生に広く参加してもらうこ
とで、自然体験の機会を提供できた。
・コロナによりわんぱく王国の回数は減少した
が、アンケートを活用し充実した活動内容と
なった。

・コロナや悪天候で中止となったプログラムが
あり参加者数は減少したが、低年齢にも参加機
会を提供できた。
・体験を通し漁業に関心が高まるようなプログ
ラムを開発し、漁業の担い手確保につなげてい
く。

水産教室等参加者
数：計画期間中計
300人

31人（計31人）

（産業振興課）

施策10 公共交通の
充実

基本目標４
住み続けたい魅力
的なまちをかたち
づくる

⑦公共交通の強化
によるライフスタ
イルの実現

事業者との連携のもと、町民
の移動ニーズにあった路線バ
スやコミュニティバス等の利
便性の向上を図ります。

R2 ・赤字路線へ補助したことで、路線バスの運行維持が
図られた。
・ＪＲや路線バスのダイヤ改正に対応した時刻表の改
訂を行い、乗継ぎ利用者の利便を確保した。
・平成31年度に再編し運行を開始したことで、蒼前
線・東部線がフィーダー系統となり、国庫補助路線と
なった。

・緊急事態宣言で利用客が減少、その後も外出
を自粛する気運があり利用者の減少が続いた。
・生活交通としてバス運行は不可欠であるが利
用者の減少は人口減少とともに不可避であるた
め、町単独ではなく圏域での計画等での議論と
検討が必要。

コミュニティバス
の利用者数：計画
期間中 毎年
30,100人

26,569人

（総合政策課）

施策13 安全・安心
なまちづく
りの推進

基本目標４
住み続けたい魅力
的なまちをかたち
づくる

⑧安心して住み続
けられるライフス
タイルの実現

自助・共助のもと、住民活動
による災害に強いまちづくり
を進めます。

R2 ・女性消防クラブは担い手不足から1団体が解
散、2団体が活動休止となった。
・全事業計画どおり実施。コロナの影響で交通
安全や防犯の行事が中止となり啓発の機会が減
少した。
・概ね事業の利用はされたが、耐震診断事業と
リフォーム支援事業は、申込みがなかった。

・施策内の42事業は計画どおり実施。
・消防団団員数は、前年より15人減少し、団員
確保が急務となっている。
・団員数の減少は地域消防力の低下につながる
ため、国から消防団員の処遇等の改善に向けた
取組の通知があり、町はその内容に沿って近隣
自治体と調整して取り組む。

消防団団員数：令
和6年170人

133人

（総務課）

施策14 広域連携の
推進

基本目標４
住み続けたい魅力
的なまちをかたち
づくる

⑧安心して住み続
けられるライフス
タイルの実現

関係市町村と相互に連携・協
力し、本町の課題と圏域全体
の活性化に取り組みます。

R2 ・消防等の事務を広域事務組合で処理すること
で経済的効率的に処理できた。
・連携事業はコロナの影響もあったが概ね実施
された。連携することで国の財政支援も受けら
れた。
・図書管理システムのアクセス数が1.5倍近く増
加、利用が常態化した。

・広域事務組合での処理は今後も継続。
・連携中枢都市圏は、令和3年度のビジョン見直
しの際に、連携事業数も変動する可能性があ
る。
・広域連携は、事務処理の効率化と連携による
大きな効果があることから、今後も推進してい
く。

八戸圏域定住自立
圏（連携中枢都市
圏）における連携
事業数：令和6年
75事業

75事業

（総合政策課）

（定量的評価の考え方）

施策12

施策11 健康づくり
の推進

基本目標４
住み続けたい魅力
的なまちをかたち
づくる

24.1%

（すこやか健康課）

後期健診受診率：
令和6年35.0%

31.2%

（すこやか健康課）

「自分たちの健康は自分たち
で守り育てる」を基本に、町
民が健康づくりや生活習慣病
予防に積極的に取り組むこと
ができる環境の整備を進めま
す。

R2 ・1.6歳児健診時0%となり、むし歯有病率の改善につながっ
た。
・高齢者のインフルエンザ予防接種者数は増加した。がん検
診の受診勧奨強化になった
・記録表やデータのやりとりで、GOGOGO会員のウォーキング
継続が図られた。
・トレーニングルーム、町民プールの使用制限により、自主
的な運動機会が減少した。

　定量的評価の評価時期は、原則、総合戦略の最終年度とする。ただし、必要に応じて計画期間中に評価を実施する。評価に当たっ
ては、施策・事業の実施状況を確認した上で、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を計測し評価する。

27.4%

（すこやか健康課）

特定健診受診率：
令和6年45.0%

・障害者(児)の集団生活への適応や社会参加、
生活の質の向上につながった。
・高齢者の就業機会を創出し、生きがいの充実
につながった。
・体操等により意欲が生まれたり、相互の交
流、仲間づくり、安否確認、閉じこもりの防止
等につながった。

大腸がん検診受診
率：令和6年36.0%

医療・福祉
サービス等
の推進

基本目標４
住み続けたい魅力
的なまちをかたち
づくる

⑧安心して住み続
けられるライフス
タイルの実現

将来にわたって健やかに暮ら
すことができる環境と、多様
な世帯が安心して暮らすこと
ができる環境の整備を進めま
す。

R2

⑧安心して住み続
けられるライフス
タイルの実現

・障害者(児)や高齢者への医療福祉サービス
は、計画どおり提供された。
・コロナで、高齢者が集まる機会や多い人数で
の活動が制限された事業があった。
・高齢者人口は増加しており、地域社会との関
係性が希薄にならないための体制や連携が重
要。

・後期健診受診率は比較値(H30:28.8%)より高
かったが、他受診率は低かった。直接対象者に
個別通知を送付し勧奨する効果の検証も必要。
・健康づくりは、健康寿命の延伸や医療費の抑
制につながるため、今後は働く世代の状況を県
の事業等と連携して情報収集し、取組に反映す
る。
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第２期　総合戦略　二次評価一覧　（令和２年度末）
Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業費 （分析・評価） （改善・処置） 目標値 比較値 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

R2 ・各観光施設でのイベント、商品
開発や漁協と連携した交流販売の
実施
・アブラメブランド化は計画に
沿って事業を展開
・町観光４施設の毎月会議を開催
し、土産品「そば味噌」を開発

54,825 ・コロナへの感染対策の徹底やイ
ベント等の効果により客数の大幅
な減少にはならなかった。
・町外でのＰＲ活動は実施できな
かったが、計画どおり進捗した。
・特産品セットの充実が図られ、
施設間の連携強化となった。

・コロナへの感染対策の継続実施
・アブラメブランド化は、CompAss
を中心に展開し、計画を進捗させ
る。
・開発した土産品の販売プロモー
ションを実施し、飲食店に業務用
販売促進を行う。

・コロナ禍ではあったが、観光施設の売
上全体は堅調を維持した。施設同士の連
携強化を図り特産品を今後ＰＲしてい
く。
・コロナの影響によりはしかみ臥牛山ま
つりやはしかみいちご煮祭りが中止とな
り、イベントの観光客数は減少している
ことから、ＰＲ強化への取組が必要とな
る。

R3

R4

R5

R6

R2 ・創業する者に県と連携して保証
料を補助する制度について町ホー
ムページで周知
・創業希望者へのワンストップ相
談窓口を設置し、相談1件に対応

0 ・補助制度は利用申込みがない状
況だった。
・相談の利用実績はあるが、相談
に対応しつつ、起業しやすい環境
を整える必要がある。

・補助制度は県との連携事業であ
り、今後も継続して実施する。
・ワンストップ相談窓口を継続
し、必要に応じた各種相談窓口の
紹介を行う。

0件
(計0件)

・相談はあったものの、起業件数は0
件であった。補助制度の活用実績もな
かった。
・コロナ禍で地方への移住希望者も増
加傾向にあることから、起業情報の提
供、活用しやすい制度の創設や見直し
が必要となっている。

R3

R4

R5

R6

計4件
(H27～H30)

施策2 起業支援 基本目標
１
地域資源
を生かし
た活力あ
る産業・
しごとづ
くり

①地域資
源を生か
した既存
産業と、
新たな
「しご
と」によ
るライフ
スタイル
の実現

多種多様
な働き方
に対応す
るため、
国や県と
連携し、
町内での
起業を支
援しま
す。

起業件
数：計画
期間中計5
件

基本目標 プロジェクトＰ（計画） 年度

429百万円

道の駅
244百万円

わっせ
35百万円

フォレスト
10百万円

あるでぃ～
ば
140百万円

補足コメント
想定される要因

施策1 観光施設
の活用に
よる消費
の拡大

基本目標
１
地域資源
を生かし
た活力あ
る産業・
しごとづ
くり

①地域資
源を生か
した既存
産業と、
新たな
「しご
と」によ
るライフ
スタイル
の実現

道の駅は
しかみや
フォレス
トピア階
上、わっ
せ交流セ
ンター、
はしかみ
ハマの駅
あるでぃ
～ば等を
活用し、
消費の拡
大を図り
ます。

観光施設
の合計売
上額：計
画期間
中、毎年
345百万円

345百万円
（H30）

道の駅
250百万円

わっせ
30百万円

フォレスト
10百万円

あるでぃ～
ば
55百万円

施策 施策名
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第２期　総合戦略　二次評価一覧　（令和２年度末）
Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業費 （分析・評価） （改善・処置） 目標値 比較値 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
基本目標 プロジェクトＰ（計画） 年度

補足コメント
想定される要因

施策 施策名

R2 ・就農初期段階の新規就農者6件(7人)に
給付金による支援を実施
・農業に親しむ機会を提供する町民農園
に67人(94区画)の申込者があった。
・森林環境譲与税の活用事業素案を検討
・連携市町での漁業就業支援の情報の町
ホームページでの掲載

21,933 ・新規就農者の予定者(2人)がいた
が、転出し確保できなかった。
・農園の利用で農業への関心が深まっ
た
・森林環境譲与税の事業実施がなかっ
たため、基金へ積立てた。
・新規漁業者の確保はできなかった。

・新規就農者への給付支援を継続し、
担い手の確保につなげる。
・町民農園の新規利用者を取り入れ
る。
・森林整備の方向性を決定するために
現状把握が必要
・漁業就業支援情報の周知と就業相談
を継続する。

新規農業
就業者
数：計画
期間中計5
件

計6件
(H27～H30)

0件
(計0件)

・事業は計画した内容で実施したが、
新規漁業者は確保できず、新規就農者
は予定者が残念ながら転出したため確
保できなかった。
・農業や漁業の担い手の確保は、支援
制度の効果的な周知方法が必要であ
り、県や他自治体との連携により周知
の強化を図る。

R3 新規漁業
就業者
数：計画
期間中計2
件

実績なし
(H27～H30)

0件
(計0件)

R4

R5

R6

R2 ・階上海岸階上岳一斉清掃(500人)や
海岸漂着物の回収に町民ボランティア
が参加
・観光協会の新聞広告や写真コンテス
ト等によるＰＲ
・コロナの影響により農家民泊の修学
旅行生の受入中止
・トレイル沿線の施設の維持管理

1,247 ・コロナで一斉清掃の日程を延期して
実施し、官民一体となった作業でおも
てなしを考えるきっかけを作った。
・ＰＲによる町の認知度を高めた。
・階上岳の冬季のトイレ管理は登山者
の協力により実施できた。

・一斉清掃や漂着物回収は、町民と連携
を図り継続して実施する。
・動ける観光協会を目指し、産業や観光
関係団体と連携した新組織の設立
・コロナ収束後に修学旅行の受入れのた
めに新規受入農家の発掘
・トイレの必要に応じた多言語化の整備

農家民泊
者数：計
画期間中
計250人

計203人
(H27～H30)

0人
(計0人)

・コロナの影響により、修学旅行の中止
や外国人の日本への渡航の制限で民泊や
インバウンドの実績は少なかった。清掃
の参加者数は日程変更があったが、町民
の参加をいただくことができた。
・今後も官民一体の環境整備を継続し、
コロナ収束後の受入体制の構築を目指
す。

R3 ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ
数：計画
期間中計
500人

86人
(H30)

34人
(計34人)

R4 一斉清掃
参加者
数：令和6
年650人

570人
(R元)

500人

R5

R6

施策4 観光客へ
のおもて
なし環境
の整備

基本目標
２
ひととの
つながり
を築き新
しいひと
の流れを
つくる

③山・
里・海の
フィール
ドを生か
したライ
フスタイ
ルの実現

観光客、
トレイル
利用者等
が安全で
気持ちよ
く町内を
周遊でき
るよう、
おもてな
しの整備
に努めま
す。

施策3 農林水産
業の担い
手の確保

基本目標
１
地域資源
を生かし
た活力あ
る産業・
しごとづ
くり

②「ひ
と」と
「しご
と」の
マッチン
グによる
働き続け
られるラ
イフスタ
イルの実
現

農林水産
業関係者
と連携の
もとで、
後継者・
担い手の
マッチン
グを支援
します。

2/91



第２期　総合戦略　二次評価一覧　（令和２年度末）
Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業費 （分析・評価） （改善・処置） 目標値 比較値 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
基本目標 プロジェクトＰ（計画） 年度

補足コメント
想定される要因

施策 施策名

R2 ・コロナの影響で、ガイド養成講座や
巨木めぐりを中止、まちあるきツアー
はそば提供店発着の3コースのガイド
マップを作成
・ふるさと納税のポータルサイトと返
礼品を追加した。
・はしかみキャンパス、生きがい中央
大学等を実施し学びの場を提供

12,763 ・まちあるきツアーを1回開催した
が、コロナ禍で参加は2人となった。
・ポータルサイト等の追加で寄付件数
及び金額が増加し、町のＰＲにつな
がった。
・キャンパス等は、回数や規模を縮小
し、新たな開催様式で実施し、学習機
会を提供できた。

・ステップアップした講座を実施し、ガ
イドの担い手を確保し、新たなコースの
情報発信を行い集客とそば普及につなげ
る。
・ポータルサイトの活用方法や返礼品の
発掘を継続する。
・学習機会の新開催様式での提供と、新
たな参加者の掘り起こしを行う。

ガイド
数：令和6
年15人

10人
(H30)

9人 ・コロナの影響でガイド養成講座を実施で
きずガイドの担い手確保はできなかった。
観光イベントも中止が多く参加者数は僅か
であった。
・そば提供店を発着とするまちあるき3
コースのガイドマップを作成するなど、地
域資源を観光、地域づくり、学習等の多面
的なアプローチでＰＲする。

R3 観光イベ
ント等参
加者数：
計画期間
中計350人

計235人
(H27～H30)

2人
(計2人)

R4

R5

R6

R2 ・ふるさとはしかみ会に補助し、会のホー
ムページの情報発信、都内飲食店と協力し
た㏚活動の支援を行った。
・ＵＩＪターン者への支援を圏域ポータル
サイトでの周知や相談対応を実施。新築応
援プロジェクト補助制度では26件が活用
・町に居住している奨学金返還者（申請者
57件）に補助金を交付

18,903 ・ふるさとはしかみ会による首都圏内
での町の情報発信につながった。
・コロナ禍で直接応対する移住イベン
トの開催はできなかったが、電話等の
相談は増加した。
・奨学金返還者の定住促進につながっ
た。

・会との連携をさらに密にし、さらに
町のＰＲ効果向上につなげる。
・移住支援の周知は継続し、特に東京
圏からの移住し就業した場合の補助制
度の実績を目指す。
・年々貸与申請者が減少しており、奨
学金制度の検証が必要

0人
(計0人)

・補助制度を活用した東京圏からの移住
就業者はなかったが、新築応援事業や奨
学生定住事業の補助制度の活用があり、
移住や定住が促進された。
・移住の相談は増加傾向にあり、相談者
への支援制度の説明や県の相談窓口での
情報提供を充実させていく。

R3

R4

R5

R6

移住者及
びＵＩＪ
ターン者
数：計画
期間中計3
人

実績なし
(H27～H30)

施策6 移住・定
住の促進

基本目標
２
ひととの
つながり
を築き新
しいひと
の流れを
つくる

⑤移住・
定住を促
進するラ
イフスタ
イルの実
現

移住・定
住、ＵＩ
Ｊターン
向けに情
報提供や
相談サ
ポートを
実施し、
首都圏か
らの移住
や地方や
首都圏の
大学に進
学した学
生のＵＩ
Ｊターン
を促進し
ます。

施策5 地域資源
の再認識
と掘り起
こし

基本目標
２
ひととの
つながり
を築き新
しいひと
の流れを
つくる

④「山・
里・海」
の「ひ
と・も
の・こ
と」を生
かしたラ
イフスタ
イルの実
現

歩く観光
の推進や
自然体験
を通し
て、山・
里・海に
根付いた
魅力の再
確認と掘
り起こし
を実施
し、着地
型観光素
材の開発
に取り組
みます。
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第２期　総合戦略　二次評価一覧　（令和２年度末）
Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業費 （分析・評価） （改善・処置） 目標値 比較値 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
基本目標 プロジェクトＰ（計画） 年度

補足コメント
想定される要因

施策 施策名

R2
・妊婦健康診査や出産育児一時金の支給
・乳幼児の健康診査及び医療費の助成
・子どもの医療費の助成や要保護児童対策地域議会
での特性に合わせた個別支援
・認定子ども園等への施設給付費の給付や延長保育
等の事業の実施
・地域子育て支援拠点を1か所(保育施設へ委託)開
設、学童クラフﾞを4か所(保育施設へ委託)開設

739,528 ・妊婦健診は全員受診。乳幼児健診は、全員受診で
はないが、概ね健康状況を把握できている。
・一時金や医療費助成により経済的負担の軽減につ
ながった。
・個別支援で子育て不安の解消につながった。
・子ども園等への委託での特別保育学童ｸﾗﾌﾞ等の実
施は、子育て環境の整備につながっている。

・健診時における食生活、受動喫煙防止
等に関する指導を充実させる
・医療費助成は、継続して実施する。
・障害を持つ児童の放課後の居場所の検
討
・地域子育て支援拠点の利用方法の周知
・放課後児童支援員の確保と研修推進

婚姻件
数：令和6
年現状維
持
(H30:71
件)

71件
(H30)

34件 ・コロナで婚姻件数と出生数は全国的に
も減少していると報道されている。
・各事業を計画どおり実施し環境を整備
したが、その効果が婚姻件数や出生数に
現れていないため、妊娠から子育てまで
の不安を相談等で把握し、さらなる制度
活用とＰＲにつなげる。

R3 出生数：
令和6年現
状維持
(H30:85
人)

85人
(H30)

60人

R4

R5

R6

R2 ・基礎学力向上のため、英検等の受験
料の補助を延べ242人に行った。
・スクールバスの運行や階上中に通学
する石鉢小学区の定期バス料金を負担
・経済的理由や特別な教育的支援とし
て、支援員の配置や学用品等への補助
・児童生徒1人1台端末(900台)を整備

182,724 ・学年が上がるにつれ、検定への意欲が
向上している。
・遠距離通学の交通手段の確保ができ
た。
・経済的負担の軽減と支援員による学習
支援により学習の定着につながった。
・端末活用の手法を学校と調整する。

・制度の利用が30％であり、制度利用の
促進を行う。
・次年度から道仏小のスクールバスが運
行するため、乗降場所や時刻の調整を行
う。
・経済的支援等は現行制度を継続
・次年度から授業での利用のため、端末
や学習ソフトの説明や研修が必要

・令和2年度は、コロナで全国学力・学習
状況調査が中止となった。
・検定への補助制度の利用率が低いので、
活用を促進する取組が必要。
・ＧＩＧＡスクール構想で端末の導入、新
たな生活様式として普通教室にエアコンの
整備を行う等ハード面の充実が図られた
が、その活用を検討する必要がある。

R3

R4

R5

R6

コロナウイ
ルスで調査
中止

国語A76％
国語B60％
数学A66％
数学B44％
(H30)

施策8 教育環境
の充実

基本目標
３
結婚・出
産・子育
て支援と
健康づく
り

⑥安心し
て子ども
を産み育
てられる
ライフス
タイルの
実現

小中学校
において
学習の高
度化や学
生生活の
充実、心
身の成長
などを図
るため、
教育環境
の充実に
取り組み
ます。

全国学
力・学習
状況調査
正答率：
令和6年
国語A79％
国語B63％
数学A68％
数学B50％
(なお令和
元年度以
降AB区分
廃止)

施策7 安心して
産み育て
られる環
境の整備

基本目標
３
結婚・出
産・子育
て支援と
健康づく
り

⑥安心し
て子ども
を産み育
てられる
ライフス
タイルの
実現

出産に対
して、産
前・産後
のサポー
トによる
安心して
産める環
境に取り
組みま
す。
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第２期　総合戦略　二次評価一覧　（令和２年度末）
Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業費 （分析・評価） （改善・処置） 目標値 比較値 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
基本目標 プロジェクトＰ（計画） 年度

補足コメント
想定される要因

施策 施策名

R2 ・海の学校、ＳＵＰ体験は開催で
きたが、漁業体験は悪天候のた
め、ふのり体験はコロナ感染防止
のため中止となった。
・わんぱく王国は、子ども達から
のアンケートを基に体験活動の内
容を決めた。

21 ・ＳＵＰ体験を小学生に広く参加
してもらうことで、自然体験の機
会を提供できた。
・コロナによりわんぱく王国の回
数は減少したが、アンケートを活
用し充実した活動内容となった。

・海の学校等の引き続き周知に取
り組むとともに、コロナや悪天候
でも柔軟に対応できる対策を検討
する。
・王国への新たな参加者を増やす
ための周知の検証を行うととも
に、町内講師の掘り起こす。

・コロナや悪天候で中止となった
プログラムがあり参加者数は減少
したが、低年齢にも参加機会を提
供できた。
・体験を通し漁業に関心が高まる
ようなプログラムを開発し、漁業
の担い手確保につなげていく。

R3

R4

R5

R6

R2 ・路線バスの赤字路線に対し運行
費用を補助
・コミュニティバスは、4路線運行
した。2路線はスクールバスを兼用
した。

37,073 ・赤字路線へ補助したことで、路線バス
の運行維持が図られた。
・ＪＲや路線バスのダイヤ改正に対応し
た時刻表の改訂を行い、乗継ぎ利用者の
利便を確保した。
・平成31年度に再編し運行を開始したこ
とで、蒼前線・東部線がフィーダー系統
となり、国庫補助路線となった。

・路線バス会社とともに、利用促
進策を講じ、運賃収入の増を図
り、補助額の削減につなげる。
・八戸圏域の公共交通の計画等の
実施により、より利用しやすい運
行等について検討する。

・緊急事態宣言で利用客が減少、その
後も外出を自粛する気運があり利用者
の減少が続いた。
・生活交通としてバス運行は不可欠で
あるが利用者の減少は人口減少ととも
に不可避であるため、町単独ではなく
圏域での計画等での議論と検討が必
要。

R3

R4

R5

R6

施策10 30,075人
(H30)

26,569人

31人
(計31人)

公共交通
の充実

基本目標
４
住み続け
たい魅力
的なまち
をかたち
づくる

⑦公共交
通の強化
によるラ
イフスタ
イルの実
現

事業者と
の連携の
もと、町
民の移動
ニーズに
あった路
線バスや
コミュニ
ティバス
等の利便
性の向上
を図りま
す。

コミュニ
ティバス
の利用者
数：計画
期間中 毎
年30,100
人

水産教室
等参加者
数：計画
期間中計
300人

計67人
(H27～H30)

施策9 自然の中
で学ぶプ
ログラム
の推進

基本目標
３
結婚・出
産・子育
て支援と
健康づく
り

⑥安心し
て子ども
を産み育
てられる
ライフス
タイルの
実現

自然豊か
な本町の
特色を生
かし、自
然体験を
通じた環
境教育を
促進しま
す。
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第２期　総合戦略　二次評価一覧　（令和２年度末）
Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業費 （分析・評価） （改善・処置） 目標値 比較値 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
基本目標 プロジェクトＰ（計画） 年度

補足コメント
想定される要因

施策 施策名

R2 ・歯科保健強化のため、町内保育園等で
フッ素塗布事業を実施
・予防接種や住民健診において、個別通知
(14000件）により接種勧奨を実施
・健康五つ星事業で、GOGOGO会員(ｳｫｰｷﾝｸﾞ
会員)(166人)に歩数記録表を送付
・体力向上のため開通前の高速道路を自転
車走行する企画をしたがコロナで中止と
なったが、代替イベントを実施した。

77,952 ・1.6歳児健診時0%となり、むし歯有病率の
改善につながった。
・高齢者のインフルエンザ予防接種者数は増
加した。がん検診の受診勧奨強化になった
・記録表やデータのやりとりで、GOGOGO会員
のウォーキング継続が図られた。
・トレーニングルーム、町民プールの使用制
限により、自主的な運動機会が減少した。

・フッ素塗布事業の継続
・個別通知を継続するとともに、対象年齢
全体へがん検診の周知を実施し、重点的な
受診率向上策を行う。
・ウォーキング会員の継続と運動・食事・
禁煙等の生活習慣の改善を推進する。
・コロナ禍における運動機会の提供方法の
確保

特定健診
受診率：
令和6年
45.0%

38.8％
(H30）

27.4% ・後期健診受診率は比較値(H30:28.8%)
より高かったが、他受診率は低かった。
直接対象者に個別通知を送付し勧奨する
効果の検証も必要。
・健康づくりは、健康寿命の延伸や医療
費の抑制につながるため、今後は働く世
代の状況を県の事業等と連携して情報収
集し、取組に反映する。

R3

R4

R5 後期健診
受診率：
令和6年
35.0%

28.8％
(H30）

31.2%

R6

R2 ・障害者(児)の施設通所支援、サービス
提供、生活支援、補装具給付、医療費助
成等を実施
・いきいきシルバーバンクでは、町社協
が事務局となり71人が登録。
・介護予防等のため、高齢者通いの場支
援、ハート生き活き事業、ほのぼの交流
事業等を実施

421,044 ・障害者(児)の集団生活への適応や社会
参加、生活の質の向上につながった。
・高齢者の就業機会を創出し、生きがい
の充実につながった。
・体操等により意欲が生まれたり、相互
の交流、仲間づくり、安否確認、閉じこ
もりの防止等につながった。

・障害者(児)への早期相談と適切
な支援を継続する。
・登録者数の増加のため、町社協
と連携し事業の制度周知を行う。
・高齢者の増加に伴い、通いの場
の追加や日常の見守り体制の充実
を図る。

・障害者(児)や高齢者への医療福祉サー
ビスは、計画どおり提供された。
・コロナで、高齢者が集まる機会や多い
人数での活動が制限された事業があっ
た。
・高齢者人口は増加しており、地域社会
との関係性が希薄にならないための体制
や連携が重要。

R3 大腸がん
検診受診
率：令和6
年36.0%

31.1％
(H30)

24.1%

R4

R5

R6

施策11健康づく
りの推進

基本目標
４
住み続け
たい魅力
的なまち
をかたち
づくる

⑧安心し
て住み続
けられる
ライフス
タイルの
実現

「自分た
ちの健康
は自分た
ちで守り
育てる」
を基本
に、町民
が健康づ
くりや生
活習慣病
予防に積
極的に取
り組むこ
とができ
る環境の
整備を進
めます。

施策12医療・福
祉サービ
ス等の推
進

基本目標
４
住み続け
たい魅力
的なまち
をかたち
づくる

⑧安心し
て住み続
けられる
ライフス
タイルの
実現

将来にわ
たって健
やかに暮
らすこと
ができる
環境と、
多様な世
帯が安心
して暮ら
すことが
できる環
境の整備
を進めま
す。
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第２期　総合戦略　二次評価一覧　（令和２年度末）
Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業費 （分析・評価） （改善・処置） 目標値 比較値 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
基本目標 プロジェクトＰ（計画） 年度

補足コメント
想定される要因

施策 施策名

R2 ・消防団加入促進のため、町広報紙での
募集。少年・女性消防クラブの活動への
報奨金助成
・上記の他、防災、マイナンバー、広
報、ホームページ、空き家対策、協働の
まちづくり、コンビニ等納付、環境衛
生、交通安全、防犯、都市計画、道路管
理、住宅支援等計41事業を実施

365,051 ・女性消防クラブは担い手不足から1団体
が解散、2団体が活動休止となった。
・全事業計画どおり実施。コロナの影響で
交通安全や防犯の行事が中止となり啓発の
機会が減少した。
・概ね事業の利用はされたが、耐震診断事
業とリフォーム支援事業は、申込みがな
かった。

・消防団のＰＲを広報紙等で行う
とともに、少年・女性消防クラブ
を支援する。
・利用のない事業の検証と他事業
のさらなるＰＲに努め、安全・安
心なまちづくりを推進する。

消防団団
員数：令
和6年170
人

148人
(R元)

133人 ・施策内の42事業は計画どおり実施。
・消防団団員数は、前年より15人減少
し、団員確保が急務となっている。
・団員数の減少は地域消防力の低下につ
ながるため、国から消防団員の処遇等の
改善に向けた取組の通知があり、町はそ
の内容に沿って近隣自治体と調整して取
り組む。

R3

R4

R5

R6

R2 ・本町の消防、ごみ・し尿処理、介護福
祉などの業務を広域事務組合で実施
・連携中枢都市圏ビジョンに基づき、八
戸市と町村が相互に役割分担し、本町は
75事業で連携事業を実施した。
・図書管理システムの周知のため、図書
室内の掲示や町広報紙掲載を行った

320,510 ・消防等の事務を広域事務組合で処理す
ることで経済的効率的に処理できた。
・連携事業はコロナの影響もあったが概
ね実施された。連携することで国の財政
支援も受けられた。
・図書管理システムのアクセス数が1.5
倍近く増加、利用が常態化した。

・広域事務組合における処理を継
続する。
・連携中枢都市圏は、令和3年度に
ビジョンの見直しを行う予定
・図書管理システムの更なる利用
者の増と図書室自体のＰＲを図
る。

75事業 ・広域事務組合での処理は今後も継続。
・連携中枢都市圏は、令和3年度のビ
ジョン見直しの際に、連携事業数も変動
する可能性がある。
・広域連携は、事務処理の効率化と連携
による大きな効果があることから、今後
も推進していく。

R3

R4

R5

R6

73事業
(R元）

施策13安全・安
心なまち
づくりの
推進

基本目標
４
住み続け
たい魅力
的なまち
をかたち
づくる

⑧安心し
て住み続
けられる
ライフス
タイルの
実現

自助・共
助のも
と、住民
活動によ
る災害に
強いまち
づくりを
進めま
す。

施策14広域連携
の推進

基本目標
４
住み続け
たい魅力
的なまち
をかたち
づくる

⑧安心し
て住み続
けられる
ライフス
タイルの
実現

関係市町
村と相互
に連携・
協力し、
本町の課
題と圏域
全体の活
性化に取
り組みま
す。

八戸圏域
定住自立
圏（連携
中枢都市
圏）にお
ける連携
事業数：
令和6年75
事業
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

産業振興課 R2 ・ふるさとにぎわい広場の指
定管理に係る事業
・観光物産を中心とした地場
産業と観光産業の振興
・道の駅としての道路情報の
発信と防災施設管理

・施設を安全に利用してもら
えるよう感染防止対策の徹底
・コロナ禍においても常時農
産物、海産物の販売、階上早
生そば等提供

・新型コロナウイルス感染拡
大防止対策実施及びその徹底
した結果来場者も大幅に減少
することなく推移した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 　新型コロナウイルス感染拡
大防止対策を継続する。

産業振興課 R3 ・ふるさとにぎわい広場の指
定管理に係る事業
・観光物産を中心とした地場
産業と観光産業の振興
・道の駅としての道路情報の
発信と防災施設管理

産業振興課 R4 ・ふるさとにぎわい広場の指
定管理に係る事業
・観光物産を中心とした地場
産業と観光産業の振興
・道の駅としての道路情報の
発信と防災施設管理

産業振興課 R5 ・ふるさとにぎわい広場の指
定管理に係る事業
・観光物産を中心とした地場
産業と観光産業の振興
・道の駅としての道路情報の
発信と防災施設管理

産業振興課 R6 ・ふるさとにぎわい広場の指
定管理に係る事業
・観光物産を中心とした地場
産業と観光産業の振興
・道の駅としての道路情報の
発信と防災施設管理

産業振興課 R2 ・わっせ交流館の指定管理に係る事業
・施設,設備の維持管理
・「階上早生階上そば」の提供及び特
産品の宣伝活動
・町内観光施設として他町内観光施設
と情報共有・連携し情報発信

そばと焼酎の夕べ実施、お中元商品の
開発、新そばイベントの実施、敷地内
桜等の剪定実施、清掃委託実施
観光施設協議会への参加、定期的（毎
月1回）に計12回の打合せ会を実施。
そば味噌の開発への参加

・コロナウイルスに対応しながら計画
についてできることを行った。
・施設の維持管理の推進。イベントや
商品開発等による来客数、売上の促進
・行政・民間企業・4施設の情報共
有。観光振興の基盤構築

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ より具体的な取組を検討して
いく。

産業振興課 R3 ・わっせ交流館の指定管理に係る事業
・施設,設備の維持管理
・「階上早生階上そば」の提供及び特
産品の宣伝活動
・町内観光施設として他町内観光施設
と情報共有・連携し情報発信

産業振興課 R4 ・わっせ交流館の指定管理に係る事業
・施設,設備の維持管理
・「階上早生階上そば」の提供及び特
産品の宣伝活動
・町内観光施設として他町内観光施設
と情報共有・連携し情報発信

産業振興課 R5 ・わっせ交流館の指定管理に係る事業
・施設,設備の維持管理
・「階上早生階上そば」の提供及び特
産品の宣伝活動
・町内観光施設として他町内観光施設
と情報共有・連携し情報発信

産業振興課 R6 ・わっせ交流館の指定管理に係る事業
・施設,設備の維持管理
・「階上早生階上そば」の提供及び特
産品の宣伝活動
・町内観光施設として他町内観光施設
と情報共有・連携し情報発信

2 指定管理
者による
わっせ交
流セン
ター管理
運営事業

△階上早生そ
ば拠点施設と
して、階上早
生そば振興を
推進し、地域
の活性化につ
なげるため、
わっせ交流セ
ンターの管理
運営を指定管
理者に行わせ
る。

△継続 1 1 1R2～R6

1 111 指定管理
者による
ふるさと
にぎわい
広場管理
運営事業

△町の観光物
産を中心とし
た地場産業と
観光産業の振
興を図るとと
もに、道の駅
としての道路
情報の発信と
防災施設管理
のために、ふ
るさとにぎわ
い広場の管理
運営を指定管
理者に行わせ
る。

△継続 R2～R6

事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

産業振興課 R2 ・農村活性化センターの管理運営
に係る事業
・施設,設備の維持管理
・地域農産物の展示及び特産品の
宣伝活動
・都市住民との交流人口の増加

登山口より活力広げ隊と協定を締結
し、管理運営を委託。特産品を使用し
た製品開発やジェラートの販売を通じ
てPRを行った結果、登山客を始めとし
た顧客獲得につながったことで、前年
度比で300万円程度の売り上げ増と
なっている。

町や特産品を町外の方に認知
してもらうことで、町への交
流人口増加を期待することが
できる。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 新型コロナウイルス感染症対
策と特産品等の開発及びＰＲ
を継続する。

産業振興課 R3 ・農村活性化センターの管理運営
に係る事業
・施設,設備の維持管理
・地域農産物の展示及び特産品の
宣伝活動
・都市住民との交流人口の増加

産業振興課 R4 ・農村活性化センターの管理運営
に係る事業
・施設,設備の維持管理
・地域農産物の展示及び特産品の
宣伝活動
・都市住民との交流人口の増加

産業振興課 R5 ・農村活性化センターの管理運営
に係る事業
・施設,設備の維持管理
・地域農産物の展示及び特産品の
宣伝活動
・都市住民との交流人口の増加

産業振興課 R6 ・農村活性化センターの管理運営
に係る事業
・施設,設備の維持管理
・地域農産物の展示及び特産品の
宣伝活動
・都市住民との交流人口の増加

産業振興課 R2 漁業者の所得アップ、地産地商・
雇用につながる施設として、地域
活性化・水産振興につなげる。
地元産水産物を町内外にＰＲし、
魚食普及を通して積極的に階上町
を発信していく。

地元で水揚げされた魚介類、
加工品を販売、三沢市等の漁
協を連携した交流販売の実施
したことにより年間22万人以
上が来場し地域活性化・水産
振興につながった。

地産地商の施設として機能し
ていることで漁業者等の所得
の確保及び地域活性化につな
がることが期待できる。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 継続的な新型コロナウイルス
感染拡大防止対策及び効率的
かつ安定的な運営を継続す
る。

産業振興課 R3 漁業者の所得アップ、地産地商・
雇用につながる施設として、地域
活性化・水産振興につなげる。
地元産水産物を町内外にＰＲし、
魚食普及を通して積極的に階上町
を発信していく。

産業振興課 R4 漁業者の所得アップ、地産地商・
雇用につながる施設として、地域
活性化・水産振興につなげる。
地元産水産物を町内外にＰＲし、
魚食普及を通して積極的に階上町
を発信していく。

産業振興課 R5 漁業者の所得アップ、地産地商・
雇用につながる施設として、地域
活性化・水産振興につなげる。
地元産水産物を町内外にＰＲし、
魚食普及を通して積極的に階上町
を発信していく。

産業振興課 R6 漁業者の所得アップ、地産地商・
雇用につながる施設として、地域
活性化・水産振興につなげる。
地元産水産物を町内外にＰＲし、
魚食普及を通して積極的に階上町
を発信していく。

3 指定管理
者による
農村活性
化セン
ター
（フォレ
ストピア
階上）管
理運営事
業

△三陸復興国
立公園階上岳
の窓口施設と
して県内外か
らの観光客に
対し、地元の
食材を利用し
たジェラート
等を提供し積
極的に階上町
をＰＲ、地域
の活性化につ
なげるため、
農村活性化セ
ンターの管理
運営を委託す
る。

△継続

4 指定管理
者による
はしかみ
ハマの駅
あるでぃ
～ば管理
運営事業

△漁業者の所
得アップ、地
産地商・雇用
につながる施
設として、地
域活性化・水
産振興につな
げるととも
に、地元産水
産物を町内外
にＰＲし、魚
食普及を通し
て積極的に階
上町を発信し
ていくため、
はしかみハマ
の駅あるでぃ
～ばの管理運
営を指定管理
者に行わせ
る。

△継続

1R2～R6 1 1

R2～R6 1 1 1
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

産業振興課 R2 八戸水産高等学校、はしかみブラ
ンドプロジェクトCompAssととも
に、消費拡大、流通促進、観光資
源開発、資源管理の事業に沿った
取組を展開する。

計画（消費拡大、流通促進、
観光資源開発、資源管理）に
沿って事業展開することがで
きた。

事業について、PR活動におい
ては、新型コロナの影響によ
り実施できなかったものの
あったが、その他の事業はほ
ぼ予定どおり実施することが
できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 今後も計画に沿った事業をは
しかみブランドプロジェクト
CompAssを中心に展開してい
く。ただ継続していくのでは
なく、ステップアップさせ、
事業を展開していく。

産業振興課 R3 八戸水産高等学校、はしかみブラ
ンドプロジェクトCompAssととも
に、前年度事業の成果や評価、課
題を踏まえ、消費拡大、流通促
進、観光資源開発、資源管理の事
業に沿った取組を展開する。

産業振興課 R4 八戸水産高等学校、はしかみブラ
ンドプロジェクトCompAssととも
に、前年度事業の成果や評価、課
題を踏まえ、消費拡大、流通促
進、観光資源開発、資源管理の事
業に沿った取組を展開する。

産業振興課 R5 八戸水産高等学校、はしかみブラ
ンドプロジェクトCompAssととも
に、前年度事業の成果や評価、課
題を踏まえ、消費拡大、流通促
進、観光資源開発、資源管理の事
業に沿った取組を展開する。

産業振興課 R6 八戸水産高等学校、はしかみブラ
ンドプロジェクトCompAssととも
に、前年度事業の成果や評価、課
題を踏まえ、消費拡大、流通促
進、観光資源開発、資源管理の事
業に沿った取組を展開する。

産業振興課 R2 ･毎月1回定例会
･お土産品開発
･共同イベントの　開催

お土産品開発を実施するため、会
議を開催しアイデア出しから行っ
た。成果として「そば味噌」を完
成させ、仕入値の交渉・梱包資材
等を鑑み原価及び販売価格を統一
し今後販売を行う。

計画的に実施でき、特産品
セットの中に組み込み内容の
充実が図れた施設間同志の連
携が強化できた。

Ｃ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 販売プロモーションを実施す
る。飲食店に業務用販売促進
を行う。

産業振興課 R3 ･毎月1回定例会
･共同イベントの　開催

産業振興課 R4 ･毎月1回定例会
･共同イベントの　開催

産業振興課 R5 ･毎月1回定例会
･共同イベントの　開催

産業振興課 R6 ･毎月1回定例会
･共同イベントの　開催

1 1 1

6 観光施設
魅力向上
事業

△観光4施設
による定例打
合せ会を開催
し、定期的に
観光4施設合
同のイベント
を開催する。

△継続

5 階上アブ
ラメブラ
ンド化事
業

△八戸水産高
等学校をはじ
め、はしかみ
ブランドプロ
ジェクト
CompAssとと
もに、階上町
産アブラメを
町内外にＰＲ
し、積極的な
生産と販売を
推進し、町の
魚アブラメの
ブランド化を
図る。

△継続 R2～R6

R2～R6 1 1 1
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産業振興課 R2 はしかみ臥牛山まつり及びは
しかみいちご煮祭りに対する
実行委員会への補助

コロナウイルスへの対応のた
め山開きのみ開催

コロナウィルスへの対応のた
め「臥牛山まつり」「いちご
煮祭り」は中止となった。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 内容の見直し、検討を行う。

産業振興課 R3 はしかみ臥牛山まつり及びは
しかみいちご煮祭りに対する
実行委員会への補助

産業振興課 R4 はしかみ臥牛山まつり及びは
しかみいちご煮祭りに対する
実行委員会への補助

産業振興課 R5 はしかみ臥牛山まつり及びは
しかみいちご煮祭りに対する
実行委員会への補助

産業振興課 R6 はしかみ臥牛山まつり及びは
しかみいちご煮祭りに対する
実行委員会への補助

11 17 イベント
事業

△地域資源を
生かし、はし
かみ臥牛山ま
つり・はしか
みいちご煮祭
を開催する。
△歌手等によ
るショー型イ
ベントから所
得向上のため
の地場産品販
売・ＰＲ型イ
ベントへの見
直しの検討を
行う。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

産業振興課 R2 県が行う融資制度のうち、創
業する者に県と連携して保証
料を補助。

補助金制度についてHPで周
知。

利用申込みがない状況。 Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ 県との連携事業であり、今後
も継続して実施していく。

産業振興課 R3 県が行う融資制度のうち、創
業及び経営安定化（コロナ）
を図る者に県と連携して保証
料を補助。

産業振興課 R4 県が行う融資制度のうち、創
業及び経営安定化（コロナ）
を図る者に県と連携して保証
料を補助。

産業振興課 R5 県が行う融資制度のうち、創
業及び経営安定化（コロナ）
を図る者に県と連携して保証
料を補助。

産業振興課 R6 県が行う融資制度のうち、創
業及び経営安定化（コロナ）
を図る者に県と連携して保証
料を補助。

産業振興課 R2 ワンストップ相談窓口を設置
し、創業希望者に対する伴奏
型の支援を実施。

ワンストップ相談窓口の実績
1件。

ワンストップ相談窓口の利用
実績1件あるが、今後も相談
に対応しつつ、起業しやすい
環境を整える必要あり。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ ワンストップ相談窓口を今後
も継続し、必要に応じて各種
相談窓口の紹介を行う。

産業振興課 R3 ワンストップ相談窓口を設置
し、創業希望者に対する伴奏
型の支援を実施。

産業振興課 R4 ワンストップ相談窓口を設置
し、創業希望者に対する伴奏
型の支援を実施。

産業振興課 R5 ワンストップ相談窓口を設置
し、創業希望者に対する伴奏
型の支援を実施。

産業振興課 R6 ワンストップ相談窓口を設置
し、創業希望者に対する伴奏
型の支援を実施。

2R2～R69 起業支援
事業

△商工会との
連携を図り、
起業促進を図
るため、相談
窓口を開設す
る。。

△継続

1 1

1 1

基本目標 プロジェクト

28 県・市町
村融資制
度連携補
助金

△県が行う
「青森県特別
保証融資制
度」のうち創
業に対するも
のに、県と連
携して保証料
を補助する。
△青森県選ば
れる青森への
挑戦資金特別
保証融資制度
要綱に基づく
融資を受けて
いる者に対す
る、当該融資
に係る保証料
の補給。
△創業後１年
未満であるも
の。融資額が
1,000万円以
内。

△継続 R2～R6

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

産業振興課 R2 経営の不安定な就農初期段階
の新規就農者への給付金を給
付し、新規就農者の確保及び
育成を図る。

新規就農者や経営継承をする
にあたり、技術の習得や所得
の確保等が課題となる中、給
付金を給付し、6件(7人)の就
農者への支援を行った。

予定どおり実施。給付希望者
に対して、関係機関が連携し
効果的に給付することができ
たが、新規就農者は確保でき
なかった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 今後も、就農開始間もない経営の
不安定な青年就農者への支援を行
うことにより、地域の中心的な農
業の担い手を増やし、集落・地域
が抱える人と農地の問題の解決を
加速していく。

産業振興課 R3 経営の不安定な就農初期段階
の新規就農者への給付金を給
付し、新規就農者の確保及び
育成を図る。

産業振興課 R4 経営の不安定な就農初期段階
の新規就農者への給付金を給
付し、新規就農者の確保及び
育成を図る。

産業振興課 R5 経営の不安定な就農初期段階
の新規就農者への給付金を給
付し、新規就農者の確保及び
育成を図る。

産業振興課 R6 経営の不安定な就農初期段階
の新規就農者への給付金を給
付し、新規就農者の確保及び
育成を図る。

産業振興課 R2 町民農園を開園し、野菜や花
の栽培を通じて農業に親しむ
機会を提供する。

4月に町民農園を開園。開園
後は、定期的な草刈りや必要
箇所の修繕など、維持管理を
行い、令和2年度において
は、67人の申込み、94区画の
利用があった。

農園の整備及び利用を通じ
て、町民の農業に対する理解
や関心が深まった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 以前から継続して利用してい
る方が多いため、新規利用者
を取り入れるための取組を行
う。

産業振興課 R3 町民農園を開園し、野菜や花
の栽培を通じて農業に親しむ
機会を提供する。

産業振興課 R4 町民農園を開園し、野菜や花
の栽培を通じて農業に親しむ
機会を提供する。

産業振興課 R5 町民農園を開園し、野菜や花
の栽培を通じて農業に親しむ
機会を提供する。

産業振興課 R6 町民農園を開園し、野菜や花
の栽培を通じて農業に親しむ
機会を提供する。

1

11 町民農園
事業

△町民農園を
開園し、町民
に野菜や花の
栽培を通じて
自然や農業に
親しむ機会を
提供する。

△継続

2 3

R2～R6 1 2 3

R2～R6

基本目標

10 農業次世
代人材投
資事業

△人・農地プ
ランに位置付
けられた新規
就農者に、就
農直後（5年
以内）の所得
を確保する給
付金を給付す
る。
△原則50歳未
満の新規就農
者が対象。

△継続

プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

産業振興課 R2 町営放牧場の管理・運営。
放牧場の看視等を放牧場利用
者任意組織へ委託。

町営放牧場の管理・運営。
放牧場の看視等を階上和牛研
究会へ委託した。

予定どおり実施。
飼養農家の負担の軽減。肉用
牛の成長促進につながった。
利用頭数に関しては減少し
た。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 町内外を問わず、利用を呼び
かけ、放牧頭数を増やす。

産業振興課 R3 町営放牧場の管理・運営。
放牧場の看視等を放牧場利用
者任意組織へ委託。

産業振興課 R4 町営放牧場の管理・運営。
放牧場の看視等を放牧場利用
者任意組織へ委託。

産業振興課 R5 町営放牧場の管理・運営。
放牧場の看視等を放牧場利用
者任意組織へ委託。

産業振興課 R6 町営放牧場の管理・運営。
放牧場の看視等を放牧場利用
者任意組織へ委託。

産業振興課 R2 ・森林整備及びその促進
・先進事例等を参考とし、事
業の方向性を検討
・残金を基金積立

県民局等関係機関と連携し、
次年度以降の事業素案の検討
を行った。
事業実施が無かったため、譲
与税全額を基金に積み立て
た。

県民局等関係機関と連携し、
次年度以降の事業素案の検討
を行った。
事業実施が無かったため、譲
与税全額を基金に積み立て
た。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 町全体の森林整備の方向性を
決定するため、森林の現状を
把握する。

産業振興課 R3 ・森林整備及びその促進
・町有林において試験的に事
業を実施
・残金を基金積立

産業振興課 R4 ・森林整備及びその促進
・町内の森林整備、地元産材
の利用促進事業等の実施
・残金を基金積立

産業振興課 R5 ・森林整備及びその促進
・町内の森林整備、地元産材
の利用促進事業等の実施
・残金を基金積立

産業振興課 R6 ・森林整備及びその促進
・町内の森林整備、地元産材
の利用促進事業等の実施
・残金を基金積立

R2～R6 1 2 3

1 2 312 放牧場管
理運営事
業

△町営放牧場
の管理・運
営・看視等を
放牧場利用者
任意組織へ委
託する。

△継続

13 森林環境
譲与税活
用森林整
備事業

■森林環境譲
与税を活用
し、間伐や人
材育成・担い
手の確保、木
材利用の促進
や普及啓発等
など、町内の
森林整備等を
行う。

■新規

R2～R6
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産業振興課 R2 漁業に就業したい若者と地元
の担い手・後継者を必要とす
る漁業者とのマッチングを支
援し、漁業の情報を提供す
る。

八戸圏域連携中枢都市圏事業
で連携市町と協力し合い漁業
就業支援を行っている。ホー
ムページ及びパンフレットに
よる情報発信を行った。

予定どおり実施できた。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 引き続き周知及び就業相談を
実施し、多くの漁業就業を促
進していく。

産業振興課 R3 漁業に就業したい若者と地元
の担い手・後継者を必要とす
る漁業者とのマッチングを支
援し、漁業の情報を提供す
る。

産業振興課 R4 漁業に就業したい若者と地元
の担い手・後継者を必要とす
る漁業者とのマッチングを支
援し、漁業の情報を提供す
る。

産業振興課 R5 漁業に就業したい若者と地元
の担い手・後継者を必要とす
る漁業者とのマッチングを支
援し、漁業の情報を提供す
る。

産業振興課 R6 漁業に就業したい若者と地元
の担い手・後継者を必要とす
る漁業者とのマッチングを支
援し、漁業の情報を提供す
る。

14 漁業担い
手マッチ
ング事業

△漁業に就業
したい若者と
地元の担い
手・後継者を
必要とする漁
業者とのマッ
チングを支援
する。
△漁業に関す
る情報提供を
行う。

△継続 R2～R6 31 2
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産業振興課 R2 地域住民のボランティアによ
り、海岸部の漂着物を回収。
町内の建設業者に委託し、処
分を実施。

地域住民のボランティアによ
り、海岸部の漂着物を回収。
町内の建設業者に委託し、処
分を実施した。また、放置さ
れていた被災船舶の撤去を
行った。

コロナウイルス感染症対策の一環
として一斉清掃日が延期となった
が、日にちの変更以外は例年どお
りの実施となった。また、放置さ
れていた被災船舶の撤去を行い、
環境保全及び環境美化に貢献し
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 地域住民と連携を図りながら
環境保全・景観維持を継続す
る。

産業振興課 R3 地域住民のボランティアによ
り、海岸部の漂着物を回収。
町内の建設業者に委託し、処
分を実施。

産業振興課 R4 地域住民のボランティアによ
り、海岸部の漂着物を回収。
町内の建設業者に委託し、処
分を実施。

産業振興課 R5 地域住民のボランティアによ
り、海岸部の漂着物を回収。
町内の建設業者に委託し、処
分を実施。

産業振興課 R6 地域住民のボランティアによ
り、海岸部の漂着物を回収。
町内の建設業者に委託し、処
分を実施。

産業振興課 R2 町観光協会が実施する事業へ
の補助金

新聞広告4回の実施と、観光
関係団体の後援、写真コンテ
スト等によるＰＲを実施し
た。

広告の実施などにより町・三
陸復興国立公園のＰＲを行
え、町の認識度を高めた。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 今後新組織を設立し、「動け
る観光協会」の組織体制を目
指し、町の産業及び観光関係
団体と連携し、各種観光事業
の開催や参加、ＰＲ活動を実
施していく。

産業振興課 R3 町観光協会が実施する事業へ
の補助金
（新組織設立）

産業振興課 R4 町観光協会が実施する事業へ
の補助金

産業振興課 R5 町観光協会が実施する事業へ
の補助金

産業振興課 R6 町観光協会が実施する事業へ
の補助金

15 海岸漂着
物対策推
進事業

△海岸漂着物
を地域ぐるみ
で回収・処理
する活動を支
援し、地域間
の連携強化と
海岸部の環境
保全・景観維
持を図る。

16 観光協会
補助金

◎町観光協会
が実施する事
業へ補助金を
交付する。
◎動ける観光
協会として団
体の見直しを
行い、階上町
を全国に発信
する。

◎拡充 R2～R6

△継続 R2～R6

プロジェクト

3 4

42 3

事業期間 基本目標年度

2

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分
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産業振興課 R2 ・階上岳・海岸一斉清掃実
施、業者委託による草刈作業
・おもてなし連絡会の充実

一斉清掃は町民ボランティア
で500人参加。業者委託分は
定期的に草刈作業を実施

官民一体となった活動作業で
あり、トレイル利用者に対し
てのおもてなしを考えるきっ
かけを作ることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 現内容を当面継続する。

産業振興課 R3 ・階上岳・海岸一斉清掃実
施、業者委託による草刈作業
・おもてなし連絡会の充実

産業振興課 R4 ・階上岳・海岸一斉清掃実
施、業者委託による草刈作業
・おもてなし連絡会の充実

産業振興課 R5 ・階上岳・海岸一斉清掃実
施、業者委託による草刈作業
・おもてなし連絡会の充実

産業振興課 R6 ・階上岳・海岸一斉清掃実
施、業者委託による草刈作業
・おもてなし連絡会の充実

産業振興課 R2 新たなガイドの育成 例年開催している階上売り込
み隊主催のガイド養成講座
は、新型コロナウイルスの影
響により開催できなかった。

新型コロナウイルスの影響に
より、ガイド養成講座の開催
はできなかった。

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ ステップアップした養成講座
を開講し、ガイドの担い手を
確保する。

産業振興課 R3 新たなガイドの育成

産業振興課 R4 新たなガイドの育成

産業振興課 R5 新たなガイドの育成

産業振興課 R6 新たなガイドの育成

R2～R6 2 3 417 三陸復興
国立公園
管理事業

△三陸復興国
立公園の維持
管理を行う。

△継続

18 ガイド団
体育成事
業

△まちあるき
ガイド等団体
及び人材の育
成を図る。

△継続 R2～R6 2 3 4
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産業振興課 R2 ・農家民泊の受入と新規受入
農家の発掘
・独自事業の実施

新型コロナウイルスの影響に
より、修学旅行生の受入中止

新型コロナウイルスの影響に
より、修学旅行生の受入中止

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ 修学旅行生の受入に対応でき
るよう、新規受入農家の発掘
をする。

産業振興課 R3 ・農家民泊の受入と新規受入
農家の発掘
・独自事業の実施

産業振興課 R4 ・農家民泊の受入と新規受入
農家の発掘
・独自事業の実施

産業振興課 R5 ・農家民泊の受入と新規受入
農家の発掘
・独自事業の実施

産業振興課 R6 ・農家民泊の受入と新規受入
農家の発掘
・独自事業の実施

産業振興課 R2 トイレ維持管理事業 衛生を保ったトイレを利用者
へ提供した。

大開平休憩所トイレ及びしる
し平トイレ冬期管理は登山者
に協力してもらうことができ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 管理に関し、現状を維持す
る。
必要に応じて多言語化の整備
していく。

産業振興課 R3 ･トイレ維持管理事業
･大蛇さわやかトイレ既存施
設解体、新築工事

産業振興課 R4 トイレ維持管理事業

産業振興課 R5 トイレ維持管理事業

産業振興課 R6 トイレ維持管理事業

2 3 4

20 みちのく
潮風トレ
イル沿線
施設等整
備事業

△みちのく潮
風トレイル沿
線施設等の環
境整備を行
う。
△三陸復興国
立公園内の大
蛇さわやかト
イレを整備す
る。

△継続

19 グリーン
ツーリズ
ム

△グリーン
ツーリズム型
の民泊とし
て、修学旅行
生等の受入れ
を行い、農村
生活や農業体
験を通じ地域
の人々と交流
したり、田園
景観など、風
景を楽しむ余
暇活動を展開
する。

△継続 R2～R6

4R2～R6 2 3
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総合政策課 R2 着ぐるみの貸し出し及びメン
テナンスを実施し、町のＰＲ
に活用する。

着ぐるみ貸出件数は6件、修
繕等はなし。ゆるキャラグラ
ンプリにて県内1位の順位を
獲得した。

予定どおり実施。ゆるキャラ
グランプリにて県内1位とな
り全国に周知を行うことがで
きた。

Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ ゆるキャラグランプリが終了
することに伴い、新たなＰＲ
方法を検討する。

総合政策課 R3 着ぐるみの貸し出し及びメン
テナンスを実施し、町のＰＲ
に活用する。

総合政策課 R4 着ぐるみの貸し出し及びメン
テナンスを実施し、町のＰＲ
に活用する。

総合政策課 R5 着ぐるみの貸し出し及びメン
テナンスを実施し、町のＰＲ
に活用する。

総合政策課 R6 着ぐるみの貸し出し及びメン
テナンスを実施し、町のＰＲ
に活用する。

総合政策課 R2 自転車活用推進に係る情報収
集と関係課との情報共有。

自転車を活用したまちづくり
を推進する全国市区町村長の
会を通じ情報収集をした。

教育課において、11月に自転
車走行イベント「GO!GO!サイ
クリング」を開催した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ コロナ禍ではあるが、自転車
の活用について取り組む。

総合政策課 R3 自転車活用推進に係る情報収
集と関係課との情報共有。

総合政策課 R4 自転車活用推進に係る情報収
集と関係課との情報共有。

総合政策課 R5 自転車活用推進に係る情報収
集と関係課との情報共有。

総合政策課 R6 自転車活用推進に係る情報収
集と関係課との情報共有。

R2～R6 2 4 522 自転車を
活用した
まちづく
りの推進

■自転車を活
用したまちづ
くりに関する
取組を推進す
る。

■新規

4 521 町シンボ
ルキャラ
クター活
用事業

△町ＰＲのた
め、本町のシ
ンボルキャラ
クターのはし
かみキッズを
活用し、各種
イベント等に
よる町ＰＲ活
動を推進す
る。

△継続 R2～R6 2

事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分
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総合政策課 R2 連携している大学等(3校)
と、連携を継続・強化し、加
えて新たな連携大学等を検討
する。

各種会議の委員参画、講義講
師の招聘、農水産物のブラン
ド化推進事業への連携によ
り、地域づくりが推進され
た。

コロナの影響で、イベントが
中止となり予定どおりになら
なった事業が発生した。次年
度の新たな連携先との協議を
行った。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 現在の協定大学等と引き続き
連携を深めるとともに、新規
連携先との協定を実現する。

総合政策課 R3 連携している大学等(3校)
と、連携を継続・強化し、新
たな連携大学等(1校)と協定
を締結する。

総合政策課 R4 連携している大学等(4校)
と、連携を継続・強化する。

総合政策課 R5 連携している大学等(4校)
と、連携を継続・強化する。

総合政策課 R6 連携している大学等(4校)
と、連携を継続・強化する。

総合政策課 R2 国や県が開催する制度説明や
研修会に参加し、職員の制度
知識の習得と図り、制度設計
を行う。

職員の研修会等への参加によ
る知識の習得と他自治体の取
組内容を訪問聴取し、実施に
おける識見を深めた。

予定どおり研修会に参加し、
また他自治体に訪問したこと
で、職員の知識向上につなが
り、制度設計につながる。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ インターンシップの実施によ
り地域の気運醸成を図り、国
や他自治体の情報を組み込ん
で、町の制度設計を行う。

総合政策課 R3 制度設計を行うとともに、イ
ンターンシップ事業での地域
課題解決手法に組み込めるか
検討する。

総合政策課 R4 制度設計を行うとともに、イ
ンターンシップ事業での地域
課題解決手法に組み込めるか
検討する。

総合政策課 R5 制度設計を行うとともに、次
年度隊員配置に向け、おため
し地域おこし協力隊を実施す
る。

総合政策課 R6 地域おこし協力隊（１名）を
配置する。次年度隊員配置に
向け、おためし地域おこし協
力隊を実施する。

24 地域おこ
し協力隊
活動事業

◎地域外の人
材を積極的に
受け入れ、地
域活動協力に
従事してもら
い、移住・定
着を図るた
め、地域おこ
し協力隊制度
の活用を推進
する。

◎拡充 R2～R6 4 5

2

2

4 523 域学連携
事業

◎大学等との
連携により、
それぞれが保
有する情報や
ノウハウ等を
活用し、地域
の課題解決や
地域づくりに
取り組む活動
を推進する。

◎拡充 R2～R6
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総合政策課 R2 北海道奥尻町との交流推進の
機運を高めるため、同町を訪
問する。

町文化祭に奥尻町交流コー
ナーを設置を予定していた
が、急遽中止となった。

新型コロナウイルス感染症予
防のため訪問は見送った。今
後は新たな交流について検討
していく。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 庁内での交流のあり方を再検
討し、情報交換を進めなが
ら、交流と連携を深めてい
く。

総合政策課 R3 北海道奥尻町との交流推進の
機運を高めるため、同町を訪
問する。

総合政策課 R4 北海道奥尻町との交流推進の
機運を高めるため、同町を訪
問する。

総合政策課 R5 北海道奥尻町との交流推進の
機運を高めるため、同町を訪
問する。

総合政策課 R6 北海道奥尻町との交流推進の
機運を高めるため、同町を訪
問する。

総合政策課 R2 今後の制度設計を行い、受入
先との調整を行う。

制度設計を行い、受入先とな
る地域等との調整を行い、令
和3年度の募集要項を作成し
た。

地域等への説明等により、受
入れする側の気運の醸成とな
り、町の人口減少対策への取
組への町民の参画につながっ
た。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 次年度は実際に募集し学生を
受入れする年度であり、地域
等の更なる気運の醸成を図
る。

総合政策課 R3 制度を実施し、インターン
シップの学生を2名受入れ、
地域課題解決の提案を受け
る。

総合政策課 R4 制度を実施し、インターン
シップの学生を2名受入れ、
地域課題解決の提案を受け
る。

総合政策課 R5 制度を実施し、インターン
シップの学生を2名受入れ、
地域課題解決の提案を受け
る。今後の方向性を検討す
る。

総合政策課 R6 前年度の方向性を受けた取組
を実施する。

R2～R6 2 4 526 地域づく
りイン
ターン
シップ事
業

■大学生等を
対象に、地域
住民との共同
活動を通じ
て、学生なら
ではの視点を
生かして、滞
在する地域の
活性化のため
に、地域課題
解決に向けた
提案等を行う
地域づくりイ
ンターンシッ
プの事業を推
進する。

■新規

25 北海道奥
尻町交流
事業

△階上町とゆ
かりの深い北
海道奥尻町
と、防災・産
業・教育・文
化等の連携を
目指し、交流
を推進する。

△継続 R2～R6 52 4
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

総合政策課 R2 ポータルサイトを活用した寄
附の受付と寄附者への返礼品
の贈呈を実施する。

ポータルサイト及び返礼品を
追加したことで、寄附件数・
金額が大幅に伸び、返礼品の
贈呈を通じて町のＰＲが図ら
れた。

予定どおり実施。町の知名度
向上や寄附金収入の確保が図
られた。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ ポータルサイトの活用方法や
返礼品の発掘を検討するな
ど、引き続き実施する。

総合政策課 R3 ポータルサイトを活用した寄
附の受付と寄附者への返礼品
の贈呈を実施する。

総合政策課 R4 ポータルサイトを活用した寄
附の受付と寄附者への返礼品
の贈呈を実施する。

総合政策課 R5 ポータルサイトを活用した寄
附の受付と寄附者への返礼品
の贈呈を実施する。

総合政策課 R6 ポータルサイトを活用した寄
附の受付と寄附者への返礼品
の贈呈を実施する。

産業振興課 R2 巨木めぐり、まちあるきツ
アー、新規ツアーの開催、未
開拓ルートの掘り起こし。

首都圏の飲食店の協力を得て
Ｗｅｂで食材をＰＲした。階
上早生そばを使用した新商品
を開発した。

飲食店に直接訪問してのＰＲ
はできなかったが、Ｗｅｂを
活用し食材の良さをPRでき
た。階上早生を使用した新た
な特産品（そば味噌）を開発
できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ ＰＲ事業を継続して実施しな
がら、未開拓ルート等の掘り
起こしを行う。

産業振興課 R3 巨木めぐり、まちあるきツ
アー、新規ツアーの開催、未
開拓ルートの掘り起こし。

産業振興課 R4 巨木めぐり、まちあるきツ
アー、新規ツアーの開催、未
開拓ルートの掘り起こし。

産業振興課 R5 巨木めぐり、まちあるきツ
アー、新規ツアーの開催、未
開拓ルートの掘り起こし。

産業振興課 R6 巨木めぐり、まちあるきツ
アー、新規ツアーの開催、未
開拓ルートの掘り起こし。

R2～R6 2 4 527 ふるさと
納税推進
事業

△将来にわた
り本町に愛着
を持ち、応援
していただけ
る人を増やす
ため、ふるさ
と納税に対す
る取組を推進
する。

△継続

28 観光ＰＲ
事業

△観光資源の
掘り起こしと
そのＰＲを展
開する。
△三陸復興国
立公園、みち
のく潮風トレ
イル、三陸ジ
オパークのPR
を行う。イン
バウンドへの
対応を行う。
VISITはちの
へ等町内外団
体との連携を
図る。

△継続 R2～R6 2 4 5
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

産業振興課 R2 ･既存まちあるきコースのＰ
Ｒ
･蕎麦提供店発着ウォーキン
グコース（3コース）を新た
に設定及びＰＲ
・観光協会と連携

フォレストピア階上、わっせ
交流センター、観音茶屋東門
を発着点としたコースを策定
し、3コースのガイドマップ
を作成した。

コロナ禍でまちあるきは計1
回実施し、2人参加であっ
た。

Ａ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ そば提供店発着3コースの情
報発信を行い集客及び蕎麦普
及につなげる。

産業振興課 R3 ･既存まちあるきコースのＰ
Ｒ
･蕎麦提供店発着ウォーキン
グコースの磨き上げ及びＰＲ
・観光協会と連携

産業振興課 R4 ･既存まちあるきコースのＰ
Ｒ
･蕎麦提供店発着ウォーキン
グコースの磨き上げ及びＰＲ
・観光協会と連携

産業振興課 R5 ･既存まちあるきコースのＰ
Ｒ
･蕎麦提供店発着ウォーキン
グコースの磨き上げ及びＰＲ
・観光協会と連携

産業振興課 R6 ･既存まちあるきコースのＰ
Ｒ
･蕎麦提供店発着ウォーキン
グコースの磨き上げ及びＰＲ
・観光協会と連携

産業振興課 R2 ・町内特産品のＰＲ販売
・地場産品の掘り出し
・関係団体との連携

そば酒房福島を経営する「ふるさ
と往来クラブ」と広告料を支払い
月1回「階上の日」を設定し階上早
生そばといちご煮をランチメ
ニューとした。月刊「コロンブ
ス」への階上町に関する記事を毎
月掲載し、階上町の露出を行っ
た。

ＰＲ効果の高い方法で階上町
を露出できた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 実施事業者と記事及び話題と
なる事項を共有していく。

産業振興課 R3 ・町内特産品のＰＲ販売
・地場産品の掘り出し
・関係団体との連携

産業振興課 R4 ・町内特産品のＰＲ販売
・地場産品の掘り出し
・関係団体との連携

産業振興課 R5 ・町内特産品のＰＲ販売
・地場産品の掘り出し
・関係団体との連携

産業振興課 R6 ・町内特産品のＰＲ販売
・地場産品の掘り出し
・関係団体との連携

2 4 5

30 販路拡大
事業

■VISITはち
のへ、八戸都
市圏交流プラ
ザ、県との連
携を図り、町
の物産、食材
（農水産物）
の販路を築
く。

■新規

29 観光資源
再発見
「まちあ
るき」等
着地型観
光の企
画・実施

△現在のまち
あるきコース
に加え、新た
なコースを設
定するなど、
町の良さや資
源を再発見す
ることを目的
に散策する
「まちある
き」等着地型
観光を企画・
実施する。

△継続 R2～R6

R2～R6 2 4 5
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

教育課 R2 各年代に合わせた各種講座を
開催し、学びの場を提供。社
会教育関係団体への補助と活
動支援

運営委員会など町民が運営に
携わる形態を構築。アンケー
トなどで町民の多様なニーズ
を反映させた内容とした。

コロナ禍における新しい生活
様式を取り入れながら、町民
への幅広い学習機会を提供で
きた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 周知方法を見直すなど、新た
な参加者の掘り起しや町内講
師の発掘を行う。学んだ成果
を生かせる場の提供や自主活
動グループを支援する。

教育課 R3 各年代に合わせた各種講座を
開催し、学びの場を提供。社
会教育関係団体への補助と活
動支援

教育課 R4 各年代に合わせた各種講座を
開催し、学びの場を提供。社
会教育関係団体への補助と活
動支援

教育課 R5 各年代に合わせた各種講座を
開催し、学びの場を提供。社
会教育関係団体への補助と活
動支援

教育課 R6 各年代に合わせた各種講座を
開催し、学びの場を提供。社
会教育関係団体への補助と活
動支援

教育課 R2 文化作品の発表やステージの
発表、農林水産品等の展示を
行い地場産業の振興と文化活
動の推進を図る。

各分野の委員からなる実行委
員会を組織し、地場産業の振
興と各種発表を通じての文化
活動推進を図った。

新型コロナウイルスの影響に
より中止となったが、準備に
は多くの協力を得た。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 発表機会や内容を見直し、文
化活動の推進を図ると共に町
民相互の交流の場の提供と地
場産業のＰＲを拡充する。

教育課 R3 文化作品の発表やステージの
発表、農林水産品等の展示を
行い地場産業の振興と文化活
動の推進を図る。

教育課 R4 文化作品の発表やステージの
発表、農林水産品等の展示を
行い地場産業の振興と文化活
動の推進を図る。

教育課 R5 文化作品の発表やステージの
発表、農林水産品等の展示を
行い地場産業の振興と文化活
動の推進を図る。

教育課 R6 文化作品の発表やステージの
発表、農林水産品等の展示を
行い地場産業の振興と文化活
動の推進を図る。

2 4 5

32 町民文化
祭事業

△総合文化展
の開催によ
り、町民の文
化活動の促進
を図る。

△継続

31 社会教育
活動事業

△はしかみ
キャンパス、
生きがい中央
大学、わんぱ
く王国などを
開催し、住民
に学びの場を
提供する。
△婦人会やＰ
ＴＡ、文化協
会等の社会教
育関係団体の
活動を支援す
る。

△継続 R2～R6

R2～R6 2 4 5
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

教育課 R2 史料編さんを終えた議会史料
の印刷・製本を行う。

印刷業者、有識者との打合
せ・校正を行い、印刷・製本
作業を行った。

印刷・製本作業が完了し、刊
行することができた。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 刊行した町史を広く広報し、
関心を高めることで、町の歴
史文化の向上に寄与する。

教育課 R3

教育課 R4

教育課 R5

教育課 R6

教育課 R2 町民による運営委員会を組織
し、年間に渡って分野ごとの
公開・専門コースを企画・開
催する。

運営委員会など町民が運営に
携わる形態を構築。アンケー
トなどで町民の多様なニーズ
を反映させた内容とした。

新型コロナウイルスにより、
回数・規模を縮小し、新しい
開催様式で安心して参加でき
る学習機会を提供できた。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 新たな参加者の掘り起しや町
内講師の発掘を行う。また、
新しい開催様式を確立する。
学んだ成果を生かせる場の提
供や自主活動グループを支援
する。

教育課 R3 町民による運営委員会を組織
し、年間に渡って分野ごとの
公開・専門コースを企画・開
催する。

教育課 R4 町民による運営委員会を組織
し、年間に渡って分野ごとの
公開・専門コースを企画・開
催する。

教育課 R5 町民による運営委員会を組織
し、年間に渡って分野ごとの
公開・専門コースを企画・開
催する。

教育課 R6 町民による運営委員会を組織
し、年間に渡って分野ごとの
公開・専門コースを企画・開
催する。

2 4 5

34 学びの王
国！はし
かみキャ
ンパス事
業

△成人を対象
に、講義・実
技を通して、
継続的・体系
的に学習する
中で知識・教
養を高め、住
民の学習機会
の拡充を図
る。

△継続

33 町史編さ
ん事業

△明治からの
近代史につい
て、階上町役
場に現存する
資料を整理
し、史料編と
して編さんす
る。

△継続 R2～R2

R2～R6 2 4 5
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

教育課 R2 運営委員会を組織し、年に10
回程度、趣味や教養を高める
学習計画を立て実施する。

運営委員会を組織し、9月～1
月にかけて年8回、趣味や教
養を高める講座を実施した。

町民への幅広い学習機会を提
供できた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 受講生同士の勧誘により新た
な参加者の確保につなげる。
町内講師の発掘。学んだ成果
を生かせる場の提供を検討す
る。

教育課 R3 運営委員会を組織し、年に10
回程度、趣味や教養を高める
学習計画を立て実施する。

教育課 R4 運営委員会を組織し、年に10
回程度、趣味や教養を高める
学習計画を立て実施する。

教育課 R5 運営委員会を組織し、年に10
回程度、趣味や教養を高める
学習計画を立て実施する。

教育課 R6 運営委員会を組織し、年に10
回程度、趣味や教養を高める
学習計画を立て実施する。

52 435 生きがい
中央大学
事業

△60歳以上を
対象に、心豊
かで生きがい
と活力ある生
活を送るた
め、高齢者の
学習への参加
を促進し、趣
味・教養を高
め、仲間づく
りを進め
る。。

△継続 R2～R6

8/91 施5



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

総務課 R2 いちご煮祭りin東京への参
加。
会による首都圏における町特
産品等ＰＲ活動を促進する。

いちご煮祭りin東京及び定期総会は新
型コロナウイルスの影響により中止と
なったが、会のホームページによる情
報発信の充実、都内飲食店と協力した
プロモーション、月刊誌コロンブスの
掲載記事の企画等、ネットやメディア
を活用した活動を充実させた。

ウィズコロナの時代に合わせ
工夫しながら、会による特産
品のＰＲや町の情報発信を
行った。

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 事務局との連携を更に密に
し、産業振興課や総合政策課
等の関係課とも連携しながら
町のＰＲ効果向上を図る。

総務課 R3 いちご煮祭りin東京への参
加。
会による首都圏における町特
産品等ＰＲ活動を促進する。

総務課 R4 いちご煮祭りin東京への参
加。
会による首都圏における町特
産品等ＰＲ活動を促進する。

総務課 R5 いちご煮祭りin東京への参
加。
会による首都圏における町特
産品等ＰＲ活動を促進する。

総務課 R6 いちご煮祭りin東京への参
加。
会による首都圏における町特
産品等ＰＲ活動を促進する。

総合政策課 R2 販売促進策及び土地利活用の
検討

広報・町ホームページによる
ＰＲ。問い合わせへの対応

３区画売却済み。２件申込中 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 申込のない区画が３区画と
なっているため、引き続きＰ
Ｒに努める。

総合政策課 R3 販売促進策及び土地利活用の
検討

総合政策課 R4 販売促進策及び土地利活用の
検討

総合政策課 R5 販売促進策及び土地利活用の
検討

総合政策課 R6 販売促進策及び土地利活用の
検討

6

2 5 6

2 5

基本目標

36 ふるさと
はしかみ
会補助事
業

△ふるさとは
しかみ会の運
営に係る経費
の一部を補助
する。
△会員募集や
町の情報発信
を実施する。

△継続

37 駅前中央
団地分譲
事業

△駅前中央団
地移住定住促
進助成等によ
り、駅前中央
団地の円滑な
宅地分譲と移
住定住促進を
推進する。

△継続 R2～R6

区分 事業期間

R2～R6

年度 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課
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総合政策課 R2 制度を実施し、連携中枢マッ
チングサイトを通じて町へ移
住する者へ補助金を交付す
る。

町ホームページや八戸都市圏
移住ポータルサイトによる周
知や移住セミナーへの参加、
個別の相談対応を行った。

コロナウイルス感染症の影響
でイベントでの広報や個別相
談はできなかったが、電話や
来庁による問合せは増加し
た。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

総合政策課 R3 制度を実施し、連携中枢マッ
チングサイトを通じて町へ移
住する者へ補助金を交付す
る。

総合政策課 R4 制度を実施し、連携中枢マッ
チングサイトを通じて町へ移
住する者へ補助金を交付す
る。

総合政策課 R5 制度を実施し、連携中枢マッ
チングサイトを通じて町へ移
住する者へ補助金を交付す
る。

総合政策課 R6 制度を実施し、連携中枢マッ
チングサイトを通じて町へ移
住する者へ補助金を交付す
る。

総合政策課 R2 制度を実施し、県マッチング
サイトを通じて町へ移住した
者へ補助金を交付する。

県や町ホームページ等による
周知、個別の相談対応を行っ
た。

コロナウイルス感染症の影響
でイベントでの広報や個別相
談はできなかったが、電話や
来庁による問合せは増加し
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

総合政策課 R3 制度を実施し、県マッチング
サイトを通じて町へ移住した
者へ補助金を交付する。

総合政策課 R4 制度を実施し、県マッチング
サイトを通じて町へ移住した
者へ補助金を交付する。

総合政策課 R5 制度を実施し、県マッチング
サイトを通じて町へ移住した
者へ補助金を交付する。

総合政策課 R6 制度を実施し、県マッチング
サイトを通じて町へ移住した
者へ補助金を交付する。

638 いきいき
あったか
階上移住
計画支援
事業

△ＵＩＪター
ン就職の促進
及び各産業分
野における人
材不足の解消
を図るため、
ＵＩＪターン
就職希望者及
び採用する事
業所に対する
財政支援を行
う。

△継続 R2～R6 2 5

39 移住支援
事業

△移住・定住
の促進及び中
小企業等にお
ける人手不足
の解消に資す
るため、東京
圏から移住し
て就業した場
合に補助金を
交付する。

△継続 R2～R6 2 5 6
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建設課 R2 新築40件を予定し、補助金を
交付する。

広報、ホームページに掲載、
リーフレットを作成しＰＲし
た。

予定どおり実施し、26件（う
ち町内業者施工6件、移住者
12件、若年夫婦12件、子育て
世帯16件）活用した。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 町内外の住民及び業者に対し
て、広報やホームページ、チ
ラシの配布等により周知を図
る。

建設課 R3 新築40件を予定し、補助金を
交付する。制度見直しを検討
する。

建設課 R4 新築40件を予定し、補助金を
交付する。制度見直しを検討
する。

建設課 R5 新築40件を予定し、対象年齢
等を見直し、補助金を交付す
る。

建設課 R6 新築40件を予定し、対象年齢
等を見直し、補助金を交付す
る。

教育課 R2 町に居住している奨学生に、
補助金を交付する。

奨学金償還者中、申請があっ
た58件に対し補助金を交付し
た。

補助金の交付により、若者の
定住促進が図られた。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 年々奨学金貸与申請者が減少
していることから、制度の見
直しを検討する。

教育課 R3 町に居住している奨学生に、
補助金を交付する。

教育課 R4 町に居住している奨学生に、
補助金を交付する。

教育課 R5 町に居住している奨学生に、
補助金を交付する。

教育課 R6 町に居住している奨学生に、
補助金を交付する。

2 5 6

41 奨学生ふ
るさと定
住促進補
助金交付
事業

■若者の定住
促進を図るた
め、奨学金の
前年度返還金
に対して補助
金を交付す
る。

■新規

40 はしかみ
移住定住
新築応援
プロジェ
クト事業

△個人住宅を
新築・購入す
る方に対象工
事費の2％
（上限額30万
円）を補助す
る。
△町内業者施
工、移住者、
若年夫婦、子
育て世帯に対
する補助金を
加算する。

△継続 R2～R6

6R2～R6 2 5
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計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

健康福祉課 R2 14回分の健康診査及び4回分
の超音波検査、子宮頸がん健
診、HTLV－1抗体検査、正規
クラミジア検査を公費で受け
られる受診券を配布。

母子健康手帳交付時に受診券
を交付している。交付時や妊
娠期の面談等にて適切な時期
での受診を指導した。

受診券を交付された妊婦全て
が、受診券を利用し妊婦健診
を受診している。安全で安心
な出産を迎えるために、事業
の継続は必要である。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 乳児死亡ゼロを継続。低出生
体重児減少のため、食生活、
禁煙、受動喫煙防止に関する
支援を充実させる。

すこやか
健康課

R3 14回分の健康診査及び4回分
の超音波検査、子宮頸がん健
診、HTLV－1抗体検査、正規
クラミジア検査を公費で受け
られる受診券を配布。

すこやか
健康課

R4 14回分の健康診査及び4回分
の超音波検査、子宮頸がん健
診、HTLV－1抗体検査、正規
クラミジア検査を公費で受け
られる受診券を配布。

すこやか
健康課

R5 14回分の健康診査及び4回分
の超音波検査、子宮頸がん健
診、HTLV－1抗体検査、正規
クラミジア検査を公費で受け
られる受診券を配布。

すこやか
健康課

R6 14回分の健康診査及び4回分
の超音波検査、子宮頸がん健
診、HTLV－1抗体検査、正規
クラミジア検査を公費で受け
られる受診券を配布。

健康福祉課 R2 国保被保険者が出産したと
き、出産育児一時金最大42万
円を医療機関への直接支払い
により支給する。

13名に対し5,187千円を支給
した。

出産に係る経済的負担を軽減
することができるため、安心
して出産できる。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 今後も本制度について周知し
ていく。

すこやか
健康課

R3 国保被保険者が出産したと
き、出産育児一時金最大42万
円を医療機関への直接支払い
により支給する。

すこやか
健康課

R4 国保被保険者が出産したと
き、出産育児一時金最大42万
円を医療機関への直接支払い
により支給する。

すこやか
健康課

R5 国保被保険者が出産したと
き、出産育児一時金最大42万
円を医療機関への直接支払い
により支給する。

すこやか
健康課

R6 国保被保険者が出産したと
き、出産育児一時金最大42万
円を医療機関への直接支払い
により支給する。

△継続 R2～R6

3 6

42 妊婦健康
診査事業

△医療機関で
行う妊婦健診
の費用を助成
する。

3

年度

6 7

743 出産育児
一時金支
払事業

△国民健康保
険加入者が出
産したとき、
出産育児一時
金として、最
大42万円を原
則、医療機関
への直接支払
いにより支給
する。

△継続 R2～R6

プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 基本目標
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健康福祉課 R2 ハートフルプラザ・はしかみ
において、集団健診を実施す
る。

新型コロナの影響で6月より
14回実施。受診率：乳児
84.8%、1.6歳98.8％、3歳
100％）
事後指導の専門性の向上。

概ね受診率は維持できた。臨
床心理士、言語聴覚士等、専
門職と連携し実施した。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 効果的な事後指導を実施す
る。
受診者数の減少による実施方
法の検討をする。
感染対策を徹底する。

すこやか
健康課

R3 ハートフルプラザ・はしかみ
において、集団健診を実施す
る。

すこやか
健康課

R4 ハートフルプラザ・はしかみ
において、集団健診を実施す
る。

すこやか
健康課

R5 ハートフルプラザ・はしかみ
において、集団健診を実施す
る。

すこやか
健康課

R6 ハートフルプラザ・はしかみ
において、集団健診を実施す
る。

健康福祉課 R2 乳幼児及び児童の保護者への
医療費助成

保護者の所得制限拡大により
対象者が増えた。
自動更新により手続の負担軽
減を図った。（対象者は415
人）

予定どおり実施。
保護者の経済的負担の軽減、
受給資格証更新手続の自動更
新による手続の負担軽減が図
られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 引き続き継続する。

すこやか
健康課

R3 乳幼児及び児童の保護者への
医療費助成

すこやか
健康課

R4 乳幼児及び児童の保護者への
医療費助成

すこやか
健康課

R5 乳幼児及び児童の保護者への
医療費助成

すこやか
健康課

R6 乳幼児及び児童の保護者への
医療費助成

44 乳幼児健
康診査事
業

△乳児、1歳6
か月児、3歳
児の健康診査
を実施する。

△継続

3 6 7

R2～R6 3 6 7

45 乳幼児医
療費助成
事業

△0歳から6歳
児の乳幼児
が、医療機関
で受診した場
合、保険診療
の自己負担分
を公費で負担
する。
△医療費につ
いては、県内
の医療機関に
おいて現物給
付で助成す
る。

△継続 R2～R6
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健康福祉課 R2 小学生・中学生の保護者への
医療費助成

保護者の所得制限拡大により
対象者が増えた。
自動更新により手続の負担軽
減を図った。（対象者は677
人）

予定どおり実施。
保護者の経済的負担の軽減、
受給資格証更新手続の自動更
新による手続の負担軽減が図
られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

すこやか
健康課

R3 小学生・中学生の保護者への
医療費助成

すこやか
健康課

R4 小学生・中学生の保護者への
医療費助成

すこやか
健康課

R5 小学生・中学生の保護者への
医療費助成

すこやか
健康課

R6 小学生・中学生の保護者への
医療費助成

健康福祉課 R2 要保護児童対策地域協議会の
機能を強化し、児童虐待の発
生予防、早期発見・支援介入
を行う。

保護者からの子育てに関する
相談を受け、個々の子どもの
特性に合わせた個別支援等を
実施することで、子育てのし
やすさにつながっている。

丁寧な個別支援を行ったこと
で、保護者の子育てについて
の不安の解消につながり、早
期からの虐待予防につながる
ことができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 着実に事業を継続する。

すこやか
健康課

R3 要保護児童対策地域協議会の
機能を強化し、児童虐待の発
生予防、早期発見・支援介入
を行う。

すこやか
健康課

R4 要保護児童対策地域協議会の
機能を強化し、児童虐待の発
生予防、早期発見・支援介入
を行う。

すこやか
健康課

R5 要保護児童対策地域協議会の
機能を強化し、児童虐待の発
生予防、早期発見・支援介入
を行う。令和5年度で事業評
価を行うこととなっている。

すこやか
健康課

R6 前年度評価を受け、取組を継
続する。

46 子ども医
療費助成
事業

△中学生以下
の子どもが、
医療機関で受
診した場合、
保険診療の自
己負担分を公
費で負担す
る。
△医療費につ
いては、県内
の医療機関に
おいて現物給
付で助成す
る。

△継続

3 6 7

R2～R6 3 6 7

47 子どもを
守る地域
ネット
ワーク機
能強化事
業

■要保護児童
対策地域協議
会の機能を強
化し、児童虐
待の発生予
防、早期発
見・支援介入
につなげる。

■新規 R2～R6
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健康福祉課 R2 児童手当の支給 6月、10月、2月に支給
受給者899名（対象児童1,456
名）

予定どおり実施。児童を養育
している家庭の経済的助成。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 引き続き継続する。

すこやか
健康課

R3 児童手当の支給

すこやか
健康課

R4 児童手当の支給

すこやか
健康課

R5 児童手当の支給

すこやか
健康課

R6 児童手当の支給

健康福祉課 R2 就学前児童が利用している認
定こども園や保育等施設に施
設型給付費を給付する。

保育料等の施設給付費を各施
設へ給付する。
3歳以上の保護者負担は無償
となり、保護者の負担軽減と
なった。

予定どおり実施
3歳以上は無償化により保護
者の負担軽減となった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 引き続き継続する。

すこやか
健康課

R3 就学前児童が利用している認
定こども園や保育等施設に施
設型給付費を給付する。

すこやか
健康課

R4 就学前児童が利用している認
定こども園や保育等施設に施
設型給付費を給付する。

すこやか
健康課

R5 就学前児童が利用している認
定こども園や保育等施設に施
設型給付費を給付する。

すこやか
健康課

R6 就学前児童が利用している認
定こども園や保育等施設に施
設型給付費を給付する。

48 児童手当
支給事業

△3歳未満は
月額1万5千
円、3歳以上
小学校終了前
の第1子・2子
は月額1万
円、第3子以
降は月額1万5
千円、中学生
は月額1万円
を支給する。
△所得制限以
上の者は児童
1人につき月
額5千円を支
給する。

△継続

3 6 7

R2～R6 3 6 7

49 子どもの
ための教
育・保育
給付事業

△町内に住所
のある児童が
利用している
保育所・認定
こども園・新
制度移行済幼
稚園に施設型
給付費を給付
する。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 基本目標

健康福祉課 R2 保育料の軽減 保育料階層の細分化及び中間
層の利用料を軽減することに
より、保育所等利用者の負担
を軽減

保育料階層の細分化及び中間
層の利用料を軽減を予定どお
り実施し、保育所等利用者の
負担を軽減した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 国基準等の改正による保育料
額変更の周知を行う。

すこやか
健康課

R3 保育料の軽減

すこやか
健康課

R4 保育料の軽減

すこやか
健康課

R5 保育料の軽減

すこやか
健康課

R6 保育料の軽減

健康福祉課 R2 延長保育の実施 開所時間を延長(前後30分)し
て保育を実施。
延べ利用者数：
前6,562名、
後4,359名

予定どおり実施。
開所時間を延長することによ
り、安心して子育てができる
環境を整備した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

すこやか
健康課

R3 延長保育の実施

すこやか
健康課

R4 延長保育の実施

すこやか
健康課

R5 延長保育の実施

すこやか
健康課

R6 延長保育の実施

50 保育料軽
減事業

△保育料基準
額を軽減し、
子育て世帯の
経済的負担の
軽減を図る。

△継続

3 6 7

R2～R6 3 6 7

51 延長保育
事業（特
別保育事
業）

△町内の認定
こども園3園
（石鉢保育
園、はまゆり
こども園、階
上保育園）、
保育園１園
（道仏保育
園）で延長保
育を実施す
る。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 基本目標

健康福祉課 R2 障害児保育の実施 認定こども園及び保育園に委
託し、障害時保育を実施す
る。
利用児童数0名。

障害を持つ子を抱える家庭に
とって、心強い支援であるた
め、今後も続けていく必要が
ある。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 翌年度就学を控えた障害を持
つ児童の放課後の居場所につ
いての検討する。

すこやか
健康課

R3 障害児保育の実施

すこやか
健康課

R4 障害児保育の実施

すこやか
健康課

R5 障害児保育の実施

すこやか
健康課

R6 障害児保育の実施

健康福祉課 R2 認定こども園等における幼稚
園型一時預かりの実施

一時預かりを利用する児童の
いる施設に委託し、保育時間
を確保した。
町内3施設、町外2施設、延べ
利用者2,895名

予定どおり実施。一時預かり
の実施により、安心して子育
てができる環境を整備した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

すこやか
健康課

R3 認定こども園等における幼稚
園型一時預かりの実施

すこやか
健康課

R4 認定こども園等における幼稚
園型一時預かりの実施

すこやか
健康課

R5 認定こども園等における幼稚
園型一時預かりの実施

すこやか
健康課

R6 認定こども園等における幼稚
園型一時預かりの実施

52 障害児保
育事業
（特別保
育事業）

△町内の障が
いを持つ子ど
もが、教育・
保育施設を利
用する場合、
障がい児保育
を実施する。

△継続

3 6 7

R2～R6 3 6 7

53 一時預か
り事業
（特別保
育事業）

△認定こども
園の教育時間
を利用してい
る児童を対象
に、一時預か
りを実施す
る。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 基本目標

健康福祉課 R2 ひとり親家庭等医療費の適切
な給付

医療費を助成することで、ひ
とり親家庭等の負担を軽減で
きた。

予定どおりに実施。児童の医
療費については、平成26年8
月から現物給付となり、ひと
り親家庭等の経済的負担が軽
減した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 引き続き継続する。

すこやか
健康課

R3 ひとり親家庭等医療費の適切
な給付

すこやか
健康課

R4 ひとり親家庭等医療費の適切
な給付

すこやか
健康課

R5 ひとり親家庭等医療費の適切
な給付

すこやか
健康課

R6 ひとり親家庭等医療費の適切
な給付

健康福祉課 R2 未就園児とその保護者の交流
の場提供等

道仏保育園に委託して開設。
利用者数平均1.3組/日
活動日延べ参加者：児童218
名保護者188名

予定どおり実施し、多くの未
就園児及びその保護者が利用
した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 就園を希望する保護者へ情報
提供する。

すこやか
健康課

R3 未就園児とその保護者の交流
の場提供等

すこやか
健康課

R4 未就園児とその保護者の交流
の場提供等

すこやか
健康課

R5 未就園児とその保護者の交流
の場提供等

すこやか
健康課

R6 未就園児とその保護者の交流
の場提供等

54 ひとり親
家庭等医
療費助成
事業

△ひとり親家
庭等の父又は
母及び児童並
びに父母のな
い児童が医療
機関で受診し
た場合、保険
診療の自己負
担分の一部を
公費で負担す
る。
△児童の医療
費について
は、県内の医
療機関におい
て現物給付で
助成する。父
及び母の自己
負担は一医療
機関ごとに月
千円。

△継続

3 6 7

R2～R6 3 6 7

55 地域子育
て支援拠
点事業

△未就学児と
その保護者を
対象に、子育
て親子の交流
等を図るため
の拠点とし
て、町内の保
育施設でその
支援を実施す
る。
△一時預かり
を実施する。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 基本目標

健康福祉課 R2 学童クラブの実施 町内保育施設に学童クラブ事
業を委託し、子どもの居場所
を確保した。
4施設。
利用者数140名。

予定どおり実施。放課後等に
児童の居場所を確保すること
により、児童の健全な育成を
支援した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 放課後児童支援員の研修受講
を推進する。支援員（補助
員）確保に向けた取組を検討
する。

すこやか
健康課

R3 学童クラブの実施

すこやか
健康課

R4 学童クラブの実施

すこやか
健康課

R5 学童クラブの実施

すこやか
健康課

R6 学童クラブの実施

健康福祉課 R2 育成医療の助成を行う 申請受付、支給決定を行い、
医療を現物給付することで、
経済的負担が軽減された。

医療を給付することで、障害
を軽減し、日常生活を容易に
過ごすことにつながった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 対象者への制度の周知を行
う。

介護福祉課 R3 育成医療の助成を行う

介護福祉課 R4 育成医療の助成を行う

介護福祉課 R5 育成医療の助成を行う

介護福祉課 R6 育成医療の助成を行う

56 放課後児
童健全育
成事業

△放課後の保
育に欠ける小
学校6年生ま
での児童のた
め、町内の石
鉢保育園、は
まゆりこども
園、階上保育
園、道仏保育
園で学童保育
を実施する。

△継続

3 6 7

R2～R6 3 6 7

57 育成医療
給付事業

△身体に障害
を有する18歳
未満の児童
で、放置すれ
ば将来障害を
残すおそれが
大きい疾病を
改善するため
の医療助成を
行う。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 基本目標

教育課 R2 9～11ヶ月乳幼児健診会場に
て、ブックスタートパックを
配布し、読み聞かせを実施す
る。

9～11ヶ月乳幼児健診会場に
て、ブックスタートパックを
配布し、絵本を読む機会を促
した。

健診担当課の協力を得て、配
布率は100％であった。しか
し、コロナ対策のため読み聞
かせを実施しなかった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 保護者対象の読み聞かせ研修
会を実施する。読み聞かせボ
ランティアを養成する。

教育課 R3 9～11ヶ月乳幼児健診会場に
て、ブックスタートパックを
配布し、読み聞かせを実施す
る。

教育課 R4 9～11ヶ月乳幼児健診会場に
て、ブックスタートパックを
配布し、読み聞かせを実施す
る。

教育課 R5 9～11ヶ月乳幼児健診会場に
て、ブックスタートパックを
配布し、読み聞かせを実施す
る。

教育課 R6 9～11ヶ月乳幼児健診会場に
て、ブックスタートパックを
配布し、読み聞かせを実施す
る。

58 ブックス
タート事
業

△赤ちゃんと
保護者に、絵
本を開く体験
と一緒に絵本
を手渡し、心
ふれあうひと
時を持つきっ
かけづくりを
する

△継続 7R2～R6 3 6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

教育課 R2 中学生を対象に漢字検定・英
語検定・数学検定の検定料を
年1回当該生徒につき千円補
助。

各検定の受験料補助を行い、
資格取得の推進を図り、基礎
学力の向上を行う。

学年が上がるにつれ、学習促
進が図られ検定へのチャレン
ジ意欲が向上した。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 使用率が全体の30％であるた
め、より活用していただくた
めに促進活動を実施してい
く。

教育課 R3 中学生を対象に漢字検定・英
語検定・数学検定の検定料を
年1回当該生徒につき千円補
助。

教育課 R4 中学生を対象に漢字検定・英
語検定・数学検定の検定料を
年1回当該生徒につき千円補
助。

教育課 R5 中学生を対象に漢字検定・英
語検定・数学検定の検定料を
年1回当該生徒につき千円補
助。

教育課 R6 中学生を対象に漢字検定・英
語検定・数学検定の検定料を
年1回当該生徒につき千円補
助。

教育課 R2 旧登切小、旧金山沢小、旧田
代小学区の赤保内小下校時及
び旧大蛇小、旧小舟渡小学区
の道仏小登下校時のスクール
バス運行

赤保内小において、乗車指導
やバス会社との連絡を密にし
ながら運行できた。

通学者の安全及び、遠距離通
学を行う生徒への交通手段を
確保した。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 次年度より、統合により必要
となるバスの運行方法の検討
及び生徒の異動による既存運
行内容の見直しを行う。

教育課 R3 旧登切小、旧金山沢小、旧田
代小学区の赤保内小下校時及
び旧大蛇小、旧小舟渡小学区
の道仏小登下校時のスクール
バス運行

教育課 R4 旧登切小、旧金山沢小、旧田
代小学区の赤保内小下校時及
び旧大蛇小、旧小舟渡小学区
の道仏小登下校時のスクール
バス運行

教育課 R5 旧登切小、旧金山沢小、旧田
代小学区の赤保内小下校時及
び旧大蛇小、旧小舟渡小学区
の道仏小登下校時のスクール
バス運行

教育課 R6 旧登切小、旧金山沢小、旧田
代小学区の赤保内小下校時及
び旧大蛇小、旧小舟渡小学区
の道仏小登下校時のスクール
バス運行

59 基礎学力
向上事業

△基礎学力の
向上を図るた
め、英語検
定、漢字能力
検定、実用数
学能力検定の
受験料に対し
補助する。

△継続 3 6 8R2～R6

区分 事業期間 年度 基本目標

60 スクール
バス運行
事業

◎赤保内小学
校に統合した
旧金山沢小学
校区の児童の
登下校、旧登
切小学校区及
び旧田代小中
学校区の児童
の下校のた
め、スクール
バスを運行す
る。令和3年4
月1日に道仏
小学校に統合
する旧大蛇小
学校区及び旧
小舟渡小学校
区となる児童
の登下校のた
め、スクール
バスを運行す
る。

◎拡充

プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

R2～R6 3 6 8
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 石鉢小学校区の生徒の階上中
学校通学のための定期バス料
金の負担。

乗車指導及び利用調整によ
り、路線バスの運行に支障な
く運行できた。

遠距離生徒の通学手段の確保
ができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 特別な事情等により、運行時
間以外の生徒の移動方法につ
いて検討をする。

教育課 R3 石鉢小学校区の生徒の階上中
学校通学のための定期バス料
金の負担。

教育課 R4 石鉢小学校区の生徒の階上中
学校通学のための定期バス料
金の負担。

教育課 R5 石鉢小学校区の生徒の階上中
学校通学のための定期バス料
金の負担。

教育課 R6 石鉢小学校区の生徒の階上中
学校通学のための定期バス料
金の負担。

教育課 R2 問題を抱える児童生徒への支
援を行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置。

教師とともに家庭訪問を行う
などして、問題解消に向けて
の取組みを行った。

不登校傾向の児童生徒の減少
と学校及び教師の負担軽減が
図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 学校以外での教育相談の機会
充実を図る。

教育課 R3 問題を抱える児童生徒への支
援を行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置。

教育課 R4 問題を抱える児童生徒への支
援を行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置。

教育課 R5 問題を抱える児童生徒への支
援を行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置。

教育課 R6 問題を抱える児童生徒への支
援を行うため、スクールソー
シャルワーカーを配置。

6 861 通学費負
担事業

△石鉢小学校
区の生徒の階
上中学校通学
のための定期
バス料金を負
担する。

△継続 R2～R6 3

62 スクール
ソーシャ
ルワー
カー配置
事業

△不登校など
の問題を抱え
ている児童生
徒をケアする
ため、スクー
ルソーシャル
ワーカーを配
置する。

△継続 R2～R6 6 83
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 民生委員児童委員8人と元警
察経験者4人を委嘱し、学校
における会議に参加していじ
め防止の情報共有を図る。

情報共有を行い、実態把握と
検証を行い、予防対策を行っ
た。

コロナ禍により時期は例年よ
り遅くなったが、実施、意見
交換を行うことができた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 地域の方と連携をしながらい
じめ防止対策を継続し、問題
発生ゼロを目指す。

教育課 R3 民生委員児童委員8人と元警
察経験者4人を委嘱し、学校
における会議に参加していじ
め防止の情報共有を図る。

教育課 R4 民生委員児童委員8人と元警
察経験者4人を委嘱し、学校
における会議に参加していじ
め防止の情報共有を図る。

教育課 R5 民生委員児童委員8人と元警
察経験者4人を委嘱し、学校
における会議に参加していじ
め防止の情報共有を図る。

教育課 R6 民生委員児童委員8人と元警
察経験者4人を委嘱し、学校
における会議に参加していじ
め防止の情報共有を図る。

教育課 R2 経済的理由によって就学困難
な児童生徒の保護者に対し、
教育に必要な経費を援助す
る。

所得基準を生活保護世帯の
「1.1倍」として認定してい
る。

保護者等の経済的負担軽減が
でき、教育機会の均等の保持
を図ることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 保護者の更なる負担軽減とし
て、申請書類の見直しを行
う。

教育課 R3 経済的理由によって就学困難
な児童生徒の保護者に対し、
教育に必要な経費を援助す
る。

教育課 R4 経済的理由によって就学困難
な児童生徒の保護者に対し、
教育に必要な経費を援助す
る。

教育課 R5 経済的理由によって就学困難
な児童生徒の保護者に対し、
教育に必要な経費を援助す
る。

教育課 R6 経済的理由によって就学困難
な児童生徒の保護者に対し、
教育に必要な経費を援助す
る。

863 いじめ防
止対策委
員会設置
事業

△小中学校に
おけるいじめ
防止対策のた
めの委員会を
設置し、学校
内での連携協
議を図る。

R2～R6△継続

R2～R6 3

3 6

64 就学援助
事業

△経済的な理
由により就学
が困難な児童
生徒の保護者
に、学用品等
や給食費、医
療費の一部を
援助する。

△継続 6 8
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 学習指導の支援を行う学習支
援員と校内で安全に生活でき
るよう生活支援員を必要な学
校に配置する。

生活支援員を小学校へ2人、
中学校へ1人、学習支援員を
小学校へ7人、中学校へ4人配
置し学校運営の充実を図っ
た。

支援員の配置により、担任教
師は学級運営に専念できると
ともに、個人に対する指導の
充実が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 支援を必要とする児童生徒は
増加傾向にあるため、支援員
の増員を検討する。

教育課 R3 学習指導の支援を行う学習支
援員と校内で安全に生活でき
るよう生活支援員を必要な学
校に配置する。

教育課 R4 学習指導の支援を行う学習支
援員と校内で安全に生活でき
るよう生活支援員を必要な学
校に配置する。

教育課 R5 学習指導の支援を行う学習支
援員と校内で安全に生活でき
るよう生活支援員を必要な学
校に配置する。

教育課 R6 学習指導の支援を行う学習支
援員と校内で安全に生活でき
るよう生活支援員を必要な学
校に配置する。

教育課 R2 国の法律に準じ対象世帯を決
定し、支給事務を行う。

小学生17人、中学生13人の保
護者に対して給食費等の就学
奨励費を支給し、保護者の経
済的負担の軽減を図った。

特別に支援が必要な児童生徒
を持つ保護者の経済的負担軽
減が図られている。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 対象経費の見直しを行う。

教育課 R3 国の法律に準じ対象世帯を決
定し、支給事務を行う。

教育課 R4 国の法律に準じ対象世帯を決
定し、支給事務を行う。

教育課 R5 国の法律に準じ対象世帯を決
定し、支給事務を行う。

教育課 R6 国の法律に準じ対象世帯を決
定し、支給事務を行う。

65 特別支援
教育支援
員

△特別な教育
的支援を必要
とする児童生
徒に対して学
校生活の支援
を行う、学習
支援員、生活
支援員を配置
する。

△継続

8

R2～R6 3 6

△継続 R2～R6 3 6

8

66 特別支援
教育就学
奨励事業

△特別支援学
級に在籍する
児童生徒の保
護者に対し、
給食費や学用
品費などの一
部を援助す
る。
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 私立幼稚園利用者の施設利用
費、預かり保育料、副食費に
ついて補助を行う。

対象私立幼稚園2園に通う園
児4人中、施設利用費4人分、
預かり保育料2人分、副食費1
人分を無償化した。

園児の保護者等の経済的負担
の軽減が図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 副食費について、要件に該当
する者と該当しない者に不公
平感があるため、他自治体の
状況を分析する。

教育課 R3 私立幼稚園利用者の施設利用
費、預かり保育料、副食費に
ついて補助を行う。

教育課 R4 私立幼稚園利用者の施設利用
費、預かり保育料、副食費に
ついて補助を行う。

教育課 R5 私立幼稚園利用者の施設利用
費、預かり保育料、副食費に
ついて補助を行う。

教育課 R6 私立幼稚園利用者の施設利用
費、預かり保育料、副食費に
ついて補助を行う。

教育課 R2 計画的に中学校及び小学校を
回り授業の補助を行ってい
る。

新型コロナウイルスの影響に
より新規ＡＬＴ1人の配置が
なかったため、小学校のみへ
の配置とし授業を行った。

全ての小学校において、英語
教育の充実が図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 地域住民や幼児との交流機会
を検討する。

教育課 R3 計画的に中学校及び小学校を
回り授業の補助を行ってい
る。

教育課 R4 計画的に中学校及び小学校を
回り授業の補助を行ってい
る。

教育課 R5 計画的に中学校及び小学校を
回り授業の補助を行ってい
る。

教育課 R6 計画的に中学校及び小学校を
回り授業の補助を行ってい
る。

67 子育ての
ための施
設等利用
給付費補
助金

■私立幼稚園
に通っている
園児の保護者
等の経済的負
担の軽減を図
るため、入園
料、保育料、
預かり保育利
用料、副食費
等を無償化す
る。

■新規

3 6 8

R2～R6 3 6 8

68 語学指導
外国青年

△外国語教育
の向上を図る
ため、外国語
指導助手(Ａ
ＬＴ)2人によ
り各小中学校
での外国語指
導補助を実施
する。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 各小学校において、エネル
ギーに関係する施設見学や各
種実験用具を購入して体験学
習を行う。

エネルギー関連施設の見学と
各種実験を通して、エネル
ギーの発生と変換について学
習できた。

実験や施設見学を通じて、エ
ネルギーについての知識・理
解を深めることができた。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 継続的に事業を行うことで、
児童がエネルギーのあり方に
ついて考える機会を増やす。

教育課 R3 各小学校において、エネル
ギーに関係する施設見学や各
種実験用具を購入して体験学
習を行う。

教育課 R4 各小学校において、エネル
ギーに関係する施設見学や各
種実験用具を購入して体験学
習を行う。

教育課 R5 各小学校において、エネル
ギーに関係する施設見学や各
種実験用具を購入して体験学
習を行う。

教育課 R6 各小学校において、エネル
ギーに関係する施設見学や各
種実験用具を購入して体験学
習を行う。

教育課 R2 全小学校に理科の観察や実験
の準備や後始末等を行うアシ
スタントを配置する。

アシスタントが備品等の整理
整頓や観察実験の事前準備、
後片付けを行うことにより、
教師の負担の軽減となった。

休校期間があったが、事業開
始は4月であり、植物教材の
準備を早めることができ、授
業の充実が図られた。また授
業中の見守りにより児童の安
全に配慮することができた。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ アシスタントの配置により、
教師の負担軽減を図るほか、
退職ベテラン教師の採用によ
り更に支援（精神面）する。

教育課 R3 全小学校に理科の観察や実験
の準備や後始末等を行うアシ
スタントを配置する。

教育課 R4 全小学校に理科の観察や実験
の準備や後始末等を行うアシ
スタントを配置する。

教育課 R5 全小学校に理科の観察や実験
の準備や後始末等を行うアシ
スタントを配置する。

教育課 R6 全小学校に理科の観察や実験
の準備や後始末等を行うアシ
スタントを配置する。

69 エネル
ギー教育
支援事業

△エネルギー
に関する教育
に必要な教
材・教具の購
入や児童生徒
の施設見学な
どを実施す
る。

△継続

3 6 8

R2～R6 3 6 8

70 理科・観
察実験ア
シスタン
ト

△理科の観
察・実験に使
用する施設の
準備・調整を
行う理科観察
実験アシスタ
ントを配置す
る。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 全校において、地域の実態及
び特性を生かした特色ある教
育活動に取り組む。

地域芸能の継承や地域の特
性、生徒の個性を生かした学
びの補助を行った。

コロナ禍のなか、活動が制限
されたが、地域資源を活用し
た体験学習を実施することが
できた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 地域との連携を充実させるこ
とでより効果的な活動が見込
まれる。

教育課 R3 全校において、地域の実態及
び特性を生かした特色ある教
育活動に取り組む。

教育課 R4 全校において、地域の実態及
び特性を生かした特色ある教
育活動に取り組む。

教育課 R5 全校において、地域の実態及
び特性を生かした特色ある教
育活動に取り組む。

教育課 R6 全校において、地域の実態及
び特性を生かした特色ある教
育活動に取り組む。

教育課 R2 安心安全な学校給食を提供す
る。
地場産物を使用した給食を提
供する。
食物アレルギー対応指針を推
進する。

所内で勉強会をしたり所外の研修会に
参加し、職員の知識、技術向上を行っ
た。
アレルギー対応について、面談を行い
安全に留意し対応をした。
地場産品の提供を喜んでくれている。

全ての調理工程・作業工程において、
異物等を見逃さず安全・安心な給食を
提供することができた。
アレルギー対応食提供について、学
校、保護者、センターと常に確認を取
りながら安全に提供することができ
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 調理委託業者、加工業者、栄
養教諭、学校、教育委員会と
常に連携し、安全安心な給食
を提供できるように連絡を密
にし体制を強化する。

教育課 R3 安心安全な学校給食を提供す
る。
地場産物を使用した給食を提
供する。
食物アレルギー対応指針を推
進する。

教育課 R4 安心安全な学校給食を提供す
る。
地場産物を使用した給食を提
供する。
食物アレルギー対応指針を推
進する。

教育課 R5 安心安全な学校給食を提供す
る。
地場産物を使用した給食を提
供する。
食物アレルギー対応指針を推
進する。

教育課 R6 安心安全な学校給食を提供す
る。
地場産物を使用した給食を提
供する。
食物アレルギー対応指針を推
進する。

71 特色のあ
る学校づ
くり事業

△各学校で地
域特性を生か
した特色ある
学校づくりを
目指す。

△継続

3 6 8

R2～R6 3 6 8

72 給食セン
ター運営
事業

△地場産物の
利用拡大に努
め、各小中学
校に安全安心
な給食を提供
する。
△アレルギー
を持つ児童生
徒への対応を
行う。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 町内小中学校（大蛇・小舟渡
除く）の保健室に熱中症対策
としてエアコンを整備する。

町内小中学校（大蛇・小舟渡
除く）の保健室に熱中症対策
としてエアコンの設置を行っ
た。

夏季に保健室を使用する児童
生徒に対する環境整備ができ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ エアコンの定期的なメンテナ
ンスを検討する。

教育課 R3  町内小中学校（大蛇・小舟渡
 除く）の保健室に熱中症対策
 としてエアコンを整備する。

教育課 R4  町内小中学校（大蛇・小舟渡
 除く）の保健室に熱中症対策
 としてエアコンを整備する。

教育課 R5  町内小中学校（大蛇・小舟渡
 除く）の保健室に熱中症対策
 としてエアコンを整備する。

教育課 R6  町内小中学校（大蛇・小舟渡
 除く）の保健室に熱中症対策
 としてエアコンを整備する。

教育課 R2 GIGAスクール構想で令和2年
度に児童生徒1人1台端末を整
備。端末活用のための学習ソ
フトの整備。

国の求める令和2年度内の整
備が完了できた。

予定どおり900台の整備がで
きた。

Ａ Ａ Ｃ Ａ Ｃ ＧＩＧＡスクールサポーター
を活用し、タブレット端末の
活用推進を図る。

教育課 R3 GIGAスクール構想で令和2年
度に児童生徒1人1台端末を整
備。端末活用のためのサポー
ター事業や学習ソフトの整
備。

教育課 R4 GIGAスクール構想で令和2年
度に児童生徒1人1台端末を整
備。端末活用のためのサポー
ター事業や学習ソフトの整
備。

教育課 R5 GIGAスクール構想で令和2年
度に児童生徒1人1台端末を整
備。端末活用のためのサポー
ター事業や学習ソフトの整
備。

教育課 R6 GIGAスクール構想で令和2年
度に児童生徒1人1台端末を整
備。端末活用のためのサポー
ター事業や学習ソフトの整
備。

73 保健室エ
アコン設
置事業

■小中学校の
保健室に熱中
症等対策とし
てエアコンを
整備する。

■新規

3 6 8

R2～R2 3 6 8

74 児童生徒
の１人１
台端末事
業

■国の提唱す
る児童生徒の
1人1台端末を
整備し、維持
管理する。

■新規 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2

教育課 R3 中学校における部活動の外部
指導員の導入。階上中、道仏
中各3人の配置

教育課 R4 中学校における部活動の外部
指導員の導入。階上中、道仏
中各3人の配置

教育課 R5 中学校における部活動の外部
指導員の導入。階上中、道仏
中各3人の配置

教育課 R6 中学校における部活動の外部
指導員の導入。階上中、道仏
中各3人の配置

教育課 R2 高等学校、大学等の在学者及
び進学者へ貸与する。

広報やホームページにおいて
周知を図り、希望者に貸与し
た。

修学促進や教育の機会均等が
図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 広報等ＰＲの充実を図る。こ
れまでの広報、ホームページ
のみならず、中学校でのチラ
シ配布など積極的に行う。

教育課 R3 高等学校、大学等の在学者及
び進学者へ貸与する。

教育課 R4 高等学校、大学等の在学者及
び進学者へ貸与する。

教育課 R5 高等学校、大学等の在学者及
び進学者へ貸与する。

教育課 R6 高等学校、大学等の在学者及
び進学者へ貸与する。

75 中学校部
活動指導
員配置事
業

■中学校にお
ける部活動に
外部の指導員
を配置し、教
職員の多忙化
を解消する。

■新規

3 6 8

R3～R6 3 6 8

76 奨学金事
業

△経済的理由
により修学困
難な者に対
し、修学の促
進と教育機会
の確保を図る
ため、奨学金
を貸与する。
△大学生等は
月額4万円以
内、高校生は
月額2万円以
内。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課

教育課 R2 地域社会の中で、放課後に子
どもたちの安全で健やかな居
場所づくりを推進する。

茶道、大正琴、囲碁等の日本
文化の体験活動を行い、子ど
も達の豊かな人間性育成につ
ながった。

地域人材を活用し、様々な体
験を提供するとともに、交流
機会、居場所づくりにつな
がった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 　統合により空き教室がなく
なることを踏まえ、令和3年
度以降は廃止する。

教育課 R3

教育課 R4

教育課 R5

教育課 R6

77 放課後子
ども教室
推進事業

△小学校の空
き教室を活用
し、地域の方
の協力によ
り、学習やス
ポーツ・文化
活動、地域住
民との交流活
動などに取り
組む。

△継続 8R2～R2 3 6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

産業振興課 R2 小学生向けの体験イベント
「海の学校」「漁業体験」を
実施。(№79と重複)

「海の学校」開催し21人が参加。
漁業体験は当日の悪天候により中
止となった。
ＳＵＰ体験は例年どおりの実施と
なったが、ふのり採り体験はコロ
ナウイルス感染症まん延防止のた
め中止となった。

漁業体験及びふのり採り体験
は中止となったが、ＳＵＰ体
験を小学生に広く参加しても
らうことで、自然体験学習に
向けた取組みができた。

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ 事業について引き続き周知し
参加者を募るとともに、悪天
候や感染症等事業を阻む要因
に対しても柔軟に対応できる
よう対策を講じる。

産業振興課 R3 小学生向けの体験イベント
「海の学校」「漁業体験」を
実施。(№79と重複)

産業振興課 R4 小学生向けの体験イベント
「海の学校」「漁業体験」を
実施。(№79と重複)

産業振興課 R5 小学生向けの体験イベント
「海の学校」「漁業体験」を
実施。(№79と重複)

産業振興課 R6 小学生向けの体験イベント
「海の学校」「漁業体験」を
実施。(№79と重複)

産業振興課 R2 自然体験イベントの実施。小
学生向けの「海の学校」「漁
業体験」、磯資源を活用した
体験イベントを実施。

「海の学校」開催し21人が参加。
漁業体験は当日の悪天候により中
止となった。
ＳＵＰ体験は例年どおりの実施と
なったが、ふのり採り体験はコロ
ナウィルス感染症まん延防止のた
め中止となった。

漁業体験及びふのり採り体験
は中止となったため、体験型
漁業観光の展開に向けた取組
みが例年どおりにはできな
かった。

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ 事業について引き続き周知し
参加者を募るとともに、悪天
候や感染症等事業を阻む要因
に対しても柔軟に対応できる
よう対策を講じる。

産業振興課 R3 自然体験イベントの実施。小
学生向けの「海の学校」「漁
業体験」、磯資源を活用した
体験イベントを実施。

産業振興課 R4 自然体験イベントの実施。小
学生向けの「海の学校」「漁
業体験」、磯資源を活用した
体験イベントを実施。

産業振興課 R5 自然体験イベントの実施。小
学生向けの「海の学校」「漁
業体験」、磯資源を活用した
体験イベントを実施。

産業振興課 R6 自然体験イベントの実施。小
学生向けの「海の学校」「漁
業体験」、磯資源を活用した
体験イベントを実施。

△継続 3 6 9

3 6

R2～R679

978 自然体験
プログラ
ム事業

△小中学校及
び子ども会が
実施する自然
体験プログラ
ム及び環境教
育の促進及び
有用性の把握
を図る。

△継続 R2～R6

水産振興
事業

△本町の水産
資源を活用し
た自然体験学
習を通して、
町水産業への
理解を深め、
また、地域の
魅力の再認識
を図る。磯資
源を活用した
体験や漁船漁
業を題材とし
た体験、地元
漁港を活用し
た体験の実施
により、水産
業の活性化と
ともに本町の
水産振興を図
る。

基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

教育課 R2 子どもたちの休日の余暇時間
等を活用し、様々な体験活動
を通して豊かな感性と創造性
を育む

アンケートなどで子ども達の
多様なニーズを反映させた内
容とした。

コロナウイルスにより、実施
回数は減少したが、充実した
活動が行われた。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 周知方法を見直すなど、新た
な参加者の掘り起こしや町内
講師を発掘する。

教育課 R3 子どもたちの休日の余暇時間
等を活用し、様々な体験活動
を通して豊かな感性と創造性
を育む

教育課 R4 子どもたちの休日の余暇時間
等を活用し、様々な体験活動
を通して豊かな感性と創造性
を育む

教育課 R5 子どもたちの休日の余暇時間
等を活用し、様々な体験活動
を通して豊かな感性と創造性
を育む

教育課 R6 子どもたちの休日の余暇時間
等を活用し、様々な体験活動
を通して豊かな感性と創造性
を育む

3 6R2～R6 980 わんぱく
王国事業

△小学生を対
象に、子ども
たちの休日の
自由時間や余
暇時間を有効
に活用し、
様々な体験活
動を通して、
郷土への理解
を深めるとと
もに、豊かな
感性と創造性
を育む。

△継続
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

総合政策課 R2 町内路線バスの運行維持のた
め、路線バス赤字路線への運
行費補助。

路線バス赤字路線へ運行費を
補助した。

予定どおり実施することで、
路線バスの運行維持が図られ
ている。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ バス利用促進策を講じ運賃収
入の増を図ることで、補助額
の削減につなげていく。

総合政策課 R3 町内路線バスの運行維持のた
め、路線バス赤字路線への運
行費補助。

総合政策課 R4 町内路線バスの運行維持のた
め、路線バス赤字路線への運
行費補助。

総合政策課 R5 町内路線バスの運行維持のた
め、路線バス赤字路線への運
行費補助。

総合政策課 R6 町内路線バスの運行維持のた
め、路線バス赤字路線への運
行費補助。

総合政策課 R2 コミュニティバス（4路線）
の運行

コミュニティバスの運行。運
行の見直しについて検討をし
た結果、平成31年度から再編
し運行を開始した。

ＪＲ・南部バスのダイヤ改正
への対応。再編により、蒼前
線・東部線がフィーダー系統
となり、国庫補助路線となっ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ より利用しやすい運行等につ
いて検討する。

総合政策課 R3 コミュニティバス（4路線）
の運行

総合政策課 R4 コミュニティバス（4路線）
の運行

総合政策課 R5 コミュニティバス（4路線）
の運行

総合政策課 R6 コミュニティバス（4路線）
の運行

81 地方バス
路線維持
対策費補
助事業

△バス運行が
不可欠であり
ながら、輸送
人員の減少等
によりその維
持が困難と
なっている乗
合バス事業者
に対し、個別
路線毎に生じ
ている欠損等
について補助
金を交付す
る。

△継続

82 コミュニ
ティバ
ス・ス
クール運
行事業

△町内の生活
交通の確保及
び住民福祉の
向上を図るた
め、コミュニ
ティバスを運
行する。
△金山沢線及
び田代線は、
スクールバス
の運行を兼用
する。

△継続 R2～R6 4 7

R2～R6

基本目標

10

4 7

プロジェクト

10

施策年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

健康福祉課 R2 マイナス０歳からの早期の歯
の健康づくりに取り組み、む
し歯有病率の減少、親子の口
腔ケアの向上を図る

妊娠届時に妊婦歯科健診の受
診票を交付。町内保育園及び
ハートフルプラザ・はしかみ
にて、フッ素塗布事業を実施
した。

フッ素塗布を町内保育園で8
回、ハートフルで4回実施。
むし歯有病率：1.6歳児健診
0％、3歳児健診36.7％。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 感染防止策の徹底を図り、事
業を継続する。

すこやか
健康課

R3 マイナス０歳からの早期の歯
の健康づくりに取り組み、む
し歯有病率の減少、親子の口
腔ケアの向上を図る

すこやか
健康課

R4 マイナス０歳からの早期の歯
の健康づくりに取り組み、む
し歯有病率の減少、親子の口
腔ケアの向上を図る

すこやか
健康課

R5 マイナス０歳からの早期の歯
の健康づくりに取り組み、む
し歯有病率の減少、親子の口
腔ケアの向上を図る

すこやか
健康課

R6 マイナス０歳からの早期の歯
の健康づくりに取り組み、む
し歯有病率の減少、親子の口
腔ケアの向上を図る

健康福祉課 R2 町民一人一人の対象疾病の発
症及び重症化を予防すると共
に、町内における感染症等の
流行を防止し、住民の健康を
守る。

個別通知等による接種率の向上
【通知数】麻しん風しん2期：87
人、高齢者肺炎菌：649人、日本
脳炎：191人、二種混合：96人、
任意インフルエンザ（子ども
1,326人妊産婦78人）風しん５
期：1,599人

個別通知により、予防接種率
の向上につながった。
高齢者のインフルエンザ予防
接種の接種開始時期を早めた
ことで、接種者数が増加し
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 対象者への個別通知は、継続
して行うことで接種率の向上
を図る。

すこやか
健康課

R3 町民一人一人の対象疾病の発
症及び重症化を予防すると共
に、町内における感染症等の
流行を防止し、住民の健康を
守る。

すこやか
健康課

R4 町民一人一人の対象疾病の発
症及び重症化を予防すると共
に、町内における感染症等の
流行を防止し、住民の健康を
守る。

すこやか
健康課

R5 町民一人一人の対象疾病の発
症及び重症化を予防すると共
に、町内における感染症等の
流行を防止し、住民の健康を
守る。

すこやか
健康課

R6 町民一人一人の対象疾病の発
症及び重症化を予防すると共
に、町内における感染症等の
流行を防止し、住民の健康を
守る。

事業期間 年度 基本目標 プロジェクト

4 8

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

84 予防接種
事業

△小児を対象
に、四種混合、
麻しん・風し
ん、日本脳炎、
結核(BCG)、ヒ
ブ、小児用肺炎
球菌、子宮頸が
ん、水痘、B型
肝炎、ロタ、二
種混合の定期予
防接種を実施す
る。高齢者を対
象に肺炎球菌及
びインフルエン
ザ予防接種料金
の一部助成を実
施する。乳幼児
から中学生まで
と妊産婦の季節
性インフルエン
ザ予防接種料金
の一部助成を実
施する。

△継続

1183 歯科保健
強化事業

△妊娠期から
の歯科健診や
歯科保健指導
の費用を助成
する。
△また、幼児
のフッ化物歯
面塗布を実施
し、虫歯予防
及びむし歯有
病率の改善を
図る。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 11
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健康福祉課 R2 高血圧、糖尿病、腎不全の発
症及び重症化予防に関する保
健指導・健康教育の実施

循環器疾患重症化予防のた
め、血圧計・歩数計・尿中塩
分測定器を活用し、健康づく
りに取り組んだ。

健康運動指導士による運動の
講義及び実技の実践のほか、
三種の神器を貸し出し、自己
測定を実施することで、生活
改善の見直し等につながっ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 健康課題である、高血圧や糖
尿病等についての事業企画を
行い、疾病の重症化予防へと
つなげる。

すこやか
健康課

R3 高血圧、糖尿病、腎不全の発
症及び重症化予防に関する保
健指導・健康教育の実施

すこやか
健康課

R4 高血圧、糖尿病、腎不全の発
症及び重症化予防に関する保
健指導・健康教育の実施

すこやか
健康課

R5 高血圧、糖尿病、腎不全の発
症及び重症化予防に関する保
健指導・健康教育の実施

すこやか
健康課

R6 高血圧、糖尿病、腎不全の発
症及び重症化予防に関する保
健指導・健康教育の実施

健康福祉課 R2 特定健診・各種がん検診受診
率の向上を図る。

広報、ホームページ、窓口、
行政区集会等での周知。
郵送による個別通知を述べ
10,032通実施した。

がん検診の受診勧奨を強化で
きた。
胃がん健診723人、肺がん健
診1,380人、大腸がん検診
1,004人、子宮頸がん検診634
人、乳がん検診366人

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 町民の対象年齢全体への、が
ん検診の周知を実施し、重点
的に受診率向上のための個別
勧奨を行う。

すこやか
健康課

R3 特定健診・各種がん検診受診
率の向上を図る。

すこやか
健康課

R4 特定健診・各種がん検診受診
率の向上を図る。

すこやか
健康課

R5 特定健診・各種がん検診受診
率の向上を図る。

すこやか
健康課

R6 特定健診・各種がん検診受診
率の向上を図る。

4 8 11

86 住民検診
事業

◇各種がん検
診や肝炎検
診、結核検
診、骨粗しょ
う症健診、後
期高齢者の健
診などを実施
する。
△国民健康保
険加入者の健
診を実施す
る。
△尿中塩分測
定を無料で実
施する。

△継続

85 健康増進
保健事業
（健康づ
くり事
業）

△健康づくり
教室や食生活
改善推進員養
成講座の開
催、健康推進
員による地区
における活動
など、健康づ
くりの普及啓
発を行う。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 11

2/91 施11



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

健康福祉課 R2 ・健康フォーラム開催
・健康五つ星の実践

健康五つ星事業を実施。健
（検）診受診PR活動を行い、
歩数記録票をGOGOGO会員
(ウォーキング会員)166人へ
郵送した。

歩数記録票のやりとりとデー
タ集計により町民のウォーキ
ングの継続につながった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 健（検）診受診、運動、食
事、禁煙等の生活習慣の改善
を継続する。

すこやか
健康課

R3 ・健康フォーラム開催
・健康五つ星の実践
・がん予防早期普及啓発事業

すこやか
健康課

R4 ・がん予防早期普及啓発事業
・高血圧、糖尿病、腎不全の
発症及び重症化予防に関する
保健指導等

すこやか
健康課

R5 ・がん予防早期普及啓発事業
・高血圧、糖尿病、腎不全の
発症及び重症化予防に関する
保健指導等

すこやか
健康課

R6 ・がん予防早期普及啓発事業
・高血圧、糖尿病、腎不全の
発症及び重症化予防に関する
保健指導等

教育課 R2 自転車を活用した体力向上、
健康増進、レクリエーション
スポーツの推進を図る。

開通前の高速道路を自転車走
行するイベントを企画し、関
係機関との調整及び参加者の
募集を行った。

募集定員50人を超える申込み
があったが、開催1週間前に
新型コロナウイルスの影響で
急遽中止となった。なお、交
通安全の啓発も加えた代替の
自転車イベントを実施した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 今後も自転車を活用した体力
向上・健康増進を推進すると
ともに、参加者との交流を行
い、町内外へ発信していく。

教育課 R3 自転車を活用した体力向上、
健康増進、レクリエーション
スポーツの推進を図る。

教育課 R4 自転車を活用した体力向上、
健康増進、レクリエーション
スポーツの推進を図る。

教育課 R5 自転車を活用した体力向上、
健康増進、レクリエーション
スポーツの推進を図る。

教育課 R6 自転車を活用した体力向上、
健康増進、レクリエーション
スポーツの推進を図る。

4 8 11

88 体力向上
事業

△自転車を活
用した体力向
上、健康増
進、レクリ
エーションス
ポーツの推進
を図る。

△継続

87 健康長寿
のまちづ
くり推進
事業

△三種の神器
事業の取組み
により、運
動、血圧測
定、適正な塩
分摂取量の普
及啓発を行
う。糖尿病等
による腎症重
症化予防教室
を強化する。
△積極的に健
康づくりに取
り組む団体や
個人へのイン
センティブに
よる活動支援
を行う。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 11
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

教育課 R2 安全安心にご利用いただくた
めに消毒をしたり、情報提
供、トレーニング指導の充実
を図る。

館内の消毒、清掃を徹底し
た。入場制限や人数制限の実
施など利用者のメール登録を
行い安心して利用してもらえ
ている。

休館等の連絡配信や徹底した
消毒管理で、安心して利用で
きると声をいただいた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 長期利用者の高齢化とスタッ
フ不在の午前中の利用集中し
ているため、配置の見直し等
を検討する。

教育課 R3 安全安心にご利用いただくた
めに消毒をしたり、情報提
供、トレーニング指導の充実
を図る。

教育課 R4 安全安心にご利用いただくた
めに消毒をしたり、情報提
供、トレーニング指導の充実
を図る。

教育課 R5 安全安心にご利用いただくた
めに消毒をしたり、情報提
供、トレーニング指導の充実
を図る。

教育課 R6 安全安心にご利用いただくた
めに消毒をしたり、情報提
供、トレーニング指導の充実
を図る。

教育課 R2 コロナで中止
来年度オープンに向けての団
体の取り扱い、利用者の管理
方法について検討

今年度は営業中止のため、普
段は行われない施設内の床洗
浄・壁面の錆取り・更衣室の
目隠しフェンス設置を行っ
た。

長年利用者から女子シャワー
から更衣室に移動する際に、
男子更衣室から見えるとの苦
情があったが、自作でフェン
スを設置したことにより解消
された。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 町民の健康増進のため、通年
営業（冬場の健康づくり）を
検討する。

教育課 R3 事故や感染などが無いよう
に、施設設備の点検管理と監
視における利用者の安全管理
を徹底する。

教育課 R4 事故や感染などが無いよう
に、施設設備の点検管理と監
視における利用者の安全管理
を徹底する。

教育課 R5 事故や感染などが無いよう
に、施設設備の点検管理と監
視における利用者の安全管理
を徹底する。

教育課 R6 事故や感染などが無いよう
に、施設設備の点検管理と監
視における利用者の安全管理
を徹底する。

4 8 11

90 町民プー
ル運営事
業

△町内小中学
校の学校プー
ルとしての役
割を担いなが
ら、広く町民
の健康増進の
ために活用を
呼び掛ける。
△また、近隣
にはない50ｍ
プールである
ことから、大
会に参加する
各層選手にも
活用させる。

△継続

89 トレーニ
ングルー
ム運営事
業

△さまざまな
機器を配置
し、インスト
ラクターの指
導を活用しな
がら、町民の
健康増進を図
る。。

△継続 R2～R6

11R2～R6 4 8
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

健康福祉課 R2 放課後等デイサービス、児童
発達支援、医療型児童発達支
援等を利用した際の通所給付
費を給付する。

相談、申請受付、支給決定を
行い、障害児の状態に応じて
必要なサービスを提供した。

障害児の状態に応じてサービ
スを提供することで、生活能
力の向上や集団生活への適応
につながった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 発達障害を持つ子どもの増加
に伴い、放課後等デイサービ
スを利用する障害児の増加へ
の対応を検討する。

介護福祉課 R3 放課後等デイサービス、児童
発達支援、医療型児童発達支
援等を利用した際の通所給付
費を給付する。

介護福祉課 R4 放課後等デイサービス、児童
発達支援、医療型児童発達支
援等を利用した際の通所給付
費を給付する。

介護福祉課 R5 放課後等デイサービス、児童
発達支援、医療型児童発達支
援等を利用した際の通所給付
費を給付する。

介護福祉課 R6 放課後等デイサービス、児童
発達支援、医療型児童発達支
援等を利用した際の通所給付
費を給付する。

健康福祉課 R2 ・人材育成
・普及啓発
・若年層の自殺予防

町内中学校2校においてＳＯＳの出し方
についてのこころの健康教室の開催予定
であったが、新型コロナウイルスの影響
で中止とした。民生委員を対象とした
ゲートキーパー養成講座は実施した。参
加者は29人。また、自殺予防のリーフ
レットの作成も行った。

民生委員29人参加のゲートキーパー研
修は予定どおり実施したが、町内中学
生対象のこころ健康教室、町民対象の
こころとからだの健康づくり講演会
は、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止とした。

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｂ コロナ禍においても実施でき
るよう取組方法を検討する。

介護福祉課 R3 ・人材育成
・普及啓発
・若年層の自殺予防

介護福祉課 R4 ・人材育成
・普及啓発
・若年層の自殺予防

介護福祉課 R5 ・人材育成
・普及啓発
・若年層の自殺予防

介護福祉課 R6 ・人材育成
・普及啓発
・若年層の自殺予防

基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

1291 障害児通
所支援事
業

△障害施設へ
の通所に係る
費用を助成す
る。

△継続 R2～R6 4 8

1292 自殺対策
緊急強化
事業

△自殺者数の
減少を図るた
め、地域の中
で相談できる
人材を育成す
るための研修
会等を開催す
る。

△継続 R2～R6 4 8

1/91 施12



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

健康福祉課 R2 障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための
介護給付費、訓練等給付費等
を給付する。

相談、申請受付、支給決定を
行い、障害者（児）の状態に
応じたサービスを提供するこ
とができた。

障害者(児）の状態に応じて
必要なサービスを受けること
により、生活の向上と社会参
加へとつながった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 対象者へ制度の周知を行う。

介護福祉課 R3 障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための
介護給付費、訓練等給付費等
を給付する。

介護福祉課 R4 障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための
介護給付費、訓練等給付費等
を給付する。

介護福祉課 R5 障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための
介護給付費、訓練等給付費等
を給付する。

介護福祉課 R6 障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための
介護給付費、訓練等給付費等
を給付する。

健康福祉課 R2 意思疎通支援、訪問入浴サー
ビスなどの委託事業と日常生
活用具、移動支援などの給付
事業を実施する。

相談、申請受付、支給決定を
行い、障害者（児）の状態に
応じたサービスを提供するこ
とができた。

障害者(児）の状態に応じて
必要なサービスを受けること
により、生活の向上と社会参
加へとつながった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 対象者へ制度の周知を行う。

介護福祉課 R3 意思疎通支援、訪問入浴サー
ビスなどの委託事業と日常生
活用具、移動支援などの給付
事業を実施する。

介護福祉課 R4 意思疎通支援、訪問入浴サー
ビスなどの委託事業と日常生
活用具、移動支援などの給付
事業を実施する。

介護福祉課 R5 意思疎通支援、訪問入浴サー
ビスなどの委託事業と日常生
活用具、移動支援などの給付
事業を実施する。

介護福祉課 R6 意思疎通支援、訪問入浴サー
ビスなどの委託事業と日常生
活用具、移動支援などの給付
事業を実施する。

93 障害者自
立支援給
付事業

△障害者(児)
の状態に応じ
て、地域で生
活を行うため
のサービス提
供を行う。

△継続

4 8 12

R2～R6 4 8 12

94 障害者地
域生活支
援事業

△障害者等
が、その有す
る能力や適正
に応じ自立し
た日常生活又
は社会生活を
営むことがで
きるよう地域
の特性や利用
者の状況に応
じた柔軟な事
業形態による
事業を効率
的・効果的に
実施する。

△継続 R2～R6

2/91 施12



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

健康福祉課 R2 補装具の交付を行う 補装具の交付・修理の申請受
付、支給決定を行い、現物給
付することで、身体障害者の
経済的負担を軽減できた。

補装具を交付することで、身
体障害者の身体機能が補わ
れ、生活の質の改善につな
がった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 対象者へ制度の周知を行う。

介護福祉課 R3 補装具の交付を行う

介護福祉課 R4 補装具の交付を行う

介護福祉課 R5 補装具の交付を行う

介護福祉課 R6 補装具の交付を行う

健康福祉課 R2 重度心身障害者への医療費の
助成

重度心身障害者への医療費の
現物給付、償還払いを行うこ
とで、経済的負担が軽減され
た。

国保及び社会保険分を現物給
付とすることで、重度心身障
害者の窓口での負担が軽減さ
れた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 対象者へ制度の周知を行う。

介護福祉課 R3 重度心身障害者への医療費の
助成

介護福祉課 R4 重度心身障害者への医療費の
助成

介護福祉課 R5 重度心身障害者への医療費の
助成

介護福祉課 R6 重度心身障害者への医療費の
助成

95 身体障害
者（児）
補装具給
付事業

△身体障害者
の失われた部
位や欠陥のあ
る部分を補っ
て必要な身体
機能を獲得す
るため、ま
た、一人で移
動できるよう
に訓練するた
めの、補装具
の交付及び修
理を行う。

△継続

4 8 12

R2～R6 4 8 12

96 重度心身
障害者医
療費助成
事業

△身体障害者
福祉法による
身体障害者手
帳の1級及び2
級(一部内部
障害にあって
は3級)及び愛
護手帳Ａ、精
神保健福祉手
帳1級に該当
するものの医
療費を助成す
る。

△継続 R2～R6

3/91 施12



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

健康福祉課 R2 更生医療の助成を行う 申請受付、支給決定を行い、
医療を現物給付することで、
経済的負担が軽減された。

医療を給付することで、障害
を軽減し、日常生活を容易に
過ごすことにつながった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 対象者への制度の周知を行
う。

介護福祉課 R3 更生医療の助成を行う

介護福祉課 R4 更生医療の助成を行う

介護福祉課 R5 更生医療の助成を行う

介護福祉課 R6 更生医療の助成を行う

健康福祉課 R2 ・復興国立公園内道路維持業
務（草刈り業務）
・一般家庭の草取り、草刈り
業務

町社協に事務局を設置。就業登録
者71人(男性63人、女性8人)
・一般家庭の草取り、草刈り　延
べ140人
・三陸復興国立公園内道路維持業
務等草刈作業　38人

高齢者の就業の機会を確保す
ることができた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 就業登録者数を増やすため、
町社協と連携し事業の周知を
行う。

介護福祉課 R3 ・復興国立公園内道路維持業
務（草刈り業務）
・一般家庭の草取り、草刈り
業務

介護福祉課 R4 ・復興国立公園内道路維持業
務（草刈り業務）
・一般家庭の草取り、草刈り
業務

介護福祉課 R5 ・復興国立公園内道路維持業
務（草刈り業務）
・一般家庭の草取り、草刈り
業務

介護福祉課 R6 ・復興国立公園内道路維持業
務（草刈り業務）
・一般家庭の草取り、草刈り
業務

97 更生医療
給付事業

△身体障害者
の身体機能障
害を軽減又は
改善させるた
めの医療を行
う指定医療機
関に委託し、
現物給付を行
う。

△継続

4 8 12

R2～R6 4 8 12

98 いきいき
シルバー
バンク事
業

△定年退職者
等の高齢者の
臨時的かつ短
期定的な就業
又はその他の
簡易な業務に
係る就業の機
会を確保し、
高齢者の生き
がいの充実と
社会参加の促
進を図る。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

健康福祉課 R2 例年どおり敬老会を開催予定
だったが、新型コロナウイル
スの感染拡大防止のため地区
敬老会は中止とした。

地区敬老会を中止としたが、
対象者に対して各地区の区長
の協力により、記念品を個別
配布した。

対象者に記念品を配布するこ
とができた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 新型コロナウイルス感染症の
状況を見ながら、開催方法等
を検討する。

介護福祉課 R3 敬老月間である９月に地区集
会所等で敬老会を開催する。

介護福祉課 R4 敬老月間である９月に地区集
会所等で敬老会を開催する。

介護福祉課 R5 敬老月間である９月に地区集
会所等で敬老会を開催する。

介護福祉課 R6 敬老月間である９月に地区集
会所等で敬老会を開催する。

健康福祉課 R2 8単位老人クラブ及び連合会
の活動費に補助金を交付す
る。

8単位老人クラブ及び老人ク
ラブ連合会の活動費に補助金
を交付した。

新型コロナウイルスにより活
動が制限される中で、事業内
容を見直しながら活動を行っ
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 新型コロナウィルス感染症の
状況を見ながら活動を行う。

介護福祉課 R3 8単位老人クラブ及び連合会
の活動費に補助金を交付す
る。

介護福祉課 R4 8単位老人クラブ及び連合会
の活動費に補助金を交付す
る。

介護福祉課 R5 8単位老人クラブ及び連合会
の活動費に補助金を交付す
る。

介護福祉課 R6 8単位老人クラブ及び連合会
の活動費に補助金を交付す
る。

99 敬老会開
催補助事
業

△町社会福祉
協議会が窓口
となって行政
区等で実施し
ている敬老会
に係る経費に
対して補助金
を交付する。

△継続

4 8 12

R2～R6 4 8 12

100 老人クラ
ブ育成支
援事業

△8単位老人
クラブと町の
老人クラブ連
合会の活動費
に対して補助
金を交付す
る。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

健康福祉課 R2 要件を満たす活動をしている
団体からの申請に基づき、補
助金を交付する。

65歳以上の町民10人以上で構
成され、週1回以上介護予防
に資する活動をしている7団
体に対して補助金を交付し
た。

各団体でダンス、体操、卓
球、カラオケ等が意欲的にに
行われ、介護予防につながっ
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 介護予防を推進するため、対
象団体の増を検討する。

介護福祉課 R3 要件を満たす活動をしている
団体からの申請に基づき、補
助金を交付する。

介護福祉課 R4 要件を満たす活動をしている
団体からの申請に基づき、補
助金を交付する。

介護福祉課 R5 要件を満たす活動をしている
団体からの申請に基づき、補
助金を交付する。

介護福祉課 R6 要件を満たす活動をしている
団体からの申請に基づき、補
助金を交付する。

健康福祉課 R2 高齢者を対象に、ハートフル
プラザ・はしかみにおいて通
所の事業を実施する。

事業を町社協に委託し75回実
施した。実利用者数54人、延
べ利用者数1,213人となっ
た。

新型コロナの影響で、4月か
ら5月まで事業を休止し6月か
ら再開。閉じこもり予防、利
用者同士の交流が図られ、体
操等を行うことで介護予防に
つながった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 介護予防に効果のある事業内
容を検討する。

介護福祉課 R3 高齢者を対象に、ハートフル
プラザ・はしかみにおいて通
所の事業を実施する。

介護福祉課 R4 高齢者を対象に、ハートフル
プラザ・はしかみにおいて通
所の事業を実施する。

介護福祉課 R5 高齢者を対象に、ハートフル
プラザ・はしかみにおいて通
所の事業を実施する。

介護福祉課 R6 高齢者を対象に、ハートフル
プラザ・はしかみにおいて通
所の事業を実施する。

101 高齢者通
いの場支
援事業

△高齢者の社
会的孤立の解
消、心身の健
康保持及び介
護予防に資す
る住民主体の
通いの場を運
営する団体等
に補助金を交
付する。

△継続

4 8 12

R2～R6 4 8 12

102 ハート生
き活き事
業

△家に閉じこ
もりがちな高
齢者等に対
し、通所の事
業を実施す
る。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

健康福祉課 R2 認知症カフェの開催や認知症
初期集中支援チーム活動を行
う。

事業を町社協に委託し、認知
症カフェを75回開催。東八戸
病院の医師・作業療法士、地
域包括支援センター職員4人
を認知症初期集中支援チーム
員として配置した。

新型コロナの影響で、4月から5月
まで認知症カフェを休止、6月か
ら再開し、認知症に対する正しい
知識の普及啓発、認知症の早期診
断、早期対応等の支援体制の構築
などを行うことができた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 認知症初期集中支援チームに
つなげる対象者を増やす方法
を検討する。

介護福祉課 R3 認知症カフェの開催や認知症
初期集中支援チーム活動を行
う。

介護福祉課 R4 認知症カフェの開催や認知症
初期集中支援チーム活動を行
う。

介護福祉課 R5 認知症カフェの開催や認知症
初期集中支援チーム活動を行
う。

介護福祉課 R6 認知症カフェの開催や認知症
初期集中支援チーム活動を行
う。

健康福祉課 R2 生活支援サービスを担う事業
主体等と連携しながら、高齢
者の社会参加を推進する。

事業を町社協に委託。住民ボ
ランティアによるほのぼの交
流協力員34チーム121人、近
隣ネット協力員13チーム41人
を編成し、ひとり暮らし高齢
者等を訪問した。

独居高齢者等の孤独感の解
消、けがや病気等の早期発見
等につながり、地域全体で支
え合う活動を推進することが
できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 独居高齢者、高齢者夫婦世帯
が急増し、親族間、地域社会
との交流が希薄になった世帯
も増えているため、日常の見
守り体制の充実について検討
する。

介護福祉課 R3 生活支援サービスを担う事業
主体等と連携しながら、高齢
者の社会参加を推進する。

介護福祉課 R4 生活支援サービスを担う事業
主体等と連携しながら、高齢
者の社会参加を推進する。

介護福祉課 R5 生活支援サービスを担う事業
主体等と連携しながら、高齢
者の社会参加を推進する。

介護福祉課 R6 生活支援サービスを担う事業
主体等と連携しながら、高齢
者の社会参加を推進する。

103 認知症総
合支援事
業

△認知症に
なっても本人
の意思が尊重
され、できる
限り住み慣れ
た地域で生活
し続けること
ができるよ
う、支援体制
の構築と認知
症ケアの向上
を図る。

△継続

4 8 12

R2～R6 4 8 12

104 生活支援
体制整備
事業

△生活支援・
介護予防サー
ビスの充実を
図るとともに
地域における
支え合いの体
制づくりを推
進する。

△継続 R2～R6
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

健康福祉課 R2 100歳の誕生月に町長が訪
問。88歳は敬老会の場もしく
は健康福祉課にて支給する。

敬老祝金の支給を行った。
100歳　4人
88歳　73人

新型コロナウイルス感染症の
影響により、地区敬老会を中
止しとしため、88歳の支給を
変更して行った。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 新型コロナウイルス感染症の
状況を見ながら、支給方法等
を検討する。

介護福祉課 R3 100歳の誕生月に町長が訪
問。88歳は敬老会の場もしく
は 健康福祉課介護福祉課にて
支給する。

介護福祉課 R4 100歳の誕生月に町長が訪
問。88歳は敬老会の場もしく
は 健康福祉課介護福祉課にて
支給する。

介護福祉課 R5 100歳の誕生月に町長が訪
問。88歳は敬老会の場もしく
は 健康福祉課介護福祉課にて
支給する。

介護福祉課 R6 100歳の誕生月に町長が訪
問。88歳は敬老会の場もしく
は 健康福祉課介護福祉課にて
支給する。

健康福祉課 R2 申請により安心電話の設置を
行うとともに、社会福祉協議
会に事業運営を委託する。

希望するひとり暮らし高齢者
世帯に新規に3台設置し、
引っ越しにより1台撤去。計
14人が利用した。

ひとり暮らし高齢者と近隣住
民、関係機関のネットワーク
化を図ることで、精神的な不
安や孤独・孤立の解消につな
がった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ 新規相談が増えており、ひと
り暮らし高齢者の生活上の不
安を解消できるよう事業の周
知を行う。

介護福祉課 R3 申請により安心電話の設置を
行うとともに、社会福祉協議
会に事業運営を委託する。

介護福祉課 R4 申請により安心電話の設置を
行うとともに、社会福祉協議
会に事業運営を委託する。

介護福祉課 R5 申請により安心電話の設置を
行うとともに、社会福祉協議
会に事業運営を委託する。

介護福祉課 R6 申請により安心電話の設置を
行うとともに、社会福祉協議
会に事業運営を委託する。

105 敬老祝金
支給事業

△高齢者に対
し敬老の意を
表し、あわせ
てその福祉の
増進を図るこ
とを目的とし
て、100歳に
10万円、88歳
に1万円を敬
老祝金として
支給する。

△継続

4 8 12

R2～R6 4 8 12

106 緊急通報
体制等整
備事業

△ひとり暮ら
しの高齢者等
の孤独や孤独
感を解消する
とともに緊急
時の安全と精
神的不安を取
り除き、住み
慣れた地域社
会の中で引き
続き生活でき
るよう支援す
る。

△継続 R2～R6
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健康福祉課 R2 ほのぼの交流協力員による見
守り訪問や交流会を開催す
る。

事業を町社協に委託。拠点と
なる各地区の集会所に高齢者
が集まり、体操やレク等を行
うほのぼの交流会を54回、ほ
のぼのサロンを29回開催し
た。

新型コロナの影響で、4月から5月
まで事業を休止し6月から再開。
地域の横のつながりを形成し、住
民相互の交流が図られ、仲間づく
り、安否確認、介護予防、閉じこ
もりの防止等につながった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 介護予防に効果のある事業内
容を検討する。

介護福祉課 R3 ほのぼの交流協力員による見
守り訪問や交流会を開催す
る。

介護福祉課 R4 ほのぼの交流協力員による見
守り訪問や交流会を開催す
る。

介護福祉課 R5 ほのぼの交流協力員による見
守り訪問や交流会を開催す
る。

介護福祉課 R6 ほのぼの交流協力員による見
守り訪問や交流会を開催す
る。

107 ほのぼの
交流推進
事業

△地域におけ
る住民参加に
よる福祉活動
をその地域の
実情に即し、
総合的に推進
する。

△継続 12R2～R6 4 8
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Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

総務課 R2 自主防災組織による訓練実施
の促進、研修会への参加、地
域での防火広報用のぼり旗を
購入する。

火災予防のぼり旗を在庫分で
更新した。

防災訓練を実施予定だった自
主防災会も複数あったが、新
型コロナウイルス感染症によ
り実施に至らなかった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 防災訓練未実施の組織に対
し、訓練実施の支援及び助言
を行う。

総務課 R3 自主防災組織による訓練実施
の促進、研修会への参加、地
域での防火広報用のぼり旗を
購入する。

総務課 R4 自主防災組織による訓練実施
の促進、研修会への参加、地
域での防火広報用のぼり旗を
購入する。

総務課 R5 自主防災組織による訓練実施
の促進、研修会への参加、地
域での防火広報用のぼり旗を
購入する。

総務課 R6 自主防災組織による訓練実施
の促進、研修会への参加、地
域での防火広報用のぼり旗を
購入する。

総務課 R2 新たに100台の戸別受信機を
購入。導入済みの405台の戸
別受信機の内、故障したもの
を随時更新。

故障機の交換用として100台
の戸別受信機を購入した。
令和2年度は15件の交換作業
に対応できた。

予定どおり実施した。
故障時の迅速な対応が可能と
なり、また、町民の安心安全
に寄与できている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 設置世帯から交換依頼が随時
寄せられるものと考える。
今後も迅速な対応を心掛け
る。

総務課 R3 土砂災害警戒区域内戸別受信
機未設置92世帯に設置。導入
済みの405台の内、故障した
ものを随時更新。

総務課 R4 導入済みの497台の戸別受信
機の内、故障したものを随時
更新。

総務課 R5 導入済みの497台の戸別受信
機の内、故障したものを随時
更新。

総務課 R6 導入済みの497台の戸別受信
機の内、故障したものを随時
更新。

年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

8

施策基本目標

13

4 8 13

プロジェクト

R2～R6

R2～R6 4■導入から相
当年数経過し
た戸別受信機
を更新する。

■新規

108 地域防災
活動事業

△防災訓練実
施組織に対す
る支援及び助
言を行う。
△防災訓練未
実施組織に対
する呼び掛け
を行う。

△継続

109 防災無線
戸別受信
機更新事
業

1/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総務課 R2

総務課 R3 防火水槽（29基）の標識を更
新する。

総務課 R4 防火水槽（29基）の標識を更
新する。

総務課 R5 防火水槽（29基）の標識を更
新する。

総務課 R6 標識の維持管理を行う。

総務課 R2 消火栓を新設又は老朽化した
ものを更新し、消防水利の充
実を図る。

老朽化により修繕不能となっ
た既存の1基について更新し
た。

新設はなかったものの、更新
を行ったことにより、消防力
の維持が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 分署と水利の充足率などを踏
まえ設置個所について検討
し、新設又は更新していく。

総務課 R3 消火栓を新設又は老朽化した
ものを更新し、消防水利の充
実を図る。

総務課 R4 消火栓を新設又は老朽化した
ものを更新し、消防水利の充
実を図る。

総務課 R5 消火栓を新設又は老朽化した
ものを更新し、消防水利の充
実を図る。

総務課 R6 消火栓を新設又は老朽化した
ものを更新し、消防水利の充
実を図る。

13R3～R6

4 8

4 8110 防火水槽
標識更新
事業

■老朽化が著
しい防火水槽
標識（全87
基）の更新を
行う。

■新規

13111 消火栓整
備事業

△消防水利の
充実のため、
計画的な消火
栓の整備を行
う。

△継続 R2～R6

2/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総務課 R2 町広報紙などによる消防団の
ＰＲや団員募集を行う。ま
た、女性消防クラブ(5団体)
及び少年消防クラブ(4団体)
の育成事業を推進する。

町広報紙などによる消防団の
PRや団員募集。女性消防クラ
ブ(3団体)及び少年消防クラ
ブ(4団体)に対し育成事業を
進め、活動への報奨金助成を
行った。

女性消防クラブは担い手不足
から1団体（石鉢）が解散、2
団体（赤保内・大蛇）が活動
休止となった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 消防団員確保のための広報
や、少年・女性消防クラブの
活動支援を行い、活性化を目
指す。

総務課 R3 町広報紙などによる消防団の
ＰＲや団員募集を行う。ま
た、女性消防クラブ(5団体)
及び少年消防クラブ(4団体)
の育成事業を推進する。

総務課 R4 町広報紙などによる消防団の
ＰＲや団員募集を行う。ま
た、女性消防クラブ(5団体)
及び少年消防クラブ(4団体)
の育成事業を推進する。

総務課 R5 町広報紙などによる消防団の
ＰＲや団員募集を行う。ま
た、女性消防クラブ(5団体)
及び少年消防クラブ(4団体)
の育成事業を推進する。

総務課 R6 町広報紙などによる消防団の
ＰＲや団員募集を行う。ま
た、女性消防クラブ(5団体)
及び少年消防クラブ(4団体)
の育成事業を推進する。

総務課 R2 第3分団屯所設計業務及び盛
土工事を行う。

第3分団屯所設計業務及び盛
土工事を行った。

設計業務及び盛土工事は予定
どおり終了した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 分団と協議しながら早期完成
を目指す。

総務課 R3 第3分団屯所移転新築工事及
び旧屯所解体工事を行う。

総務課 R4 第3分団ポンプ車を更新す
る。
第5分団屯所用地の選定を行
う。

総務課 R5 第5分団屯所設計業務等を行
う。

総務課 R6 第5分団屯所移転新築工事及
び旧屯所解体工事を行う。

4 8

113 消防施設
等整備事
業

◎消防力強化
を図るため、
消防施設・消
防資材を整備
する。
◎令和2年
度・3年度で
第3分団屯所
を更新する。
◎令和4年度
に第3分団消
防車両を更新
する。
◎令和5年
度・6年度で
第5分団屯所
を更新する。

◎拡充

13R2～R6112 消防団加
入促進事
業

△消防団活動
の周知・ＰＲ
を行う。
△少年消防ク
ラブ・女性消
防クラブへの
支援を行う。
△少年消防ク
ラブ等の体制
強化による地
域防災を担う
人材の育成を
図る。

△継続

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総務課 R2 光ブロードバンドへの加入を
促進する。

集会所にＷｉ-Ｆｉの接続方
法に関する資料を設置した。
Ｗｉ-Ｆｉ機器の動作確認を
実施した。

操作説明、接続に関する資料
を引き続き設置した。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 操作方法等を周知し、利便性
についてＰＲを行う。

総務課 R3 光ブロードバンドへの加入を
促進する。

総務課 R4 光ブロードバンドへの加入を
促進する。

総務課 R5 光ブロードバンドへの加入を
促進する。

総務課 R6 光ブロードバンドへの加入を
促進する。

総務課 R2 マイナンバーカードの普及促
進を図るために、窓口への申
請用端末設置、出張受付など
を行う。

マイナポイント手続用専用端
末の設置、申請に係る来庁者
対応など、国の事業推進と一
体的にカード普及に取り組ん
だ。

予定どおり実施している。
マイナンバーカードの普及に
効果があった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ マイナポイント事業に係るマ
イナンバーカード申請の終期
が令和3年4月末であるため、
今後の普及方法について検討
する。

総務課 R3 マイナンバーカードの普及促
進を図るために、窓口への申
請用端末設置、出張受付など
を行う。

総務課 R4 マイナンバーカードの普及促
進を図るために、窓口への申
請用端末設置、出張受付など
を行う。

総務課 R5 マイナンバーカードの普及促
進を図るために、窓口への申
請用端末設置、出張受付など
を行う。

総務課 R6 マイナンバーカードの普及促
進を図るために、窓口への申
請用端末設置、出張受付など
を行う。

4 8 13

115 社会保
障・税番
号制度推
進事業

△情報連携等
の円滑な推進
を図る。
△電子申請に
よる住民の負
担軽減や事務
の効率化につ
なげる。

△継続

114 光ケーブ
ル管理事
業

△町が整備し
た東部地区に
係るブロード
バンド加入状
況の管理を行
う。
△ブロードバ
ンド加入率向
上のＰＲを行
う。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総務課 R2 町からの行政情報やイベント
情報等を迅速・正確に提供す
るためホームページの管理を
行う。

町からの行政情報やイベント
情報等を随時更新し、迅速・
正確に提供するためホーム
ページの管理を行った。

予定どおり実施した。ホーム
ページを更新することで、迅
速に行政情報等を提供するこ
とができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 引き続き、迅速・正確な情報
提供を行う。

総務課 R3 町からの行政情報やイベント
情報等を迅速・正確に提供す
るためホームページの管理を
行う。

総務課 R4 町からの行政情報やイベント
情報等を迅速・正確に提供す
るためホームページの管理を
行う。

総務課 R5 町からの行政情報やイベント
情報等を迅速・正確に提供す
るためホームページの管理を
行う。

総務課 R6 町からの行政情報やイベント
情報等を迅速・正確に提供す
るためホームページの管理を
行う。

総務課 R2 行政の現状や施策の取組状
況、催し物の案内等、様々な
行政情報を正確に町民に伝え
る。

月1回広報を発行し、行政の
現状や施策の取組状況、催し
物の案内等を多くの町民に伝
えた。

予定どおり実施した。広報を
作成することで、多くの町民
に行政情報等を提供すること
ができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ 引き続き、月1回広報紙を発
行し、行政情報等を正確に提
供する。

総務課 R3 行政の現状や施策の取組状
況、催し物の案内等、様々な
行政情報を正確に町民に伝え
る。

総務課 R4 行政の現状や施策の取組状
況、催し物の案内等、様々な
行政情報を正確に町民に伝え
る。

総務課 R5 行政の現状や施策の取組状
況、催し物の案内等、様々な
行政情報を正確に町民に伝え
る。

総務課 R6 行政の現状や施策の取組状
況、催し物の案内等、様々な
行政情報を正確に町民に伝え
る。

4 8 13

117 広報紙作
成事業

△行政の現状
や取組状況な
ど、様々な行
政情報を伝え
るため、広報
はしかみの発
行を行う。

△継続

116 町ホーム
ページ管
理事業

△インター
ネット上で町
の行政情報や
イベント情報
を迅速に提供
するため、町
ホームページ
の管理を行
う。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13

5/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総務課 R2 町の例規の制定、改廃等を例
規管理システムにより管理
し、ホームページで公表す
る。

町の例規の制定、改廃等を例
規管理システムによりペー
パーレス化し、ホームページ
により公表し、情報を提供し
た。

予定どおり実施した。
(改廃件数) 条例 29件、規則
21件、訓令  9件、要綱 31件

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 引き続き、町の例規の制定、
改廃等をペーパーレス化し、
ホームページにより公表し、
情報を提供する。

総務課 R3 町の例規の制定、改廃等を例
規管理システムにより管理
し、ホームページで公表す
る。

総務課 R4 町の例規の制定、改廃等を例
規管理システムにより管理
し、ホームページで公表す
る。

総務課 R5 町の例規の制定、改廃等を例
規管理システムにより管理
し、ホームページで公表す
る。

総務課 R6 町の例規の制定、改廃等を例
規管理システムにより管理
し、ホームページで公表す
る。

総合政策課 R2 空き家バンク制度の周知や情
報発信を行い、登録物件数の
増加及び移住定住を促進す
る。

制度の周知、物件登録や利用
登録の相談対応を行い、2件
がマッチングした。

空き家等対策計画の推進に合
わせ、空き家の利活用対策を
検討する。
成約物件のうち1件は町外か
らの移住となった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 空き家情報の収集と発信、助
成制度の周知を行い、移住・
定住を促進していく。

総合政策課 R3 空き家バンク制度の周知や情
報発信を行い、登録物件数の
増加及び移住定住を促進す
る。

総合政策課 R4 空き家バンク制度の周知や情
報発信を行い、登録物件数の
増加及び移住定住を促進す
る。

総合政策課 R5 空き家バンク制度の周知や情
報発信を行い、登録物件数の
増加及び移住定住を促進す
る。

総合政策課 R6 空き家バンク制度の周知や情
報発信を行い、登録物件数の
増加及び移住定住を促進す
る。

4 8 13

119 空き家等
対策推進
事業

△空き家等対
策計画に基づ
き、空き家の
発生予防・適
切な管理・利
活用の促進を
図る。
△空き家バン
ク制度を推進
するため、財
政支援を行
う。

△継続

118 例規集の
電子化

△町の例規に
ついて、ペー
パーレス化を
図り、イン
ターネットに
よる情報化と
情報提供の推
進を図る。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総合政策課 R2 地域住民の要請に対する速や
かな対応、円滑な施設の維
持・管理運営のため指定管理
により集会所を管理する。

地元町内会等を指定管理者に
指定することで、円滑な施設
運営が行われた。

予定どおり実施。施設の管理
運営が円滑に行われた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 引き続き継続する。

総合政策課 R3 地域住民の要請に対する速や
かな対応、円滑な施設の維
持・管理運営のため指定管理
により集会所を管理する。

総合政策課 R4 地域住民の要請に対する速や
かな対応、円滑な施設の維
持・管理運営のため指定管理
により集会所を管理する。

総合政策課 R5 地域住民の要請に対する速や
かな対応、円滑な施設の維
持・管理運営のため指定管理
により集会所を管理する。次
年度以降の指定管理者の選定
を行う。

総合政策課 R6 地域住民の要請に対する速や
かな対応、円滑な施設の維
持・管理運営のため指定管理
により集会所を管理する。

総合政策課 R2 これまでの活用実績を調査
し、見直しを検討する。

町ホームページにて周知し
た。申請件数は1件。

予定どおり実施した。新型コ
ロナウイルス感染症の影響も
あり、昨年より2件少ない件
数となった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ メニューの見直しを行い、広
く活用していただける講座を
実施する。

総合政策課 R3 各課に依頼し、講座メニュー
の見直しを実施。

総合政策課 R4 関係団体等に周知を行い、制
度の利用促進を図る。

総合政策課 R5 関係団体等に周知を行い、制
度の利用促進を図る。

総合政策課 R6 関係団体等に周知を行い、制
度の利用促進を図る。

4 8 13

121 出前講座
事業

△町民が企画
して主催する
学習活動の場
に町職員を講
師として派遣
し、出前講座
の実施を通し
て学習機会の
充実及び意識
啓発を図る活
動を推進す
る。

△継続

120 指定管理
による集
会所管理
事業

△地域住民の
要請に速やか
に対応でき、
また、施設の
維持・管理運
営を円滑に行
うため、集会
所の管理を指
定管理者に行
わせる。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13

7/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総合政策課 R2 地域住民の創意工夫により自
らが共同作業で実施する事業
に対し補助金を交付する。使
用しやすい制度となるよう常
に検討を重ねる。

地域主導の環境整備事業等が
行われた。よりよい制度検討
のため次年度にアンケートを
実施する準備をした。

予定どおり実施。地域の活性
化に直結する事業の推進が図
られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 第2次協働のまちづくり地区
計画の推進のため引き続き継
続する。

総合政策課 R3 地域住民の創意工夫により自
らが共同作業で実施する事業
に対し補助金を交付する。使
用しやすい制度となるよう常
に検討を重ねる。

総合政策課 R4 地域住民の創意工夫により自
らが共同作業で実施する事業
に対し補助金を交付する。使
用しやすい制度となるよう常
に検討を重ねる。

総合政策課 R5 地域住民の創意工夫により自
らが共同作業で実施する事業
に対し補助金を交付する。使
用しやすい制度となるよう常
に検討を重ねる。

総合政策課 R6 地域住民の創意工夫により自
らが共同作業で実施する事業
に対し補助金を交付する。使
用しやすい制度となるよう常
に検討を重ねる。

総合政策課 R2 地域住民の連帯強化を図りな
がら地区計画を推進するた
め、各地区に交付金を交付す
る。使用しやすい制度となる
よう常に検討を重ねる。

各地区の活動状況を確認しな
がら、地区計画推進交付金を
交付した。よりよい制度検討
のため次年度にアンケートを
実施する準備をした。

予定どおり実施することで、
地区計画の推進が図られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ 第2次協働のまちづくり地区
計画の推進のため引き続き継
続する。

総合政策課 R3 地域住民の連帯強化を図りな
がら地区計画を推進するた
め、各地区に交付金を交付す
る。使用しやすい制度となる
よう常に検討を重ねる。

総合政策課 R4 地域住民の連帯強化を図りな
がら地区計画を推進するた
め、各地区に交付金を交付す
る。使用しやすい制度となる
よう常に検討を重ねる。

総合政策課 R5 地域住民の連帯強化を図りな
がら地区計画を推進するた
め、各地区に交付金を交付す
る。使用しやすい制度となる
よう常に検討を重ねる。

総合政策課 R6 地域住民の連帯強化を図りな
がら地区計画を推進するた
め、各地区に交付金を交付す
る。使用しやすい制度となる
よう常に検討を重ねる。

4 8 13

123 地区計画
推進交付
金交付事
業

△地域住民の
連帯強化を図
りながら協働
のまちづくり
地区計画を推
進するため
に、各地区に
対して地区計
画推進交付金
を交付する。

△継続

122 協働のま
ちづくり
支援事業

△地域の活性
化と身近な生
活環境改善等
のため、地域
住民の創意工
夫により自ら
が共同作業で
実施する事業
に対して補助
金を交付す
る。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

総合政策課 R2 総合管理計画に基づく施設の
計画的な保全を実施する。

総合管理計画・個別施設計画
に基づく施設の計画的な更新
や保全を実施した。

個別施設計画に基づき、施設
の更新等を進めた。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 計画期間中は、ＰＤＣＡサイ
クルに基づき主な進行管理を
行う。

総合政策課 R3 総合管理計画に基づく施設の
計画的な保全を実施するとと
もに、計画の見直しを図る。

総合政策課 R4 総合管理計画に基づく施設の
計画的な保全を実施する。

総合政策課 R5 総合管理計画に基づく施設の
計画的な保全を実施する。

総合政策課 R6 総合管理計画に基づく施設の
計画的な保全を実施する。

税務課 R2 コンビニ及びマル公納付を導
入し、運用を開始する。

コンビニ及びマル公納付を導
入し、運用を開始した。
町ホームページや広報紙での
周知に努めた。

予定どおり実施し、4税合計の実
績は次のとおり。
・コンビニ納付
 12,062件、22.87％、160百万円
・マル公納付
 1,578件、2.99％、20百万円

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 引き続き事業内容の周知に努
めるとともに、口座振替の利
用についても促進する。

税務課 R3 コンビニ及びマル公納付の運
用

税務課 R4 コンビニ及びマル公納付の運
用

税務課 R5 コンビニ及びマル公納付の運
用

税務課 R6 コンビニ及びマル公納付の運
用

4 8 13

125 コンビニ
及びマル
公納付導
入事業

■納税者の利
便性向上、期
限内納付率の
上昇及び業務
の効率化を図
るため軽自動
車税（種別
割）、固定資
産税、町県民
税（普通徴
収）、国民健
康保険税の4
税にコンビニ
及びマル公納
付を導入す
る。

■新規

124 公共施設
等総合管
理計画推
進事業

△階上町公共
施設等総合管
理計画に基づ
き、公共施設
の計画的保全
による長寿命
化等の取組を
推進する。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

町民生活課 R2 町民の負担軽減のため、火葬
料に係る補助金を交付する。

火葬料に係る補助金を交付し
た。（R2年度実績81件）

予定どおり実施した。
町民負担が軽減された。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

町民生活課 R3 町民の負担軽減のため、火葬
料に係る補助金を交付する。

町民生活課 R4 町民の負担軽減のため、火葬
料に係る補助金を交付する。

町民生活課 R5 町民の負担軽減のため、火葬
料に係る補助金を交付する。

町民生活課 R6 町民の負担軽減のため、火葬
料に係る補助金を交付する。

町民生活課 R2 家庭から排出される生活系ご
みを適切に処理するため衛生
的に収集し処理施設まで運搬
する業務を委託する。

予定どおり実施。ごみ収集によ
り町の環境衛生が保たれた。
可燃ごみ：2,633ｔ、不燃ご
み：130ｔ、資源物：411ｔ、粗
大ごみ：182ｔ、有害ごみ：5ｔ

予定どおり実施した。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

町民生活課 R3 家庭から排出される生活系ご
みを適切に処理するため衛生
的に収集し処理施設まで運搬
する業務を委託する。

町民生活課 R4 家庭から排出される生活系ご
みを適切に処理するため衛生
的に収集し処理施設まで運搬
する業務を委託する。

町民生活課 R5 家庭から排出される生活系ご
みを適切に処理するため衛生
的に収集し処理施設まで運搬
する業務を委託する。

町民生活課 R6 家庭から排出される生活系ご
みを適切に処理するため衛生
的に収集し処理施設まで運搬
する業務を委託する。

4 8 13

127 ごみ収集
運搬事業

△町内から排
出される生活
系ごみを八戸
地域広域市町
村圏事務組合
で管理するご
み処理施設ま
で町の分別
ルール（可燃
ごみ、資源ご
み、不燃ご
み、粗大ご
み、不法投棄
ごみ、有害ご
み等）に沿っ
て適正に収集
運搬する業務
を委託する。

△継続

126 火葬料補
助金事業

△本町には斎
場が無く、町
民が死亡した
場合等は近隣
市町村の斎場
を利用し火葬
料を支払って
いることか
ら、町民の負
担軽減を図る
ことを目的と
して火葬料の
半額を補助す
る。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13

10/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

町民生活課 R2 これまでの調査結果をもとに
改善に向けた取組や異常発生
時の水質調査を実施する。

これまでの調査結果を基に、
水質調査の結果が良好ではな
い地域に対し、戸別訪問を
行った。

予定どおり実施。異常が発生
した場合、速やかに対応が可
能。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 水質調査の結果が良好でない
箇所の水質改善に向けた対策
を講じる。

町民生活課 R3 これまでの調査結果をもとに
改善に向けた取組や異常発生
時の水質調査を実施する。

町民生活課 R4 これまでの調査結果をもとに
改善に向けた取組や異常発生
時の水質調査を実施する。

町民生活課 R5 これまでの調査結果をもとに
改善に向けた取組や異常発生
時の水質調査を実施する。

町民生活課 R6 これまでの調査結果をもとに
改善に向けた取組や異常発生
時の水質調査を実施する。

町民生活課 R2 狂犬病予防集合注射の実施や
犬の登録・予防注射の周知、
啓発を行う。

各地区巡回による予防注射を
実施。未接種の飼い主には勧
奨通知をした。2年度実績：
709頭

予定どおり実施。町民負担の
軽減及び予防注射の一定数の
確保。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

町民生活課 R3 狂犬病予防集合注射の実施や
犬の登録・予防注射の周知、
啓発を行う。

町民生活課 R4 狂犬病予防集合注射の実施や
犬の登録・予防注射の周知、
啓発を行う。

町民生活課 R5 狂犬病予防集合注射の実施や
犬の登録・予防注射の周知、
啓発を行う。

町民生活課 R6 狂犬病予防集合注射の実施や
犬の登録・予防注射の周知、
啓発を行う。

4 8 13

129 狂犬病予
防注射事
業

△狂犬病の感
染（まん延）
防止を図るた
めに、獣医師
と地区を巡回
して予防注射
の接種を実施
する。

△継続

128 河川等水
質調査事
業

△太平洋沿岸
へ流れ出る河
川や水路の水
質の状況を調
査し、環境へ
の影響を監視
する。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

町民生活課 R2 町の交通安全活動の中心団体
である安協階上支部に補助金
を交付し、当該団体の交通安
全事業の展開をサポートす
る。

交通安全啓発グッズの配布及
び街頭広報活動による意識啓
発等。
カーブミラー　新設：1基、
修繕：7箇所

新型コロナウイルス感染症に
伴い、行事の中止あり。
交通死亡事故ゼロ日継続中。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

町民生活課 R3 町の交通安全活動の中心団体
である安協階上支部に補助金
を交付し、当該団体の交通安
全事業の展開をサポートす
る。

町民生活課 R4 町の交通安全活動の中心団体
である安協階上支部に補助金
を交付し、当該団体の交通安
全事業の展開をサポートす
る。

町民生活課 R5 町の交通安全活動の中心団体
である安協階上支部に補助金
を交付し、当該団体の交通安
全事業の展開をサポートす
る。

町民生活課 R6 町の交通安全活動の中心団体
である安協階上支部に補助金
を交付し、当該団体の交通安
全事業の展開をサポートす
る。

町民生活課 R2 町防犯協会に補助金を交付
し、当該団体の防犯啓発活動
事業の展開をサポートする。

防犯指導隊によるパトロール
の実施及び啓発グッズ配布等
を行った。

新型コロナウイルス感染症に
伴い、各種行事の中止あり。
防犯意識の推進及び犯罪の抑
制に寄与した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

町民生活課 R3 町防犯協会に補助金を交付
し、当該団体の防犯啓発活動
事業の展開をサポートする。

町民生活課 R4 町防犯協会に補助金を交付
し、当該団体の防犯啓発活動
事業の展開をサポートする。

町民生活課 R5 町防犯協会に補助金を交付
し、当該団体の防犯啓発活動
事業の展開をサポートする。

町民生活課 R6 町防犯協会に補助金を交付
し、当該団体の防犯啓発活動
事業の展開をサポートする。

4 8 13

131 階上町防
犯協会補
助金

△犯罪のない
明るく住みよ
いまちづくり
を推進するた
め、階上町防
犯協会に補助
金を交付す
る。

△継続

130 八戸地区
交通安全
協会階上
支部補助
金

△交通事故の
ない明るく住
みよいまちづ
くりを推進す
るため、八戸
地区交通安全
協会階上支部
に補助金を交
付する。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

町民生活課 R2 町が防犯灯電気料を負担し、
所有者である行政区等が防犯
灯を適正に維持管理する。

ＬＥＤ等防犯灯(2,247基分)
電気料に係る補助金を交付し
た。

予定どおり実施。町内会負担
の軽減。ＬＥＤ化率の向上に
伴い、補助金（電気料金）が
減少傾向にある。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ ＬＥＤ防犯灯への交換が完了
したこと及び事務の効率化を
図るためＲ元年度で補助金を
終了し町が直接電気料の支払
を開始した。引き続き事業を
継続し、町内会負担の軽減を
図る。

町民生活課 R3 町が防犯灯電気料を負担し、
所有者である行政区等が防犯
灯を適正に維持管理する。

町民生活課 R4 町が防犯灯電気料を負担し、
所有者である行政区等が防犯
灯を適正に維持管理する。

町民生活課 R5 町が防犯灯電気料を負担し、
所有者である行政区等が防犯
灯を適正に維持管理する。

町民生活課 R6 町が防犯灯電気料を負担し、
所有者である行政区等が防犯
灯を適正に維持管理する。

町民生活課 R2 信用生協が行う多重債務者等
の生活再生を図る貸付事業の
ため、貸付資金を融資する金
融機関に対して預託する。

青森銀行及びみちのく銀行へ
貸付金を預託。
○消費者救済資金新規貸付0
件　継続貸付2件
○生活再建資金新規貸付0件
継続貸付2件

予定どおり実施。相談者に専
門的な窓口への案内が可能と
なり、職員の事務負担が軽減
された。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

町民生活課 R3 信用生協が行う多重債務者等
の生活再生を図る貸付事業の
ため、貸付資金を融資する金
融機関に対して預託する。

町民生活課 R4 信用生協が行う多重債務者等
の生活再生を図る貸付事業の
ため、貸付資金を融資する金
融機関に対して預託する。

町民生活課 R5 信用生協が行う多重債務者等
の生活再生を図る貸付事業の
ため、貸付資金を融資する金
融機関に対して預託する。

町民生活課 R6 信用生協が行う多重債務者等
の生活再生を図る貸付事業の
ため、貸付資金を融資する金
融機関に対して預託する。

4 8 13

133 多重債務
整理資金
等貸付事
業

△消費者信用
生活協同組合
と提携し、多
重債務で困窮
している町民
が、生活再建
相談及び債務
整理資金・生
活再建資金の
貸付利用によ
り、経済生活
の再生を図
る。

△継続

132 防犯灯適
正管理事
業

△防犯灯の電
気料金を町が
全額支払うこ
とにより行政
区等の経済的
負担を軽減
し、行政区等
は維持管理を
適正に行う。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

町民生活課 R2 市町村連携による広域的な消
費生活相談を行うため、消費
生活センターにおける広域対
応に係る経費の一部を負担す
る。

八戸市への負担金の支払を
行った。
八戸市消費生活センター相談
件数68件(階上町分)

予定どおり実施。相談者に専
門的な窓口への案内が可能と
なり、職員の事務負担が軽減
された。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 引き続き継続する。より効果
的な事業展開を検討する。

町民生活課 R3 市町村連携による広域的な消
費生活相談を行うため、消費
生活センターにおける広域対
応に係る経費の一部を負担す
る。

町民生活課 R4 市町村連携による広域的な消
費生活相談を行うため、消費
生活センターにおける広域対
応に係る経費の一部を負担す
る。

町民生活課 R5 市町村連携による広域的な消
費生活相談を行うため、消費
生活センターにおける広域対
応に係る経費の一部を負担す
る。

町民生活課 R6 市町村連携による広域的な消
費生活相談を行うため、消費
生活センターにおける広域対
応に係る経費の一部を負担す
る。

健康福祉課 R2 ハートフルプラザ・はしかみ
の維持・管理を指定管理者に
委託する

町社協を指定管理者として委
託した。

予定どおり実施し、施設の維
持・管理運営を円滑に行うこ
とができた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 令和3年度中に4年度からの指
定管理者の選定を行う。

介護福祉課 R3 ハートフルプラザ・はしかみ
の維持・管理を指定管理者に
委託する

介護福祉課 R4 ハートフルプラザ・はしかみ
の維持・管理を指定管理者に
委託する

介護福祉課 R5 ハートフルプラザ・はしかみ
の維持・管理を指定管理者に
委託する

介護福祉課 R6 ハートフルプラザ・はしかみ
の維持・管理を指定管理者に
委託する

4 8 13

135 指定管理
による
ハートフ
ルプラ
ザ・はし
かみ管理
事業

△地域住民の
要請に速やか
に対応でき、
また、施設の
維持・管理運
営を円滑に行
うため、ハー
トフルプラ
ザ・はしかみ
の管理を指定
管理者に行わ
せる。

△継続

134 八戸圏域
消費生活
相談広域
連携事業

△消費生活セ
ンターを設置
している八戸
市と周辺町村
が事務協定を
締結。地域に
おける消費者
相談を広域的
に連携し、多
様化・複雑化
する相談に対
応できる体制
の充実を図
る。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13

14/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

建設課 R2 都市計画マスタープラン及び
都市計画基本図修正、立地適
正化計画策定業務を委託す
る。

計画策定のため、都市計画マ
スタープラン等策定協議会及
び庁内連携会議を2回実施
し、計画内容を検討した。

予定どおり実施。計画策定等
についての費用算定等の検討
を行い、次年度も継続で事業
実施する。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 計画策定等について、次年度
も継続で事業を実施する。

建設課 R3 都市計画マスタープラン及び
都市計画図修正、用途地域見
直し、立地適正化計画策定業
務等を委託する。

建設課 R4

建設課 R5

建設課 R6

建設課 R2 町内全域（下水道認可区域を
除く）の新築以外の住宅を対
象に設置費補助（予定基数20
基）

ホームページ及び広報掲載、
個別相談会で周知した。

周知活動を予定どおり実施
し、8基の申請があった。

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ 水洗化率向上に向け、予定基
数を達成できるよう引続き周
知活動を継続する。

建設課 R3 町内全域（下水道認可区域を
除く）の新築以外の住宅を対
象に設置費補助（予定基数20
基）

建設課 R4 町内全域（下水道認可区域を
除く）の新築以外の住宅を対
象に設置費補助（予定基数20
基）

建設課 R5 町内全域（下水道認可区域を
除く）の新築以外の住宅を対
象に設置費補助（予定基数20
基）

建設課 R6 町内全域（下水道認可区域を
除く）の新築以外の住宅を対
象に設置費補助（予定基数20
基）

4 8 13

137 合併処理
浄化槽設
置費補助
金

△単独浄化槽
又はくみ取り
式トイレと併
せて生活雑排
水を処理する
合併処理浄化
槽への切替え
を行う方に補
助する。
△新築住宅へ
の設置は補助
対象外。
△国の補助基
準額より上乗
せし、5人
槽：52万9千
円、7人槽：
66万2千円、
10人槽：89万
7千円を支給
する。

△継続

136 都市計画
事業（都
市計画マ
スタープ
ランの見
直し等）

■平成9年3月
に策定された
「階上町都市
計画マスター
プラン」から
20年以上が経
過し、現状と
乖離している
部分もあるた
め見直しをす
るとともに、
コンパクトな
まちづくりを
推進するため
立地適正化計
画及び都市再
生整備計画を
策定する。

■新規 R2～R3

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

建設課 R2 公共下水道に接続するための
融資あっせん。（予定件数5
件）

HP掲載・広報及び個別相談会
（2回）において接続予定者
に対し制度を周知した。

周知活動を予定どおり実施し
た。
制度利用者5名。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 利用件数は減少傾向である
が、接続推進に向けて必要な
制度であり引き続き周知を図
る。

建設課 R3 公共下水道に接続するための
融資あっせん。（予定件数4
件）

建設課 R4 公共下水道に接続するための
融資あっせん。（予定件数2
件）

建設課 R5 公共下水道に接続するための
融資あっせん。（予定件数2
件）

建設課 R6 公共下水道に接続するための
融資あっせん。（予定件数2
件）

建設課 R2 自己資金で公共下水道に接続
した方に対し奨励金を交付。
（予定件数30件）

ホームページ掲載・広報及び
個別相談会（2回）において
接続予定者に対し制度を周
知。

予定どおり交付。（実績24
件）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 接続推進に向けて制度の周知
を継続する。

建設課 R3 自己資金で公共下水道に接続
した方に対し奨励金を交付。
（予定件数30件）

建設課 R4 自己資金で公共下水道に接続
した方に対し奨励金を交付。
（予定件数30件）

建設課 R5 自己資金で公共下水道に接続
した方に対し奨励金を交付。
（予定件数30件）

建設課 R6 自己資金で公共下水道に接続
した方に対し奨励金を交付。
（予定件数30件）

4 8 13

139 公共下水
道接続奨
励金

△公共下水道
の処理区域内
で、公共下水
道に接続する
ための工事を
行う方に奨励
金を交付す
る。
△くみ取り式
トイレ又は単
独処理浄化槽
から切替えた
場合は6万
円、合併処理
浄化槽から切
替えた場合は
3万円。

△継続

138 水栓便所
等工事資
金補給金
補助金

△公共下水道
施設に接続す
るために、水
洗化工事、浄
化槽切替工事
又は排水設備
工事を行い、
指定融資機関
から資金の融
資を受けた方
に利子補給金
を補助する。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

建設課 R2 26区域の除雪及び3区域に融
雪剤散布を委託する。

12月から3月まで路面状況に
応じた除雪及び融雪剤の散布
を行い、安全安心な生活道路
を確保した。

12月に突発的な大雪となり、
例年よりも苦情が多かった
が、予定どおり安全安心な生
活道路を確保することができ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 作業車両やオペレータの確保
及び経費を削減する。

建設課 R3 26区域の除雪及び3区域に融
雪剤散布を委託する。

建設課 R4 26区域の除雪及び3区域に融
雪剤散布を委託する。

建設課 R5 26区域の除雪及び3区域に融
雪剤散布を委託する。

建設課 R6 26区域の除雪及び3区域に融
雪剤散布を委託する。

建設課 R2 町道の維持管理として、砂利
敷や舗装補修、草刈り、冠水
対策等の工事及び委託を実施
する。

町単独費のほか交付金事業を
活用し、道路の草刈りや補修
を行い、安心安全な生活道路
を確保することができた。

計画箇所について予定どおり
実施し、安心安全な生活道路
を確保することができた。

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 生活環境及び道路環境の保全
を図るべく、継続実施する。

建設課 R3 町道の維持管理として、砂利
敷や舗装補修、草刈り、冠水
対策等の工事及び委託を実施
する。

建設課 R4 町道の維持管理として、砂利
敷や舗装補修、草刈り、冠水
対策等の工事及び委託を実施
する。

建設課 R5 町道の維持管理として、砂利
敷や舗装補修、草刈り、冠水
対策等の工事及び委託を実施
する。

建設課 R6 町道の維持管理として、砂利
敷や舗装補修、草刈り、冠水
対策等の工事及び委託を実施
する。

4 8 13

141 町道維持
管理事業

△町道の適切
な維持管理や
大雨時の冠水
対策を行うこ
とにより、安
全安心な道路
を提供し、町
民の快適な暮
らしの確保を
図る。

△継続

140 除雪事業 △冬期間の町
道の除雪及び
融雪剤散布を
実施する。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

建設課 R2 国立公園内の道路やみちのく
潮風トレイル箇所の草刈り作
業を委託する。

9㎞の区間を年2回作業により
実施した。

景観対策として予定どおり実
施した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 観光、景観対策として、継続
実施する。

建設課 R3 国立公園内の道路やみちのく
潮風トレイル箇所の草刈り作
業を委託する。

建設課 R4 国立公園内の道路やみちのく
潮風トレイル箇所の草刈り作
業を委託する。

建設課 R5 国立公園内の道路やみちのく
潮風トレイル箇所の草刈り作
業を委託する。

建設課 R6 国立公園内の道路やみちのく
潮風トレイル箇所の草刈り作
業を委託する。

建設課 R2 3件の依頼を想定 広報・ホームページへの掲
載、リーフレットを作成し周
知した。

予定どおり周知活動を行った
が、申込件数は0件だった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 耐震改修に係る補助事業（安
全安心リフォーム促進支援事
業）を併せて周知方法の見直
しを図る。

建設課 R3 3件の依頼を想定

建設課 R4 3件の依頼を想定

建設課 R5 3件の依頼を想定

建設課 R6 3件の依頼を想定

4 8 13

143 木造住宅
耐震診断
支援事業

△診断を希望
する一般木造
住宅の所有者
へ耐震診断員
を派遣する。

△継続

142 三陸復興
国立公園
階上岳内
草刈事業

△三陸復興国
立公園に指定
された階上岳
の町道と林道
について、安
全な通行の確
保のため、草
刈りを実施す
る。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13
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第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

建設課 R2 耐震改修2件、性能向上3件を
想定

広報・ホームページへの掲載
及びパンフレットの設置によ
り周知した。

予定どおり広報等で募集した
が、申込件数は0件だった。

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ 木造住宅耐震診断支援事業と
併せて周知を図る。

建設課 R3 耐震改修2件、性能向上3件を
想定

建設課 R4 耐震改修2件、性能向上3件を
想定

建設課 R5 耐震改修2件、性能向上3件を
想定

建設課 R6 耐震改修2件、性能向上3件を
想定

建設課 R2 住宅に困窮している低額所得
者に賃貸し社会福祉の増進に
寄与している。

家賃の徴収を行い、修繕等適
正に管理してる。

安心して居住しており、予定
どおり実施した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 一部業務の外部委託を検討す
る。

建設課 R3 住宅に困窮している低額所得
者に賃貸し社会福祉の増進に
寄与している。

建設課 R4 住宅に困窮している低額所得
者に賃貸し社会福祉の増進に
寄与している。建替等も検討
する。

建設課 R5 住宅に困窮している低額所得
者に賃貸し社会福祉の増進に
寄与している。建替等も検討
する。

建設課 R6 住宅に困窮している低額所得
者に賃貸し社会福祉の増進に
寄与している。建替等も検討
する。

4 8 13

145 町営住宅
管理事業

△赤保内字柳
沢地内のつく
しヶ丘団地15
棟（15世帯）
と道仏字榊山
地内の榊山団
地7棟（30世
帯）を提供す
る。

△継続

144 安全安心
住宅リ
フォーム
支援事業

△町内の個人
所有かつ居住
している住宅
を町内の業者
によりリ
フォームする
方に、その費
用の一部を補
助する。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13

19/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

建設課 R2 目視による河川海岸施設の安
全点検及び周辺環境の異常箇
所の調査を行う。

2名を巡視員として委嘱し、
年22回目視による点検・巡視
を行っている。

山側については年度途中で欠
員となり職員で対応した。巡
視により河川の護岸崩壊箇所
等の発見につながっている。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 継続実施していくが、町民ま
たは外部へ向けた活動の周知
方法や巡視方法等を検討す
る。

建設課 R3 目視による河川海岸施設の安
全点検及び周辺環境の異常箇
所の調査を行う。

建設課 R4 目視による河川海岸施設の安
全点検及び周辺環境の異常箇
所の調査を行う。

建設課 R5 目視による河川海岸施設の安
全点検及び周辺環境の異常箇
所の調査を行う。

建設課 R6 目視による河川海岸施設の安
全点検及び周辺環境の異常箇
所の調査を行う。

建設課 R2 調整池の草刈り作業等を委託
する。

状況を把握し、36箇所の調整
池の草刈を実施。浸水対策と
して1箇所の浚渫維持工事を
実施した。

予定どおり実施し、生活環境
美化及び衛生対策に効果が
あった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 継続実施し、生活環境の保全
を進める。

建設課 R3 調整池の草刈り作業等を委託
する。

建設課 R4 調整池の草刈り作業等を委託
する。

建設課 R5 調整池の草刈り作業等を委託
する。

建設課 R6 調整池の草刈り作業等を委託
する。

4 8 13

147 調整池維
持管理事
業

△団地内の調
整池54箇所の
うち、浸透維
持管理が必要
な調整池の草
刈等を実施す
る。

△継続

146 河川・海
岸巡視事
業

△水環境保全
のため、河
川、海岸の構
造物や周辺に
ついて、定期
的な巡視を行
う。

△継続 R2～R6

R2～R6 4 8 13

20/91 施13
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Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 施策基本目標 プロジェクト

教育課 R2 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、金山沢水郷館の
管理を指定管理者に行わせ
る。

金山沢行政区を指定管理者と
し、施設の維持・管理運営を
行った。

予定どおり、金山沢行政区が
指定管理者となり、施設の維
持・管理運営を行い、行政区
の活性化につながった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 行政区より、使用に関する施
設の改善要望等について、相
互に連携・協力し対応してい
く。

教育課 R3 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、金山沢水郷館の
管理を指定管理者に行わせ
る。

教育課 R4 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、金山沢水郷館の
管理を指定管理者に行わせ
る。

教育課 R5 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、金山沢水郷館の
管理を指定管理者に行わせ
る。

教育課 R6 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、金山沢水郷館の
管理を指定管理者に行わせ
る。

教育課 R2 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、道仏交流セン
ターの管理を指定管理者に行
わせる。

分配した施設部分の維持・管
理運営を指定管理者が行い、
相互に連携を取りながら施設
管理を行った。

指定管理者と連携し、施設管
理を円滑に行った。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 管理運営の問題点等を定期的
に聞き取りし、相互連携の強
化につなげる。

教育課 R3 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、道仏交流セン
ターの管理を指定管理者に行
わせる。

教育課 R4 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、道仏交流セン
ターの管理を指定管理者に行
わせる。

教育課 R5 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、道仏交流セン
ターの管理を指定管理者に行
わせる。

教育課 R6 施設の維持・管理運営を円滑
に行うため、道仏交流セン
ターの管理を指定管理者に行
わせる。

4 8 13

149 指定管理
による道
仏交流セ
ンター管
理事業

△地域住民の
要請に速やか
に対応でき、
また、施設の
維持・管理運
営を円滑に行
うため、道仏
交流センター
の管理を指定
管理者に行わ
せる。

△継続

148 指定管理
による金
山沢水郷
館管理事
業

△地域住民の
要請に速やか
に対応でき、
また、施設の
維持・管理運
営を円滑に行
うため、金山
沢水郷館の管
理を指定管理
者に行わせ
る。

△継続 R2～R6

13R2～R6 4 8

21/91 施13



第２期　総合戦略　一次評価（令和２年度末現在）
Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

総合政策課 R2 消防、ごみ・し尿処理、介護
福祉などに関する業務を共同
で行う。

消防、ごみ・し尿処理、介護
福祉などに関する業務を共同
で行うことにより、効率性・
経済性が保たれた。

予定どおり実施。複数の公共
団体で行う方が効率的・経済
的である。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 引き続き継続する。

総合政策課 R3 消防、ごみ・し尿処理、介護
福祉などに関する業務を共同
で行う。

総合政策課 R4 消防、ごみ・し尿処理、介護
福祉などに関する業務を共同
で行う。

総合政策課 R5 消防、ごみ・し尿処理、介護
福祉などに関する業務を共同
で行う。

総合政策課 R6 消防、ごみ・し尿処理、介護
福祉などに関する業務を共同
で行う。

総合政策課 R2 八戸市との連携中枢都市圏の
形成に係る連携協約に基づく
連携ビジョンにより連携事業
を推進する。

八戸市と相互に役割分担し、
連携事業の推進が図られた。

一部の事業は新型コロナウイ
ルス感染拡大防止対策のため
中止となったが、おおむね予
定どおり実施。連携中枢都市
圏に取り組むことで、国から
の財政支援も受けられた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 引き続き継続する。

総合政策課 R3 八戸市との連携中枢都市圏の
形成に係る連携協約に基づく
連携ビジョンにより連携事業
を推進する。次年度からの5
年間を期間とした第2期ビ
ジョンを策定する。

総合政策課 R4 八戸市との連携中枢都市圏の
形成に係る連携協約に基づく
第2期連携ビジョンにより連
携事業を推進する。

総合政策課 R5 八戸市との連携中枢都市圏の
形成に係る連携協約に基づく
第2期連携ビジョンにより連
携事業を推進する。

総合政策課 R6 八戸市との連携中枢都市圏の
形成に係る連携協約に基づく
第2期連携ビジョンにより連
携事業を推進する。

事業期間 年度 基本目標 プロジェクト

八戸地域
広域市町
村圏事務
組合事業

△消防、し
尿・ごみ処
理、介護福祉
などの特定の
行政サービス
を、経済的か
つ効率的に実
施するため、
近隣市町村と
共同で行う。

△継続

R2～R6

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

4 8

R2～R6

151 連携中枢
都市圏事
業

△八戸圏域連
携中枢都市圏
ビジョンに基
づき、「圏域
全体の経済成
長のけん
引」、「高次
の都市機能の
集積・強化」
及び「圏域全
体の生活関連
機能サービス
の向上」に取
り組む。

△継続

150

14

4 8 14
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Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ
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事業期間 年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分

教育課 R2 図書管理システムを利用し、
サービスを供用する。また、
Ｗｅｂによる蔵書検索サービ
スを供用する。

図書室内掲示や毎月の広報掲
載により、蔵書検索システム
の周知をし、利用を促した。

検索システムを活用する利用
者が常習化されたとみられ、
検索ページのアクセス数が昨
年度約4,200/月から約7,000/
月へ増加した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 蔵書検索システムのお知らせ
コーナーを活用して、図書室
のＰＲなど情報発信を行う。

教育課 R3 図書管理システムを利用し、
サービスを供用する。また、
Ｗｅｂによる蔵書検索サービ
スを供用する。

教育課 R4 図書管理システムを利用し、
サービスを供用する。また、
Ｗｅｂによる蔵書検索サービ
スを供用する。

教育課 R5 図書管理システムを利用し、
サービスを供用する。また、
Ｗｅｂによる蔵書検索サービ
スを供用する。

教育課 R6 図書管理システムを利用し、
サービスを供用する。また、
Ｗｅｂによる蔵書検索サービ
スを供用する。

152 図書管理
システム
管理事業

△図書管理シ
ステムを設置
し、町の3図
書室（ハート
フルプラザ・
はしかみ、石
鉢ふれあい交
流館、道仏公
民館）の図書
データを管理
する。
△Ｗｅｂによ
る図書検索機
能を装備。

△継続 4 8 14R2～R6

2/91 施14


